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ごあいさつ

今日、子育て不安や高齢者の介護負担などが、誰にとって

も起こりうる問題となってきており、障害のある人などの

自立や社会参加の難しさも見られます。また、地域のつなが

りが希薄化する中で、問題をかかえながら孤立しがちな人の

姿も見られ、ひきこもりや高齢者の孤独死など、新たな課題

も出てきています。

今後、本格的な少子高齢社会を迎えることとなりますが、

限られた財政のもと、今までの社会福祉の枠組みの中だけで

は、こうした問題を解決することが困難となってきており、

くらしの場である「地域」で問題をとらえ、解決していくと

いう「地域福祉」の推進が求められています。こうした状況をふまえ、このたび、「吹田市

地域福祉計画」を策定いたしました。

この計画は、「いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり」を目標として、市民

の皆様の自主的な地域福祉活動を活発化し、行政もその役割を発揮しながら、協働して、市

民一人ひとりの地域でのくらしを支えるためのしくみをつくっていこうとするものです。

本計画の策定のプロセスにおきましては、策定委員会への市民委員の参加、市民アンケー

トや市内３３地区で開催した地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の実施など、多くの市

民の皆様にご参画いただき、たくさんの貴重なご意見や、すでに各地域において実践されて

いる数々の取り組みの成果を反映させながら、計画を策定することができました。

本計画の推進にあたりましても、より多くの市民の皆様の連携・協力が必要となります。

そのため、市民参画と協働のまちづくりのしくみづくりを一層進めながら、市民と行政のパ

ートナーシップをなによりも大切にし、誰もが生き生きと輝き、安心して暮らしていけるま

ちづくりをめざし、全力で取り組んでまいりたいと存じます。今後とも皆様方のご理解とご

協力をお願いいたします。

最後になりましたが、本計画の策定にあたり、熱心なご議論とご提言をいただきました吹

田市福祉審議会、吹田市地域福祉計画策定委員会の委員の皆様をはじめ、吹田市社会福祉協

議会、同地区福祉委員会の皆様や、実態調査、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の実

施にご尽力をいただきました多くの市民の皆様、関係団体の方々に対し、心から感謝とお礼

を申し上げます。

平成１８年（２００６年）５月

吹田市長 阪口 善雄
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吹田市地域福祉計画の策定にあたってⅠ

Ⅰ．吹田市地域福祉計画の策定にあたって

 この章では、吹田市地域福祉計画の策定の背景と必要性、目的と基本的視点、性格や既存

の計画との関係・位置づけ、計画策定の取り組みについてまとめました。 

１．地域福祉計画とは

地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条に新たに規定された市の行政計画で、社会福祉法

第４条に規定された「地域福祉の推進」を目的として策定する計画です。 

社会福祉法第１０７条の規定により地域福祉計画に盛り込むこととされた事項

①地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項（サービスの利用促進） 

②地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項（サービス基盤整備） 

③地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項（地域福祉活動への住民参加の促進）

（１）計画策定の背景 

多くの市民は住み慣れた地域で、安心して自立したくらしを続けたいと願っています。し

かしながら、長引く経済の停滞、依然厳しい雇用環境やリストラの進行などの中で、くらし

は不安定さを増しています。また、少子化と高齢化が急速に進んでおり、高齢者の生活不安

や介護の問題、障害のある人の自立や社会参加の難しさ、子育て家庭の孤立化や子育て不安

など、ひとりで解決できない困難な問題が、誰にとっても起こりうる問題となって広く見ら

れるようになってきています。 

一方、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、若年単身世帯といった小規模世帯が増え

ており、家族による扶養機能が弱まっています。また、高層集合住宅やワンルームマンショ

ンが増えるなど、居住形態にも変化が見られます。生活の価値観の揺らぎの中で、近隣との

付き合いを負担に感じ敬遠する人や「お互いに必要以上の干渉はしない」といった人が増え

るなど、市民意識にも変化が見られます。そして、これらのことがあいまって地域コミュニ

ティ
※

のあり様にも影響を与え、お互いのつながりが希薄になっており、地域の助け合いの

力や機能が弱まっています。こうしたもとで、地域の中で孤立しがちな人が増えており、児

童虐待や高齢者虐待、ひきこもり
※

やひとり暮らし高齢者の孤独死
※

といった、把握や発見の

困難な問題が深刻な社会問題となって表面化してきています。 

今後さらに進行する少子高齢化の状況や５年後、１０年後の地域社会の変化を予測しなが

ら、問題の軽減・解決に向けて総合的に対応していくことが必要となっています。 
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（２）地域福祉とは 

社会福祉の諸制度は、児童福祉、障害者福祉、高齢者福祉に代表されるように分野別にな

っており、それぞれが個人を対象に個別的に福祉サービスを提供することを目的として運営

されています。一方、私たちのくらしは、世帯を単位に、一定の地域を基盤に営まれていま

す。市民のくらしは、社会福祉諸制度の整備を抜きにしては支えることができず、行政のさ

まざまな施策を必要としていますが、今日、くらしの問題が複雑・深刻化する中で、対象者

ごとの行政施策を中心としたこれまでの社会福祉の枠組みでは、くらしの問題の解決が困難

となっています。

「地域福祉」は、今日、子ども、障害のある人、高齢者の問題などがますます拡大・深刻化

しており、そういった生活上の困難や不安（くらしの問題）を軽減・解決するために提起さ

れている考え方です。これらの生活上の課題を、子ども、障害のある人、高齢者といった「対

象者」ごとに考えるのではなく、住民のくらしの場である「地域」を、くらしの問題の発生

する場であると同時に、その問題を解決する場としてとらえ、「地域」を基盤として、一人ひ

とりの生活を総合的に支える仕組みをつくろうとする営みです。 

また、「地域福祉」は、住民一人ひとりの主体的な参加・参画と住民自治を基盤にした取り

組みでもあり、地域での住民の主体的な活動の積み重ねの中でくらしの問題を明らかにし、

地域を基盤に、その課題の改善や問題の解決を「公」「民」の役割の発揮と協働
※

で図ってい

こうとするものです。

「地域福祉」は、住民の身近なくらしのエリア、交流・連帯のエリアである「地域（自治会、

小学校区単位などのコミュニティ）」に根ざした、「公」（行政）と地域住民、事業者等の「民」

が協働した、地域福祉施策及び福祉サービスの提供や地域福祉活動の総合的・計画的な展開、

まちづくりの取り組みといえます。

（３）計画策定の目的

地域福祉計画は、第一に、地域福祉推進のための活動への地域住民や社会福祉関係団体、

事業者等の参加・参画の促進、活動を支える人材・専門職員の配置と育成の支援、交流の場・

活動拠点の確保、必要な情報の提供、財政的支援、連携の促進など、地域福祉活動推進の条

件整備を進める上での行政の役割を明らかにします。 

第二に、市民のくらしの課題や地域の特性に応じた社会福祉・保健、生活関連諸分野の施

策・サービスの整備とその連携による、総合的・体系的な生活保障、行政の支援機能の強化

を図ることを目的としています。 

第三に、これらを通じてコミュニティの再生と自治の発展を図るとともに、市民一人ひと

りの地域でのくらしを支える仕組みづくりを進めます。 



視点
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（４）地域福祉計画における重要な視点 

地域福祉計画は、地域福祉の問題解決を図っていくときの大切な視点である次の四つの視

点を大切にして策定しました。 

地域に暮らすみんなの問題として主体的に取り組む 

福祉は、限られた人だけにとってのものではありません。加齢や心身の状態や生活環境の

変化で、誰もが支援を必要とする状態になる可能性があります。福祉を一人ひとりの問題と

してとらえていくことが必要です。 

地域で生活する市民一人ひとりが単に社会福祉施策の対象としてではなく、自ら地域の福

祉のあり方を考えて創っていく主体として、福祉サービスの提供や活動に主体的に参加し、運

営を行っていく、必要な場合には行政と協働して社会福祉制度の改善を求めていくといった

ように、市民が主体的に参加し住民自治を発揮していくことを大切にしていくといった視点 

誰もが自立して共に暮らしていける社会をめざす 

・・・人権尊重、ノーマライゼーション※、ソーシャル・インクルージョン※

お互いの人権を尊重し合う社会、ハンディキャップがあってもごく普通に生活を営むこと

ができる社会、すべての人々を社会の構成員として包み支え合い、市民の誰もが自立して共

に暮らしていけるような社会をめざすといった視点 

 「公」と「民」の役割を明確にして協働して取り組む 

地域の問題解決には「公」（行政）の施策だけでは不十分であり、地域住民をはじめ、社会

福祉関係団体・事業者、ボランティア・ＮＰＯ （民間非営利団体）
※

等の「民」との協働、

つまり「公」「民」の役割分担と「公」「民」協働の考え方に基づく取り組みが欠かせないと

いった視点 

くらしの場である地域に着目して総合的・体系的に対応していく 

社会福祉制度にとどまらず、労働問題対策（雇用・就労、労働条件等）、保健・医療、社会

教育（生涯学習）、住宅、生活環境施設、防災など、生活関連領域を含む総合的・体系的な生

活保障をくらしの場である地域に着目して、いかに展開していくかという視点 
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２．計画の性格と位置づけ 

地域福祉計画の性格は、吹田市総合計画において示している本市の将来像「人が輝き、感

動あふれる美しい都市
まち

 すいた」の実現に向けて、総合計画の理念・施策の基本方向に基づき、

福祉の観点からそれを具現化していくものであり、地域福祉を推進していくための施策の基

本的な方向性を示すものです。  

  地域福祉計画は、図Ⅰ－１に示したように、吹田市総合計画を上位計画としながら、高齢

者保健福祉計画・介護保険事業計画、障害者計画、次世代育成支援行動計画、青少年育成計

画、健康すいた２１、男女共同参画計画、生涯学習推進計画、交通バリアフリー基本構想な

どの個別行政計画で示されている内容を地域福祉の視点で再整理したものといえます。さら

に民間団体（社会福祉法人）である吹田市社会福祉協議会で策定された地域福祉活動計画
※

と密接な関係にあり、互いに連携して進める関係にあります。したがって、地域福祉計画に

基づいて施策や事業が単独で立案され展開されるというものではなく、個別計画との整合性

を図りつつ、重なる内容については個別計画に具体化を委ねるなど、関係部署との協力・連

携を図りながら具体化していくことが重要となります。 

図Ⅰ－１ 地域福祉計画とその他の既存計画との関係

地域福祉を推進する上での共通の理念
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吹田市地域福祉計画の策定にあたってⅠ
３．計画の期間 

地域福祉計画の期間は、平成１８年度（２００６年度）から平成２２年度（２０１０年度）

までの５か年です。適宜、進行管理と必要に応じた見直しも図っていきます。 

４．市民の参加・参画による計画策定の取り組み 

 図Ⅰ－２に示したようなプロセスによって計画策定を行いました。特に、市民アンケート

「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」、小学校区単位を基本として開催した地

域検討会（地区の福祉を語るつどい）などによる市民参加・参画の方法を大切にしました。 

図Ⅰ－２ 吹田市地域福祉計画策定の流れと市民参加・参画の方法

市民委員の公募

地域団体ヒアリング

市民アンケートの実施

地域検討会への参加

パブリックコメントの実施

平成１６年度
（２００４年度） 市民参加・参画の方法

平成１７年度
（２００５年度）

計画の決定

策定体制の確立

資料、データの収集

計画骨子案の検討

計画原案の検討

計画案の検討

地域検討会（小学校区）
の開催
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吹田市地域福祉計画の策定にあたってⅠ
（１）市民の参画を基本とした策定体制 

計画策定にあたっては、市民、社会福祉関係団体・事業者、関係機関等の参画により、幅

広く意見を聴き、検討を進めるため、「学識経験者」（３名）、「市民（公募委員）」（４名）、「市

内の社会福祉を目的とする団体及び事業者並びに市内の公共的団体の代表者」（７名）、「関係

行政機関の職員」（１名）の計１５名で構成される「地域福祉計画策定委員会」を設置しまし

た。１５名の策定委員の内４名を公募の市民委員として公募市民の参画比率を高めるととも

に、市民委員を中心とした「作業部会」を設置して、計画策定のための基礎調査活動や計画

案作成・検討作業に参加していただくなど、公募市民をはじめとした市民の参画に努めまし

た。 

なお、８回の策定委員会と１５回の策定委員会作業部会を開催しました。 

（２）市民アンケート「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の実施 

市民のくらしの状態、地域活動・ボランティア活動など地域（福祉）活動への関わりや意

識、福祉に関するニーズや行政に対する意見等を調査するため、平成１６年（２００４年）

９月１３日から２０日までの８日間をかけて市民アンケート「吹田市民のくらしと地域福祉

に関する実態調査」を行いました。 

調査は、大学の研究者で構成された吹田地域福祉調査研究会に委託し、調査員による訪問

聴き取り方式で実施しました。調査活動には、大学の研究者に加え社会福祉を学んでいる学

生（大学院生を含む）が、学習・研究活動の一環として位置づけて参加し、３回の事前学習

会にも取り組みました。 

人口密度と世帯数の増減状況をもとに区分した８地域類型の中から、市の地域整備の区分

である７ブロック区分（万博・阪大地域を除いて６ブロック、平成１６年（２００４年）   

９月現在）を考慮して調査対象地域を選んで調査を行い、対象６６５世帯の内、５４８世帯

から回答を得ました。回収率は８２．４％でした。結果は、「吹田市民のくらしと地域福祉に

関する実態調査報告書」（別冊）にまとめています。 

（３）地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の開催 

地域福祉活動計画を策定中の吹田市社会福祉協議会及び地区５か年計画を策定中の同協議

会各地区福祉委員会
※

と連携し、共催の取り組みとして地域検討会（地区の福祉を語るつど

い）を開催しました。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）では、地域の住民や関係団体、地域に所在する施

設・事業所等の職員に参加を呼びかけ、参加者によるワークショップ
※

（グループ討論）方

式で行いました。地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の中では、地域住民の視点から、

くらしや福祉についての困りごと（くらしの問題）や取り組むべき課題を出し合ってもらい、

その解決に向け住民自身が取り組めること、社会福祉協議会の取り組みや行政の施策・取り
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吹田市地域福祉計画の策定にあたってⅠ
組みとして要望していくことなどについて検討してもらいました。各地区の地域検討会（地

区の福祉を語るつどい）終了後には、それぞれの検討会で出された意見や要望をテーマごと

に整理してまとめ、引き続き地域での取り組みに活かしてもらえるよう、情報提供を行いま

した。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）は、小学校区単位の開催を基本として、市内３３

か所（３３地区福祉委員会の全地域）で平成１６年（２００４年）１１月から平成１７年  

（２００５年）２月までの期間をかけて開催しました。参加者人数は延べ１，４１９名でし

た。結果は、「吹田市地域福祉計画策定地域検討会（地区の福祉を語るつどい）報告書」（別

冊）にまとめています。 

（４）地区福祉委員会及び社会福祉関係団体等へのヒアリングの実施 

「地域福祉活動計画」の策定にあたって吹田市社会福祉協議会が取り組まれた地区福祉委

員会及び社会福祉関係団体等に対するヒアリングに参加しました。 

①地区福祉委員会ヒアリング 

（期間）  平成１６年（２００４年）１月から３月まで

（対象と実施）  ３３地区福祉委員会中、３２地区福祉委員会で実施 

（地区福祉委員会からの参加者数）  延べ６７６名 

②社会福祉関係団体等のヒアリング 

（期間）   平成１６年（２００４年）３月から８月まで 

（対象）   延べ１７団体、２２２名 

              ・高齢者・障害のある人等のニーズを抱える当事者組織    ５団体 

              ・民生・児童委員協議会、ボランティア・ＮＰＯなど 

支援活動を担っている住民組織 ５団体 

・サービス提供事業者の組織              ４団体 

              ・その他の地域組織（自治会連合協議会など）          ３団体 

また、地域福祉計画策定委員会作業部会により、平成１７年（２００５年）６月に、吹田

コスモスの会（認知症家族の会）、９月に、ＮＰＯ法人友―友の地域通貨 「いっぽ」の活動

のヒアリングを実施しました。 

（５）パブリックコメント※の実施 
「地域福祉計画案」に対する意見を募るため、平成１８年（２００６年）３月６日から   

３１日まで、市内の公共施設で「地域福祉計画案」（概要版）を配布するとともに、吹田市ホ

ームページにも計画案（全文）を掲載し、パブリックコメントを募集しました。7 件のご意

見をいただき、ご意見に対する対応の検討結果を吹田市ホームページで公開するとともに、

吹田市地域福祉計画策定委員会において報告しました。 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ

Ⅱ．吹田市の地域福祉に関する状況 －現状と課題－

地域福祉計画を策定するにあたっては、地域の特性やそこでの住民のくらしの実態や課題

を浮き彫りにし、その中から地域住民･行政が取り組む地域福祉の課題を明らかにしていくこ

とが、まず第一に必要となってきます。 

本章では、既存の統計資料や地域福祉計画策定の過程で取り組んできた「吹田市民のくら

しと地域福祉に関する実態調査」「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」等の結果から浮

かび上がってくる地域福祉の課題について、検討を加えていきます。 

１．吹田市の変化と地域特性 

（１）まちの成り立ちと特色ある地域の形成 
本市は、水の豊かさや水運などの交通の利便性から、古くから人々の生活が営まれ、産業

や交通の要衝として発達してきました。 

近代以降も、鉄道の敷設や国鉄吹田操車場の操業開始、大阪市の商工業の発展に伴い市街

化が進み、近郊住宅地として鉄道駅周辺・幹線道路周辺に、それぞれ特色のある市街地が形

成されてきました。 

昭和３０年代の高度経済成長期に入ってからは、千里ニュータウンの建設や日本万国博覧

会の開催に伴い、広域幹線道路や鉄道網など都市基盤が整備され、これを背景に、大阪都心

と直結された江坂地区での商業、業務施設の集積が進み、江坂地区は周辺都市から多くの通

勤者を受け入れるまちとなりました。その後も、山田地域を中心とした民間分譲マンション

や住宅団地の立地が進みました。 

近年では、佐井寺地区の土地区画整理事業などに伴う住宅開発でファミリー向け民間賃貸

マンションの建設が進み、また市域の中・南部を中心に単身者向け住宅の建設も多く目にと

まるようになり、市域の市街化がほぼ完了した状況となっています。 

さらに現在、千里丘地域をはじめ特定の地域で企業所有地の売却に伴う大規模なマンショ

ン開発が進んでいます。 

このように、本市の市街地はそれぞれの地形的条件とともに、それぞれの時代の要因を背

景とした形成の経緯をもっており、地域に特色のあるまちなみや個性あるコミュニティが形

成されています。そのことが住民同士のつながりや住民活動のあり様に、また地域福祉の現

状にも少なからず影響を与えています。 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
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（２）人口動向 
高度経済成長期以降の吹田市の人口、世帯数の変化をみると、昭和３５年（１９６０年）

の国勢調査では 116,765 人（29,080 世帯）であったものが、平成１２年（２０００年）

には 347,929 人（141,846 世帯）と、人口で２．９８倍、世帯数で４．８９倍と大幅に

増加しています。一方１世帯あたりの人員は、４．０２人から２．４５人と大きく減少し、

平成１２年（２０００年）には１人又は２人の小規模世帯が６割近くを占めており、この間

の核家族化の進行を物語っています。（図Ⅱ－１－１、図Ⅱ－１－２）

近年の人口の状況をみると、昭和６２年（１９８７年）をピークにそれ以降減少に転じて

いた人口が、平成６年（１９９４年）以降再び増加に転じ、近年は微増傾向となっています。

また、世帯数も増加傾向にあり、周辺都市と比べても突出した伸びとなっています。この間

の人口流入は高層マンション建設など住宅建設戸数の増加に連動したもので、特定地域に集

中し、またファミリー層の増加が目立っており、生活施設の不足や環境問題、教育や子育て

支援をはじめとしたさまざまな課題の発生が予測されます。 

図Ⅱ－１－１  吹田市の人口、世帯数の推移 
（国勢調査、ただし平成 17 年は国勢調査（要計表による人口）による） 

図Ⅱ－１－２ 吹田市の１世帯あたり人口の推移 
（国勢調査、ただし平成 17 年は国勢調査（要計表による人口）による） 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
（３）少子高齢化の急速な進行

吹田市の高齢化率（６５歳以上人口の割合）は、１６．３６％（「住民基本台帳」平成１７

年（２００５年）９月末現在）となっており、全国で２０．０％（総務省統計局「人口推計

月報」平成１７年（２００５年）１０月１日現在）や府下で１７．５３％（総務省統計局「日

本統計年鑑」平成１６年（２００４年）１０月１日現在）の率を下回っているものの、人口

の多い団塊の世代が高齢期を迎える時期には一気に高齢化が進行し、１０年後の平成２７年  

（２０１５年）には２２．７％に達すると推計されています。 

また、先に述べた核家族化の進行に伴い、ひとり暮らし高齢者、高齢者のみの世帯の比率

も増加しており、平成１５年（２００３年）９月現在では、７０歳以上のひとり暮らし高齢

者は 5,605 人（総人口に占める割合１．６０％）、高齢者のみの世帯は 4,431 世帯（総世

帯数に占める割合３．０１％）、翌平成１６年（２００４年）９月には、ひとり暮らし高齢者

は 6,049 人（総人口に占める割合１．７２％）、高齢者のみの世帯は 4,888 世帯（総世帯

数に占める割合３．３０％）と、それぞれ増加傾向が続いています。 

一方、１５歳未満の年少人口の割合は１４．７６％（「住民基本台帳」平成１７年     

（２００５年）９月末現在）となっており、昭和５５年（１９８０年）の２５．８％から大

きく減少しており、少子化傾向が早い速度で進んできていることがうかがわれます。 

これらのことからも、今後の地域福祉を考える上で、少子高齢化と核家族化の急速な進行

の中での地域での施策展開、とりわけひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯に対する支援

のあり方、また、孤立しがちな子育て家庭への支援のあり方などが大きな課題となって提起

されてくることが予想されます。（図Ⅱ－１－３）
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図Ⅱ－１－３   
吹田市の年齢３区分別人口推移（国勢調査、ただし平成 17 年は住民基本台帳による） 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
（４）不均衡に進む各地域での変化 

このような吹田市での人口や世帯数の変化が各地域でどのように現れているのかを調べる

ため、吹田市の１８３町丁（人口０の町丁除く）を人口密度と世帯数の増減に着目して   

表Ⅱ－１－１のとおり８つの類型に分類しました。地図に表わすと図Ⅱ－１－８のとおりで

す。 

昭和５０年（１９７５年）から平成１２年（２０００年）までの２５年間の世帯数の推移

を見た場合、著しく増加（２倍以上）している町丁が５４地区ありましたが、市域の７つの

ブロック区分（図Ⅱ－１－７）での内訳をみると、ＪＲ以南地域で１地区、片山・岸部地域

で５地区、豊津・南吹田地域で１１地区、千里山・佐井寺地域で１８地区、山田・千里丘地

域で１５地区、千里ニュータウン地域で４地区となっています。 

また逆に世帯数が低下（１倍未満）している町丁３５地区では、ＪＲ以南地域で３地区、

片山・岸部地域で９地区、豊津・南吹田地域で５地区、千里山・佐井寺地域で３地区、山田・

千里丘地域で１地区、千里ニュータウン地域で１４地区と、地域によって大きな違いがある

ことがわかります。

表Ⅱ－１－１ 地域類型 

著しく増加
２．０以上

増加
１．１～２．０未満

横ばい
１～１．１未満

低下
１．０未満

高
１０，０００人以上

①３９町丁
４３，８０７世帯

②４０町丁
３４，９９１世帯

③１２町丁
１０，３８６世帯

④２５町丁
２０，７９９世帯

低
１０，０００人未満

⑤１５町丁
８，４９８世帯

⑥３３町丁
１３，５２４世帯

⑦９町丁
５，４０６世帯

⑧１０町丁
２，７２２世帯

                75～00年
                   世帯数

人口密度
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
（５）高齢化の進行、年少人口にも地域差 

図Ⅱ－１－４で明らかなように各ブロックの高齢化の進行にも大きな差があり、開発され

てから４０年を経過した千里ニュータウン地域で２５．４％と最も進行が著しく、続いて古

くからの中心市街地を含むＪＲ以南地域で２２．４％となっています。 

高齢化率を町丁別にみた場合、２５．０％以上（人口の４分の１以上が６５歳以上の高齢

者）の３３町丁のうち２２町丁が千里ニュータウン地域で占められ、桃山台３丁目が    

４１．４％など、千里ニュータウンの一戸建て住宅の区域で高い数字を示しています。（いず

れも「住民基本台帳」平成１７年（２００５年）９月末現在） 

ひとり暮らし高齢者、高齢者夫婦世帯についてみれば、図Ⅱ－１－５、図Ⅱ－１－６に示

したとおりいずれも千里ニュータウン地域、ＪＲ以南地域で高い割合を示していることがわ

かります。 

一方、年少人口においては、近年、高層住宅などが建設され人口流入が著しい千里山・佐

井寺地域で１８．０％、山田・千里丘地域で１６．４％と高い数字となっています。 

このように、それぞれの地域のまちの成り立ち、形成された時期の違いや住宅形態の違い

によって地域ごとで人口構成や世帯構成に大きな違いがみられ、高齢化の状況や子育て家庭

の割合の違いとなって現れており、こうした地域の変化の差異が取り組むべき課題の違いを

もたらしています。 

以上のことを踏まえ、次項以降で述べる「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」

「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」等の結果を通じてその内容を明らかにしていく必

要があります。 

図Ⅱ－１－４   
地域別年齢３区分別の人口割合（「住民基本台帳」平成 17 年（2005 年）9 月末現在） 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
図Ⅱ－１－５　高齢単身世帯率の地域別分布図　世帯数に占める高齢単身世帯数の割合 

図Ⅱ－１－６　高齢夫婦世帯率の地域別分布図　世帯数に占める高齢夫婦世帯数の割合   

図Ⅱ－１－５、図Ⅱ－１－６ともに平成 12 年（2000 年）国勢調査による
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ
図Ⅱ－１－７  ７ブロック町丁図（調査時点） 
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1. 吹田市の変化と地域特性Ⅱ

※地図中、色が塗られていない地域については、以下のとおりです。

目俵町、平松町、芝田町…2000年現在、居住者がいないため

山田西2丁目、千里万博公園、山田丘、桃山台4丁目

…1975年当時に居住者がなく、世帯数の増減率を出すことができないため

注 ブロック地図について

平成18年（2006年）4月 1日から、ブロック

割が 6ブロックに変更になり、あわせて、豊津・

南吹田地域の名称も「豊津・江坂・南吹田地域」

に変わりました。変更後の地図については右図の

とおりです。

本計画の調査時は 7ブロック（図Ⅱ－１－７）で

あったため本文では 7ブロックの地図を掲載してい

ます。

図Ⅱ－１－８  

８類型分布地図 

部分：ブロックの区割りの変更地域
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千
里
山
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ

２．「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって 
明らかになったこと 

平成１６年（２００４年）９月１３日（月）から２０日（月・祝）までの８日間、調

査員が一軒ずつ訪問し聴き取るといった方法によって「吹田市民のくらしと地域福祉に

関する実態調査」を実施しました。 

調査対象世帯の抽出は、まず町丁ごとで人口密度と世帯数の増減状況をもとに、８つ

の地域類型に区分しました。その８類型の中から特にその地域類型を顕著にあらわして

いると思われる町丁を類型ごとの世帯数比率に基づいて案分し、市の６ブロック区分

（７つの地域区分から万博・阪大地域を除く）も考慮しながら抽出しました。本調査の

回収状況は、８２．４％（回収５４８世帯／対象６６５世帯）でした。 

以下、実態調査によって明らかになったことを述べます。

（１）健康状態 

生計中心者の健康状態は、「どこも悪くない」との回答は１３．７％にとどまり   

（図Ⅱ－２－１）、８割強が何らかの自覚症状を訴えており、健康状態が良くないとい

った状況となっています。健康状態はくらしの実態を顕著にあらわしている指標といえ

ますが、くらしの厳しさがうかがわれます。 

階層別にみると、「疲れがとれない」といったストレスがらみの自覚症状の訴えの比

率が、経営者層で２８．６％、ホワイトカラー層で３４．３％、ブルーカラー層で    

４０．７％、不安定雇用者層で２８．１％といったように雇用労働者層において、かな

り高くなっています。 

図Ⅱ－２－１ 生計中心者の健康状態 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
（２）生活問題 

「お宅のくらしや医療の面での困りごとや日頃何とかしなければと思っていること

がありますか」との問に対して、「ある」といった回答が７４．１％を占めていました。 

具体的にみると（図Ⅱ－２－２）、「税金が高い」「貯金ができない」「収入が不足」と

いった生活費に関すること、老後のこと、病気及び医療費負担に関する比率が上位を占

めています。家族構成別にみると、単身世帯（高齢者が多い）において、「日常の話し

相手がいない」が１２．５％と相対的に高くなっています。特に高齢単身世帯の「孤立」

解消策が求められているといえます。 

図Ⅱ－２－２ くらしや医療の困りごと 

中学生以下の子どものいる世帯で、「労働時間が長い」（１４．８％）「自由な時間や

休日が少ない」（１７．０％）、「子育てのこと」（１８．２％）「子どもの教育・進学」

（２５．０％）、「借金・ローンの返済」（１５．９％）「貯金ができない」（３５．２％）

といった項目の比率が高くなっています。特に、子どもを持つ親の働き過ぎを是正して

いくことが求められています。子育てにとって親の労働時間の短縮が大きな課題といえ

ます。また、2～6 歳の子どものいる世帯で「医療費が高い」が３１．６％と高率とな

っています。 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
６５歳以上の高齢者のいる世帯では、「収入が不足」「物価が高い」といった項目の比

率が６５歳以上の高齢者のいない世帯に比べて高率になっています。６５歳以上の高齢

者のいる世帯における経済的な厳しさがうかがわれ、年金制度も含めた所得保障の必要

性が問われています。 

教育、老後、住宅に関する困りごとについては自由回答を集計しました。教育問題は、

「教育費が高い」の比率が３３．３％と高くなっています。 

老後のことについては、「年金などの収入不足」が２２．３％でトップです。それに

次いで「急に倒れたとき・病気になったとき」（１７．９％）「介護が必要になったとき

の不安」（１６．１％）が続いています。 

住まいの問題は、「老朽化」（２４．５％）と「手すりをつけるなどの住宅改修」    

（２２．４％）の比率が高くなっています。介護予防の観点からも住宅改修の必要性が

あるといえます。 

（３）家計状況

「毎月のくらしの中で支出がかさむものがありますか」との問に対して、かさむもの

が「ある」との回答が８０．３％でした。 

無業者層で、かさむものの項目として「医療費・薬代」（４２．８％）、「公的年金や

医療保険などの保険料」（３１．４％）、「交際費」（２２．６％）、「交通費・タクシー代」

（１７．０％）が高くなっているのが特徴的です。 

「毎月のくらしの中で支出を切りつめているものがありますか」との問に対して、

切りつめているものが「ある」との回答が６７．２％でした。 

無業者層で、切りつめているものの項目として「交際費」（３２．３％）・「交通費・

タクシー代」（１８．８％）が相対的に高くなっています。無業者層は高齢者が多い階

層ですが、高齢者の移動保障の充実策として、「福祉バス」の周知・改善等が求められ

ているといえます。 

（４）介護問題

「一緒に暮らしている（いた）ご家族に病気や障害、高齢のために介護を要する人は

いますか」との問に対して、介護を要する人が「いる」との回答は１２．０％でした。

そして、介護を要する人は、「在宅」が７１．２％、「施設」が１８．２％、「病院」が

１０．６％、となっていました。 

その中でも、「夫婦のみ」の世帯では、「在宅」が６１．１％と他の世帯に比べて低く

なっており、要介護者をみる条件が乏しい結果といえます。それに対して、三世代世帯

では、「在宅」が８５．７％と高率となっています。これは家庭で要介護者をみる条件

が、他の世帯に比べてあるということを示しているといえます。
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
介護のことで困っていることや不安に思っていることをたずねた結果は、図Ⅱ－２

－３に示したとおりです。介護のことに関しては、「外出」と「通院」が大変であると

いった比率が３４．８％、３３．３％と高くなっています。要介護者の外出・通院保障

の充実が求められています。 

図Ⅱ－２－３ 要介護者のいる世帯における困りごとや不安 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
介護者自身のことに関しては、「介護者が病気の時のことが気がかり」（３９．４％）、

「自分の健康のことが気になっている」（３３．３％）との指摘をはじめ、「自分の時間

が持てない」「夜もぐっすり眠れない」「イライラしやすい」（いずれも２４．２％）と

いった厳しい実情がうかがわれます。 

家族構成別に困りごとについてみると、三世代世帯において「イライラしやすい」 

（５７．１％）、「自分の時間がもてない」（４２．９％）などが高い比率となっており、

かなりの無理をしている状況がうかがわれます。介護を家庭で抱え込まないよう、社会

的介護の考え方を普及していくことによって、介護者の負担の軽減を図っていくことが

求められています。また、介護家族の会の活動の充実を図り、必要な情報交換や介護上

の問題点の整理・提案をしていくことが必要です。 

（５）介護保険・社会福祉サービス（行政サービス）の利用状況

「お宅では、現在、介護保険や社会福祉サービス（行政サービス）を利用されていま

すか」との問に対して、在宅の要介護者がいる世帯に限定してみると、「利用している」

は５７．４％となります。４２．６％が「利用していない」との回答でした。 

在宅の要介護者がいる世帯において利用していない理由は、「今は必要ないから」が

８０．０％、「行政の世話になりたくない」が２０．０％、「利用方法がわからない」「利

用料が負担になるから」が共に１０．０％となっています。介護・福祉サービスを受け

ることへの心理的抵抗感を取り除いていく工夫が必要です。また、サービスに関する

情報の提供など周知方法の工夫、在宅介護支援センター
※

や居宅介護支援事業所
※

の運

営のあり方を含めた相談窓口のあり方の検討、特に行政がいかに関わるかが問われてい

るといえます。さらに、利用料の低所得者対策のさらなる充実が求められているといえ

ます。 

（６）ボランティア・地域福祉活動の利用状況

「お宅では、現在、地域で取り組まれている昼食会・茶話会・サロン活動など（住民

の自主的なボランティア・地域福祉活動）を利用されていますか」との問に対して、在

宅の要介護者がいる世帯に限定してみると、「利用している」は１２．８％となってい

ます。 

在宅の要介護者がいる世帯において利用していない理由は、「今は必要ないから」が

３９．０％あるものの、「気をつかうのがイヤだから」が２２．０％、「見ず知らずの人

と交流するのがイヤだから」が１７．１％あり、集団の中に入ることへの抵抗感がかな

りあるといえます。また、「活動場所まで行くのが大変だから」が１４．８％あります。

住民の自主的な活動の限界ともいえますが、送迎については配慮すべき課題といえます。
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
（７）ヨコのつながり

くらしを営んでいく上で、日常的な協力・共同といったヨコのつながりは、くらしを

支える条件として重要な指標です。近所づきあいの程度について今回の調査結果からみ

ると（図Ⅱ－２－４）、「ほとんどつきあっていない」が３．６％、「あいさつをする程

度」が４６．０％、両者を合わせて約半数が近所づきあいが希薄になっているといえま

す。 

図Ⅱ－２－４ 近所づきあいの程度 

家族構成別にみると、単身世帯において「ほとんどつきあっていない」が８．２％と

相対的に高くなっています。 

「日頃、くらしや医療・福祉のことで相談する相手はどなたですか」との問に対する

回答は、「配偶者」（５２．９％）、「子ども」（３５．４％）の比率が上位を占めていま

す。次いで「知人・友人」（３１．４％）となっています。「近所の人」は１１．１％に

とどまっています。また、「かかりつけの医者」は２７．６％とかなりの比率を占めて

いますが、「市役所の福祉保健相談窓口の職員」（８．６％）、「保健センターの職員」  

（２．７％）など行政機関の比率は低くなっています。 

家族構成別に相談相手類型をみると、単身世帯において「身近にいない」が１４．１％

と相対的に高くなっています。 

以上の調査結果からいえることは、近所づきあいを深める方策や頼りになる隣人をい

かにつくるかが問われているといえます。特に単身世帯の場合、その必要性が高いとい

えます。 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
（８）健康・福祉にかかわる相談窓口の周知及び利用状況 

くらしや健康、福祉にかかわる相談窓口や機関・施設の周知状況、及びそれらの利用・

参加状況については図Ⅱ－２－５に示したとおりです。 

知っている相談窓口や機関・施設では、「市役所の福祉保健相談窓口」（５７．７％）、

「保健所」（５７．５％）、「保健センター」（５６．６％）などの行政関係機関が高率と

なっているほか、「民生委員・児童委員 」も５６．８％とかなりの率を占めています。

一方、「社会福祉協議会」（２５．７％）、「地区（校区）福祉委員会」（１５．０％）、「ボ

ランティアセンター 」（１０．８％）など、地域福祉活動を進めようとしている窓口の

周知は現状では低率となっています。「地域福祉権利擁護事業実施機関」は６．９％と

非常に低率です。 

利用・参加した相談窓口や機関・施設では、「保健センター」（１８．２％）、「市役所

の福祉保健相談窓口」（１４．４％）、「保健所」（１１．１％）と行政関係機関が二桁の

数値を示していますが、他は、低い利用率にとどまっています。必要性との兼ね合いが

あるでしょうが、行政関係機関以外の利用・参加についての促進策を検討していくこと

が必要です。 

図Ⅱ－２－５ 健康・福祉にかかわる相談窓口の周知及び利用状況
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
（９）地域活動・学習会活動 

「お宅では、どのような地域活動・学習会活動に参加されていますか」との問に対し

て、「参加していない」が４２．７％、「参加している」は５７．１％でした。 

具体的な活動内容は図Ⅱ－２－６に示したとおりです。「自治会の行事」が３８．３％

と最も高率です。「ボランティア活動」への参加率は１４．４％となっています。「地区

（校区）福祉委員会の活動」への参加率は２．２％でした。ボランティア活動と社会福

祉協議会地区福祉委員会の活動とは、今日注目されている住民同士の助け合いといった

点で、類似した意義と役割を有しており、お互いの連携と協力が求められているといえ

ます。両者の接点を地域レベルでどのように形成していくかが大切であるといえます。

図Ⅱ－２－６ 地域活動・学習会活動で参加しているもの 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
「ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること、悩んでいることは

何ですか」とたずねてみました。これは、ボランティア活動を推進していく上での課題

が示されているといえます。その結果は（図Ⅱ－２－７）、「若い人の参加が少ない」  

（３２．９％）、「実際に活動している人が少ない」（２１．５％）といった参加者の少

なさの指摘がまずは目にとまります。次に、「交通費や活動費の確保が困難」（１３．９％）、

「ボランティア活動についての情報が少ない」（１１．４％）といった指摘があります。

「行政がボランティアに頼りすぎている」（１０．１％）との指摘もあります。 

図Ⅱ－２－７ ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
（１０）地域活動拠点の整備課題

「日頃地域で集まったり話し合ったりする場所はどこですか」との問に対する回答で

は、「自治会館・集会所」（３１．６％）、「地区公民館」（２７．４％）が高い比率とな

っていました。 

地域で集まったり話し合ったりするために主に利用する場所について、不便を感じて

いることをたずねました。その結果では、「とくにない」との回答が５７．６％を占め、

比率はあまり高くありませんが、次のような指摘がありました。「駐車場がない・狭い・

遠い」が１１．６％とトップで、次いで「集会室が少ない・狭い」（７．４％）、「利用

できる時間帯が合わない」（６．２％）、「利用の手続きがめんどう」（５．６％）、「他の

行事や活動があると利用できない」（５．６％）等が指摘されています。 

主に利用する場所別にみると、地区公民館で「駐車場がない・狭い・遠い」     

（１９．５％）、地区市民ホールで「階段が大変」（３１．３％）、小学校・中学校で「冷

暖房の設備が不十分」（１１．１％）といった改善点がそれぞれ指摘されています。 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
（１１）居住期間及び定住意識

「現在のところにはいつ頃からお住まいですか」との問に対する回答は、「親の代か

ら」が２２．６％、「現在の生計中心者の代になってから」が７７．４％でした。現在

の生計中心者の代になってからという世帯において居住期間を聞いた結果は、２０年以

上が５３．５％、５年未満が２６．６％となっていました。 

「現在住んでいる地域に住みつづけたいですか」との問に対する回答は図Ⅱ－２－８

に示したとおりです。「ずっと住み続けたい」との回答が８３．０％と非常に高くなっ

ています。「引っ越すつもりである」は５．７％、「わからない」は８．４％です。 

住み続けたい理由は、「自分の土地・家があるから」（６１．３％）、「鉄道や道路など

の交通網が便利だから」（５０．５％）、「買い物が便利だから」（３８．２％）が上位に

きています。 

引っ越したい理由は、「家の住み心地が悪いから」（１９．４％）、「通勤・通学に不便

だから」（１６．１％）、「親と同居しなければならないから」（１６．１％）が上位にき

ています。 

図Ⅱ－２－８ 定住意識 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
（１２）安心して暮らしていけるまちづくりの課題

「お互いに力を合わせて、安心して暮らせるまちづくりをすすめる上で何とかしなけ

ればならないと思っていることは何ですか」との問に対する回答は、図Ⅱ－２－９・  

１０に示したとおりです。 

住民が主体的に取り組むこととしては、「住民相互の日常的な対話・交流を広げる」

（３５．８％）、「自治会が住民の身近なくらしや健康、安全・防犯などの問題に取り組

む」（３３．８％）、「高齢者や障害者と子ども・若い人たちとの交流を広げる」     

（２２．４％）が上位にきています。日常的なつながりや交流を強化していくことを、

特に自治会に求める意見が多いといえます。 

図Ⅱ－２－９ 安心して暮らしていけるまちづくりの課題（住民が取り組むこと） 

行政に取り組んでほしいこととしては、「行政の施策を分かりやすく住民に知らせる」

（３６．７％）、「くらし・健康や福祉に関する相談窓口を充実する」（２５．７％）、「身

近な地域に障害者や子ども、高齢者等がいつでも利用できる施設を整備する」

（２０．４％）が上位にきています。身近でわかりやすい相談窓口・情報提供や施設整

備を求める意見が多いといえます。 

図Ⅱ－２－１０ 安心して暮らしていけるまちづくりの課題（行政が取り組むこと）  
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ
（１３）地域生活問題

「あなた（と家族）が住んでいる地域で、日頃、何とかしなければならないと思って

いることは何ですか」との問に対する回答は図Ⅱ－２－１１に示したとおりです。比率

の高いものから順にあげれば、①ひとり暮らしの高齢者のこと（４３．１％）、②路上

駐車が多い（３４．９％）、③若い人と高齢者との世代間交流が乏しい（２４．６％）、

④自転車が走りにくい（２３．５％）、⑤物価が高い（２３．４％）、⑥夜道が暗い・街

灯がない（２２．８％）、⑦自治会や地域団体の役員のなり手が少ない（２２．６％）、

⑧子どもの遊び場やスポーツをする場所が少ない（２２．３％）、⑨住民相互のまとま

りや助け合いが乏しい（２１．９％）、⑩誰でも安心して往き来できる歩道が少ない  

（２１．２％）、⑪段差などがありバリアフリー
※

になっていない（２０．６％）、⑫高

齢者夫婦世帯のこと（２０．１％）となっています。 

図Ⅱ－２－１１ 地域生活問題 

30

0

10

20

30

40

50
（％）

43.1

ひ
と
り
暮
ら
し
の
高
齢
者
の
こ
と

 20.1

高
齢
者
夫
婦
世
帯
の
こ
と

18.6

寝
た
き
り
・
痴
呆
の
高
齢
者
が
い
る
世
帯

7.3

く
ら
し
に
困
っ
て
い
る
世
帯
の
こ
と

10.9

障
害
児
・
者
が
い
る
世
帯
の
こ
と

6.8

母
子
・
父
子
世
帯
の
こ
と

12.6

子
育
て
の
不
安
を
か
か
え
る
世
帯
の
こ
と

12.0

児
童
に
対
す
る
虐
待

5.1

高
齢
者
に
対
す
る
虐
待

4.6

女
性
に
対
す
る
暴
力

13.7

働
く
親
の
条
件
に
あ
う
保
育
所
が
少
い

8.6

働
く
親
の
条
件
に
あ
う
学
童
保
育
が
少
い

5.5

障
害
児
・
者
の
た
め
の
施
設
が
少
い

14.4

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
が
少
い

9.3

高
齢
者
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
の
施
設
が
少
い

6.0

高
齢
者
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
が
少
い

6.6

高
齢
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
が
少
い

8.0

高
齢
者
が
気
軽
に
集
え
る
施
設
が
少
い

5.8

気
軽
に
利
用
で
き
る
集
会
所
が
少
い

5.8

公
共
施
設
が
ど
こ
に
あ
る
か
わ
か
ら
な
い

16.8

い
つ
で
も
診
て
く
れ
る
医
療
機
関
が
少
い

14.8

往
診
す
る
医
療
機
関
が
身
近
に
な
い

19.5

救
急
・
休
日
夜
間
の
医
療
体
制
が
不
十
分

3.8

医
師
な
ど
の
医
療
従
事
者
が
少
い

4.0

医
療
・
福
祉
の
機
関
・
施
設
が
少
い

5.1

医
療
・
福
祉
の
相
談
窓
口
が
遠
く
て
不
便

3.8

医
療
・
福
祉
相
談
の
専
門
職
員
が
少
い

住
民
の
ま
と
ま
り
や
助
け
合
い
が
乏
し
い

若
者
と
高
齢
者
の
世
代
間
交
流
が
乏
し
い

子
ど
も
を
も
つ
親
の
交
流
の
場
が
少
い

（福祉の課題） （制度や施設、サービスに関わること）

0

10

20

30

40

50
（地域での交流に関すること）

（％）

 21.9
24.6

8.4

健
康
・
福
祉
に
関
す
る
学
習
会
が
少
い

地
域
団
体
の
役
員
の
な
り
手
が
少
い

福
祉
に
関
心
が
あ
る
人
が
少
い

物
価
が
高
い 

カ
ネ
の
か
か
る
遊
び
・
ス
ポ
ー
ツ
が
多
い

子
ど
も
の
非
行
・
い
じ
め

ゲ
ー
ム
な
ど
室
内
で
遊
ぶ
子
ど
も
が
多
い

異
年
齢
集
団
で
遊
ぶ
子
ど
も
が
少
い

子
ど
も
の
遊
び
や
ス
ポ
ー
ツ
の
場
が
少
い

保
育
所
や
幼
稚
園
・
小
学
校
が
遠
い

交
通
が
不
便

買
い
物
が
不
便

誰
で
も
安
心
し
て
通
れ
る
歩
道
が
少
い

バ
リ
ア
フ
リ
ー
に
な
っ
て
い
な
い

自
転
車
が
走
り
に
く
い

障
害
者
が
利
用
で
き
る
交
通
機
関
が
少
い

路
上
駐
車
が
多
い

騒
音
が
激
し
い

交
通
事
故
が
多
い
・
ク
ル
マ
が
多
く
危
険

安
全
な
ま
ち
づ
く
り
が
不
十
分

夜
道
が
暗
い
・
街
灯
が
な
い

公
害
・
大
気
の
汚
染

河
川
の
汚
染 

ご
み
の
処
理

公
園
・
緑
地
が
少
い

乱
開
発
の
防
止

地
元
の
商
工
業
の
振
興

地
元
に
働
き
口
や
仕
事
が
少
い

そ
の
他

と
く
に
な
い

6.0

22.6

12.6

23.4

8.4 9.1

15.1

12.2

22.3

4.4

8.2

15.7

21.2 20.6

23.5

10.2

34.9

18.8 17.9
19.9

22.8

12.0

5.8

15.7

19.0

6.6
5.3

6.8

13.9

7.8

0.2

無
回
答

（地域での生活にとって基本的なこと）



2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったことⅡ
中学生以下の子どもが「いる」世帯においては、「子どもの遊び場やスポーツをする

場所が少ない」が４４．４％、「ゲームなど室内で遊ぶ子どもが多い」が３０．６％、「誰

でも安心して往き来できる歩道が少ない」が２９．６％、「公園・緑地が少ない」が   

２６．９％、「異年齢集団で遊ぶ子どもが少ない」が２５．９％となっており、遊び環

境の改善を求める指摘の比率が高くなっています。また、「救急・休日・夜間の医療体

制が不十分」（３２．４％）、「いつでも診てくれる医療機関が少ない」（２５．９％）と

いった医療供給体制の不備の指摘も高率です。さらに、「子どもをもつ親同士の交流の

場が少ない」といった指摘も２１．３％と相対的に高くなっています。特に０～１歳の

子どものいる世帯では４６．２％と非常に高率です。また、０～１歳の子どものいる世

帯では、「子育ての不安をかかえる世帯のこと」が４６．２％と高率で、子育てに対す

る不安感がうかがわれ、「働く親の条件に合う保育所が少ない」も５３．８％となって

おり、働きながら子どもを産み育てられる環境づくりが求められています。 

また、６５歳以上の高齢者の有無では結果に著しい差はなく、高齢者福祉サービスに

関しても、どの世代からも関心を集めているといえます。 

（１４）地域類型別にみた特性

今回の調査で使った地域類型別の主な調査結果についてみると以下のとおりです。 

①「世帯数著しく増加地域」及び「世帯数増加地域」では、日常的なつながりの強化

が求められています。また、子育て支援も求められています。 

②「世帯数著しく増加地域」及び「世帯数増加地域」では、児童福祉施設
※

・医療機

関をはじめ、生活環境施設の整備が求められています。 

③「世帯数横ばい地域」及び「世帯数減少地域」では、ひとり暮らし高齢者や高齢者

夫婦世帯への対策が求められています。 

また、この調査結果において、ボランティア活動への参加者の比率が、コミュニティ 

センターが設置されているＪＲ以南地域と山田・千里丘地域の中の調査地域で高くなっ

ており、コミュニティ施設の整備がボランティア活動の活性化につながっていることが

うかがえ、文化学習活動やボランティア活動等の市民の多様な地域活動を促進する機能

を持ったコミュニティ施設の必要性を示しているといえます。 
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2.「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」によって明らかになったこと  Ⅱ

「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」自由回答欄から 

  調査員である学生たちが、一軒一軒、訪問し聴き取りをする

という方法で行った「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実

態調査」では、多くの生の声が寄せられました。 

  調査票の最後の質問、「国や市の行政に対する要望や意見、

この調査に対する意見などをお聞かせください」に寄せられた

市民の声の一部をご紹介します。 

（回答全文は、別冊の実態調査報告書に掲載しています） 

＊地域がさびれてきている。若い人が活躍して活性化してほしい。 

＊同年代くらいの子どもを持つ親との交流の場がない。 

＊どのような時どんな施設やサービスが利用できるか、どこに相談したらい

いかなどを載せている情報がほしい。忙しくて探すことができない。 

＊１つのテーマで住民同士が意見をたたかわせるディスカッションのような機会がほしい。 

＊吹田市の特色である福祉や医療を守って、暮らしやすいまちにしてほしい。 

＊夜９時を過ぎると人の気配がなくなる。帰りが遅くなると怖い。パトロール等の対策をしてほしい。 

＊戦争の心配がある。若い人には経験させたくない。 

＊新住民を積極的に巻き込んだまちづくりも必要ではないか。 

＊こういう調査が実際のサービスに結びついていくように願っています。意見を言える機会がもっと  

ほしいです。 

＊役所が住民の中に入ってきてほしい。 

＊この調査は、地域福祉計画をたてるのに使うだけでなく、日々の市政や仕事に役立ててほしい。 
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3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ
３．「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったこと

 平成１６年（２００４年）１１月から平成１７年（２００５年）２月まで、小学校区単位

の開催を基本として、市内３３か所（３３地区福祉委員会の全地域）で、社会福祉協議会及

び同協議会各地区福祉委員会との共催で地域検討会（地区の福祉を語るつどい）を開催しま

した。参加者人数は延べ１，４１９名でした。 

  地域検討会（地区の福祉を語るつどい）は、参加者によるワークショップ（グループ討論）

方式で行われ、以下の 3 つのテーマについて話し合いました。 

●くらし・福祉をめぐる課題 

●住民が取り組めること 

●市や社会福祉協議会にのぞむこと、取り組んでほしいこと

ここでは、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）で出された意見の中から主な課題につ

いて、公・民協働による解決に向けて、住民が取り組めること、市や社会福祉協議会が取り

組むことを整理していきます。

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）で多かった意見としては、以下のよう

なものがありました
（子ども・障害のある人・高齢者等の福祉をめぐって） 

・子育てに不安をもつ親への支援 

・子どもの見守り、子どもの安全 

・身近な地域で気軽に相談できるところ 

・障害者世帯の地域生活のサポート、精神障害者への支援 

・ひとり暮らし高齢者の増加、その見守り・支援のこと 

・高齢者夫婦世帯や昼間独居※世帯への支援が少ないこと 

・地域活動等に誘っても参加されない高齢者への対応、孤独死の問題 

・介護している家族への支援 

・特別養護老人ホーム※等の施設整備 

（地域コミュニティ、地域活動やその条件をめぐって） 
・住民、特に新しいマンションでの住民の交流が少ない、助け合いに乏しい 

・自治会・地区福祉委員会等の地域団体の役のなり手が少ない 

・地域活動における若い担い手の確保 

・自由に集える場所、活動や交流のできる場所の確保 

・（その場所として）地区公民館・地区市民ホール等の施設や設備の改善、バリアフリー化

・福祉（サービス）やボランティア等に関する分かりやすい情報 

・ボランティアの養成、ボランティアコーディネーターの養成・配置 

（地域の環境をめぐって）
・子どもが遊べる安全な公園 

・緑地が少ない 

・中高生の居場所づくり 

・路上駐車・放置自転車で通行が危険、改善してほしい 

・道路、駅周辺のバリアフリー化 など 
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3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆自治会との協力で精神障害に関する勉強会を開こ
う

☆障害のある人と小学校との交流をしよう
☆障害者施設にボランティアとして参加するなど、行

事を共催しよう

☆自治会の回覧板で子育ての情報をまわそう
☆世代間交流による育児の支え合いをしよう
☆子育てを応援できるネットワークづくりをしよう
☆子どもは社会の宝、みんなで注目、みんなで注意

☆「安全パトロール」隊をつくろう
☆子どもの登下校にあわせて外に出たり、ベランダか

ら注意して見守ろう
☆こども１１０番の旗を大きくするなど、充実しよう
☆見守りの際、帽子や腕章をつけよう

（１）子どもへの支援について

①子育て支援

☆のついた意見は「住民が取り組めること」、★のついた意見は「市や 

社会福祉協議会にのぞむこと、取り組んでほしいこと」です。(以下同様) 

②子どもの安全

（２）障害のある人への支援について

障害のある人への理解と支援

  障害のある人への支

援も徐々に広がってき

ていますが、地域にお

ける理解がもっと必要と

の声が多くありました。 

★講座を開催するなど、障害のある人を知ってもらう

ための啓発活動を積極的に行ってほしい

  また、障害のある人 

が地域におられても分

からない、どのように支

援すれば良いのかなど

の意見もありました。 

★特技のある人やボランティアのできる人の希望と、
ボランティアを頼みたい人の要望をコーディネー
ト※してほしい

★地域の子育て支援センターを中心に、もっと地域で
活動している仲間との連携強化を進めてほしい

  子育ての孤立化が社

会的な問題となる中、子

育てに関する課題や意

見も数多く出されまし

た。 
  「地域みんなで子育

てを」と、子育てサロン※

や子育て支援の方法に

ついて、いろいろなアイ

ディアが出ました。 

★小学校に日中の警備員を配置してほしい

★保育園や小学校にキッズセーバー※を配置してほしい

★地域で見守りをしているとわかるよう、ジャンパー

などをつくってほしい

  子どもの安全を守る

にはどうすれば良いか

について多くの意見が

出ました。 

  警備員の配置なども

必要ですが、日常生活

の中で子どもたちを見

守る方法についても多

くの提案がありました。 
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3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆自治会単位で福祉に関する勉強会を開こう

☆人に関わることが福祉だという気持ちで、向上心を

高めていこう

☆高齢者夫婦世帯にも昼食会をし、会場を２か所に

☆ボランティアの裾野を広げよう

☆高齢者夫婦世帯にも配食サービスをしよう

（３）高齢者への支援について

①ひとり暮らし高齢者への支援

②昼間独居・高齢者夫婦世帯への支援

（４）福祉意識の向上や福祉の相談窓口について

①福祉の関心を広げよう

★福祉に関する勉強会に人材派遣をしてほしい

★公民館などを利用して福祉のＰＲをしてほしい

★住民に社会福祉協議会のことを知ってもらう取り

組みをしてほしい

  福祉に関心がない人

が多いことから、福祉へ

の関心をいかに広げる

かについても話し合い

が進みました。 

  地域で開く勉強会に

行政から人材派遣をし

てほしいという依頼で

す。学習も公・民協働の

取り組みが必要です。 

☆住民のネットワークによる見守り・声かけをしよう
☆安否確認のため、新聞販売店等と連携しよう
☆情報のキーステーションづくり
☆「お元気ですか」コールや「こんなことやってます」

コールをしよう

★ひとり暮らし高齢者への市の関わりを強化する
★市や保健所がひとり暮らし高齢者を訪問する
★ひとり暮らし高齢者に何か起こった際の対応マニ

ュアルを早急につくってほしい
★地域ケア会議を強化してほしい

  ひとり暮らし高齢者へ

の支援は各地区から課

題として出され、また実

際に多くの取り組みがさ

れています。 

  「見守り・声かけ」の方

法にも地域での工夫が

数多くみられました。 

★ふれあい昼食会※、いきいきサロン※の補助金を拡

大してほしい

  ひとり暮らし高齢者だ

けではなく、昼間独居の

方や高齢者夫婦世帯へ

の支援も求められてい

ます。 

  地域で現在行われて

いる活動の対象を広げ

るためには、行政の財政

的な支援は不可欠とい

う意見が多くありました。 
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3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆ボランティアを増やし、一緒に活動することで仲間
になろう

☆ボランティア募集と情報を多く流そう
☆休日などに子どものボランティア参加を促そう
☆地域通貨を利用しよう

☆隣近所や商店の人とあいさつし、顔なじみになろう
☆近所に関心を持つようにしよう
☆地域の機関紙をつくろう
☆イベントを企画し、人の輪を広げよう
☆コミュニティの連帯をつくる活動をしよう

②相談窓口が欲しい

（５）地域活動・ボランティアについて

①ボランティアが少ない

②住民同士の交流がもっとほしい

  福祉についてどこに

相談すれば良いかわか

らない、などの理由か

ら、総合相談窓口をとい

う意見が多く出ました。 

  行政に相談窓口がで

きることも重要ですが、

より身近な地域で、住民

同士での相談をという声

もあがりました。 

★住民がボランティア参加しやすい場を提供して
★市報でわかりやすくボランティアの紹介をして

ほしい
★ボランティアコーディネーターを充実してほしい

（ボランティアセンター）

★地区ボランティアの養成講座を開催してほしい

  ボランティアが注目さ

れる中、ボランティア参

加者の少なさが指摘さ

れました。 

  ボランティア情報の充

実などのほか、シニア世

代や若者のボランティア

への積極的な参加を求

める声が多くありました。 

★地域のホームページ作成の支援をしてほしい

★地域食堂をつくってほしい

★コミュニティセンター等をつくって人のつながり

を図ってほしい

  地域コミュニティのつ

ながりが希薄になりつつ

あり、もっと住民同士で

交流したい、助け合いを

との声が多くありました。 

  まずは住民同士があ

いさつをし合うなど、日

頃からつながりをつくる

ことが大切ですが、行政

の支援も必要です。 
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☆「高齢者１１９番の家」をつくろう

☆医療・生活・介護などについて住民による相談窓口

をつくろう

★高齢者の相談室を設置してほしい

★総合的な相談窓口の設置と支援・指導制度を

確立してほしい

★相談窓口をＰＲしてほしい



3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆地域の活動団体や自治会、民生委員・児童委員、
地域の人、医療・福祉事業者との連携をとろう

☆施設職員と各地区委員との定期的な交流会を開
こう

☆地域の人たちの集まりの場を楽しくするため、ティ
ーコーナーをつくろう

☆小さな単位の地区で集まれる場所を確保しよう
☆公共施設の利用方法を心得て、積極的に活用しよう
☆コミュニケーションが図れる街かどステーションを

☆「ふくし新聞」をわかりやすくし、年２～３回発行

し、住民に読んでもらえるよう工夫しよう

☆各自治会の活動行事や展望など、地区でまとめて発

表できることを考えよう

③地域のネットワークづくりを進めたい

（６）交流の場について

気軽に集まれる場所がほしい

（７）福祉に関する情報について

福祉の情報が欲しい

★地域のＮＰＯなど福祉団体の紹介をしてほしい
★市や社会福祉協議会が地域に入り、連携した取り
 組みを
★行政側から担当者を決めて地域交流を進んでやっ

てほしい

  地域にはさまざまな

団体がありますが、その

団体同士での連携やネ

ットワークづくりが必要

になっています。 

  地域で活動する住民

団体だけではなく、行政

の関係機関とも連携をと

って、地域交流を進め

ていく必要があります。 

★高齢者・障害者・青少年などの区別なく、住民が気

軽に集まれる場所をつくってほしい

  住民が気軽に集まれ

る場所が身近にほしい

という声が多くあがりまし

た。 

  「場所」は行政に要望

しますが、その中身をつ

くるのは住民自身である

ということで、いろいろな

意見が出されました。 

★市の広報誌で、デイサービスセンターの情報や各種
相談窓口の詳細をわかりやすく紹介してほしい

★制度の説明会を開いてほしい
★福祉施設や福祉活動の情報を記した機関紙を発行

してほしい

  福祉サービスに関す

ることだけではなく、地

域の福祉活動について

の情報などの充実を求

める声が多く出ました。 

  行政からの発信と地

域からの発信が必要で

すが、その発信方法に

ついてもさまざまな工夫

が意見として出ました。 
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3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆１ｋｍ以内は自転車はやめて、歩く習慣をつけよう
☆もっと公共交通機関を利用するようにしよう
☆地域の諸団体が連携し、見回りをして違法ステッ 

カーを貼ろう
☆駐車場がない時は乗っていかないようにしよう

☆各自が地域の危険箇所を調査しよう

☆バリアフリーマップをつくろう

☆バリアの写真を撮って意識改革をしよう

☆街灯（防犯灯）の電球切れや暗いものを見かけたら
すぐ連絡できるように街灯（防犯灯）に連絡先を貼
っておこう

☆夜間、自宅の街灯や門灯をともすようにし、それを
各自治会の防犯委員が徹底しよう

（８）駐車・駐輪について

路上駐車・駐輪が多い

（９）道路・バリアフリーについて

①駅や道路をバリアフリーに

②道が暗くてこわい

★市や警察が不法駐車・駐輪をもっと取り締まって

★市営の駐車場や駐輪場をつくってほしい

★自転車の無料貸出をしてみては

どうしたら路上駐車・

駐輪がなくなるか、市民

啓発の点からも意見が

活発に出ました。 

江坂駅前や千里山駅

前の駐輪問題の意見が

多く出ました。バリアフリ

ーの点からも多くの意見

が出ました。 

★ バ リ ア に つ い て の 写 真 展 を 市 役 所 ロ ビ ー で

してみては

★駅や道路のバリアフリーを進めてほしい

駅や道路のバリアフリ

ー化は多くの地域で出

された意見でした。 

  どこがバリアフリーに

なっていないかは、その

地域に暮らす住民がい

ちばん知っている、とい

う意見が多くありました。 

★街灯（防犯灯）を水銀灯に交換してより明るく

★街灯（防犯灯）を増やしてほしい

  防犯灯が少なく、道

が暗いために夜間の外

出が危険であるとの意

見が多くありました。 

防犯灯を設置するだ

けではなく、家の門灯を

使ってまちを明るくする

というのはひとつのアイ

ディアです。 

38



3.「地域検討会（地区の福祉を語るつどい）」によって明らかになったことⅡ

☆要援護者の居住地マップと名簿をつくろう
☆近隣者で避難場所の確認をし、避難経路を歩いて確

かめるなど、日頃からシミュレーションを
☆自主防災活動の推進
☆「第一次対応」を住民全員が知っておこう

☆防犯の勉強会を開き、意識づけしよう

☆自治会単位でパトロールをしよう

☆小さなことでも交番に届けよう

☆火の用心や夜間の見回りを強化しよう

（１０）安全（防災・防犯）について

①災害時の対応を

②防犯対策

★防災マニュアルを作成して、周知してほしい

★防災資材置場のＰＲをしてほしい

★自主防災活動への支援をしてほしい

★高齢者にもわかりやすい災害マップの作成を

  災害時には、地域に

よる助け合いと行政によ

る救援活動の両方が必

要となります。 

  災害発生時に一人で

避難できない高齢者な

ど支援を要する人への

対応には関心が高く、

多くの意見が出ました。 

★警察によるパトロールをしてほしい

★情報をもっと早く流してほしい

  悪質な訪問販売や空

き巣、不審者の目撃な

どがあり、地域の防犯へ

の関心が高まっていま

す。 

地域における取り組

みで、犯罪を未然に防

ぐことも大切です。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ

４．くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 

（１）地域住民のくらしの実態と要望

「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」（以下「実態調査」）と地域検討

会（地区の福祉を語るつどい）等から、地域住民のくらしの実態と要望について以下の

ことが見えてきました。 

①日常的な協力・共同とヨコのつながりが必要 

 地域検討会（地区の福祉を語るつどい）において「くらし・福祉をめぐる課題」とし

て指摘の多かった意見は、「ひとり暮らし高齢者のこと」「高齢者夫婦世帯への支援が

少ない」「住民同士のあいさつ・交流が少ない」「マンションでのコミュニケーション

が悪い」「自治会の加入率が低い」というものでした。 

 実態調査でも、「ほとんどつきあっていない」「あいさつ程度」といった世帯が約半

数となっており、近所づきあいの希薄さが明らかとなっています。特にひとり暮らし高

齢者が孤立しがちであり、「日常の話し相手がいない」「相談相手がいない」といった

比率が高くなっています。また、要介護者のいる世帯において介護者が外出も困難で強

いストレスを感じていたり、乳児のいる世帯で「子どもをもつ親同士での交流の場が少

ない」といった指摘が半数に達しているといった実態もあります。 

 ひとり暮らし高齢者や高齢者夫婦世帯など、高齢者世帯の孤立化、介護者のストレス、

乳児のいる世帯の孤立化などの状況があり、住民同士の協力・共同（助け合い）の関係

づくりが地域の課題として浮かび上がってきています。 

一方、住民同士の交流や協力・共同としての取り組みの実態について見ると、地域検

討会（地区の福祉を語るつどい）では、「地域福祉活動への参加が少ない」といった意

見や、「ボランティアの高齢化」の指摘が目立ちました。実態調査によると、参加して

いる地域活動の中で「ボランティア活動」への参加率は、「自治会の行事」に次いで２

番目に高く、１４．４％でした。かなりの比率となっているものの十分とはいえません。

ボランティア活動をしている方からの声としては、「若い人の参加が少ない」といった

指摘が多くなっています。 

 住民同士の交流や協力・共同が求められているにもかかわらず、その担い手、特に若

い担い手が少ないことが課題になっていることがわかりました。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ

区公民館の入り口の段差解消」「地区公民館を新しく広くしてほしい」「地区市民ホー

ルの建て替え・バリアフリー化」「気軽に集まって交流できる場がほしい」といった意

見が多く出されました。実態調査においても、地区公民館の駐車場不足、地区市民ホー

ルの階段の大変さを指摘する意見が目につきました。 

 活動資金に関して、実態調査においては、ボランティア活動における交通費・活動費

の確保が困難であるという指摘が目にとまりました。 

 活動の情報に関して、実態調査において、ボランティア活動についての情報が少ない

という指摘がありました。 

 以上のように、「ヒト」「モノ」「お金」「情報」に関する条件整備が、地域福祉活

動の推進・発展には欠かせないということが明らかとなりました。 

 

③くらし及び健康の保持・増進には、総合的・体系的な生活保障が必要 

  

＜労働問題対策＞ 

実態調査によると、生計中心者の８割が「健康状態が良くない」という結果でした。

特に、雇用労働者層ではストレスがらみで健康状態が良くない状態が目につきます。子

どもを持つ親の長時間労働を問題とする回答も多くなっていました。これらの点から、

労働時間の短縮をはじめ労働条件の改善が求められているといえます。 

 

＜保健・医療体制＞ 

地域生活問題として、中学生以下の子どものいる世帯において「救急・休日・夜間の

医療体制が不十分」「いつでも診てくれる医療機関が少ない」といった回答が２～３割

と高率になっています。地域検討会（地区の福祉を語るつどい）でも「夜間・救急の小

児診療」を求める声が多く、医療体制の充実が求められています。 

 

＜住宅＞ 

実態調査によると、住宅の老朽化について多くの指摘があり、住宅改修を求める回答

も多くありました。くらしの器である住宅の改善が求められています。 

 

41

②地域福祉活動推進の条件整備が必要 

今日求められている住民同士の交流や協力・共同である地域福祉活動を推進・発展さ

せていくには、さまざまな条件整備が必要であるということが明らかとなりました。 

 人員配置に関して、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）では「ボランティアコー

ディネーターが必要である」という声が多く出されていました。 

 交流の場・活動拠点の整備に関して、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）では「地



4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ

＜社会福祉施設・サービス＞ 

実態調査によると、就学前の子どものいる世帯で医療費が高い、教育費が高い、老後

については年金などの収入が不足といった回答が目につきました。高齢者の回答として、

「交通費・タクシー代の負担が大きい」「要介護者の外出・通院が大変」という指摘も

高くなっていました。    

介護の必要な方がいる世帯であるにもかかわらず、サービスを利用していない世帯が

４割程度おられましたが、サービスを利用しない理由として、「行政の世話になりたく

ない」との回答が２割ありました。また、「利用方法がわからない」「利用料が負担に

なるから」がそれぞれ１割ありました。 

 くらしや医療・福祉に関する相談相手として、「行政の福祉保健相談窓口」は数パー

セントといった実態でした。 

 地域検討会（地区の福祉を語るつどい）では、「高齢者介護・福祉施設が少ない」と

いう声が特に強くありました。 

 以上のように、くらし及び健康の保持・増進には、労働問題対策、保健・医療、住宅

対策、生活環境施設をはじめ、社会福祉施設・サービスなど、総合的・体系的な生活保

障が求められているといえます。 
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＜生活環境施設＞ 

実態調査によると「路上駐車が多い」「自転車が走りにくい」「夜道が暗い・街灯が

ない」「子どもの遊び場やスポーツをする場所が少ない」「安心して往き来できる歩道

が少ない」「段差などがありバリアフリーになっていない」が２～３割と高い割合とな

っています。 

生活環境施設に関しては、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）でも、「子どもが

安全に遊べる公園・緑地が少ない」「子どもの室内あそび（ゲーム）が多い」「子ども

の見守りが必要」「安心して通れる歩道が少ない」「路上駐車・駐輪が多い」「交通量

が多くて危険」「坂道が多く、外出に不便」「街灯が少ない・夜道が暗い」「駅周辺の

歩道が狭い」「バリアフリー化が必要」といった意見が多く出されました。安全な歩道

や公園の整備等、生活環境施設の改善を求める意見がとても多くありました。 



4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ
 (２)地域福祉活動の今後の方向性（住民への期待）

住民のいのちとくらしを支えていく取り組みとして、住民自身による助け合い活動が

あります。社会福祉協議会地区福祉委員会(以下、単に「地区福祉委員会」)の活動、民

生委員・児童委員の活動、ボランティア・ＮＰＯの活動等（これらを総称して「地域福

祉活動」とします。）です。行政施策のみで住民のいのちとくらしを全面的に支えるこ

とはできません。したがって、これら地域福祉活動の推進・発展により、地域住民のく

らしを支えていくことが、今日、特に重要となっています。 

 吹田市社会福祉協議会が策定した「地域福祉活動計画」でも述べられていますが、前

述した実態調査や地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見等を踏まえながら、地

域福祉活動の今後の方向としてどのようなことが大切であるかといった点について、以

下、整理します。 

地域福祉活動の現状と課題・地区福祉委員会の取り組みから

小地域ネットワーク活動
※

は、おおむね小学校区単位で組織された市内３３地区の

地区福祉委員会が中心となって行っています。 

地区福祉委員会では、以前からひとり暮らし高齢者を対象とした「ふれあい昼食会」

に取り組んでおり、平成１０年（１９９８年）に大阪府の補助事業として小地域ネッ

トワーク活動が始まると、「ふれあい・いきいきサロン」がまたたく間に各地区に広

がりました。「無理をしない、長続きできる、お金をかけない、手づくりで」などの

目標で取り組まれ、より住民に身近な場所での活動を心がけるなどの工夫が重ねられ、

今では全地区において開催されています。「ふれあい・いきいきサロン」では、参加

者にとっては仲間づくりや福祉情報を得る機会にもなり、また福祉委員との連携から

個別援助につながることも多く、地域ぐるみで高齢者を見守るきっかけとなっていま

す。

そのほかにも、高齢者への「配食サービス」、若い世代を対象とした「子育てサロ

ン」や、「障害者（児）交流事業」「世代間交流事業」など、新しい活動も取り組まれ、

各地区に広がってきています。 

また、「見守り・声かけ活動」を中心とした個別援助活動は、地域全体で取り組む

課題として、民生委員・児童委員や自治会とも協力しながら各地区でさまざまな形で

取り組みがなされてきています。
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ
①どのような活動が求められているか 

ア．地域課題についての学習会の開催 

地域でどのようなことがくらしの課題として発生しているのかといったことについ

て、専門家の協力を得ながら学習していくことが大切です。世帯数の変化をはじめ、子

どもの比率や高齢者の比率の年次推移等の基礎データを収集し、問題を探ってみるとい

った基礎作業が必要です。一定地域の市民が一堂に会し、日頃の思いを出し合い、地域

の問題点や課題を探るといったことも学習活動の一つといえます。講師を招いた学習会

の開催はもとより、このような学習活動を積極的に実施し、市民が取り組んでいかなけ

ればならない課題の発見と整理をしていく必要があります。 

イ．子育て家庭支援や子どもの安心・安全を守る活動の推進

地域社会の近隣関係が希薄になっており、孤立化した子育ての状況が見られます。子

育てに関する悩みや不安を抱える親が増えてきており、子育て中の親同士が集まって交

流したり、悩みを話す場をつくることが必要です。また子育てを終えた住民が、子育て

に不安を抱える親の相談にのるなどの機会をつくることも大切です。児童虐待防止のた

め、地域で早期に発見できるよう見守りの体制をつくることや、子どもの安全のため、

登下校時などに子どもの見守り活動を行っていくことも求められています。地域みんな

で子育てをするという環境づくりが必要です。 

ウ．障害のある人やその家族への理解、障害のある人を視野に入れた活動の推進

障害があっても地域で安心して暮らしていくには、身近な住民の理解と協力が不可欠

です。地域福祉活動においても、障害のある人が参加しやすい配慮が必要です。送迎の

こと、参加しやすいプログラム、手話通訳等、障害のある人を視野に入れた活動の進め

方が求められています。また、障害のある人は集まる機会が比較的少なくなりがちであ

り、当事者（障害のある人）を中心にした活動を行っていくことも大切です。障害のあ

る人やその家族と交流できる機会をつくり、思いや悩みを共有し、協力できることは実

行に移していくことが必要です。 

エ．認知症高齢者やその家族への理解と協力

高齢化の進行に伴い、認知症高齢者が増えてきています。認知症高齢者やその家族の

思いや悩みを聞く機会を設け、お互いに支え合い協力していける地域づくりが必要です。

オ．ひとり暮らし高齢者の見守りと孤独死ゼロへの取り組み 

ひとり暮らし高齢者が増えており、見守り・声かけ訪問などの安否確認、閉じこもり

にならないための昼食会やサロンなどへのお誘いなどをさらに強めることが必要です。

　また、孤独死の問題を自治会や関係機関とも連携して地域ぐるみの課題としてとら

え、その早期対応の仕組みづくりを進めることが必要です。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ
カ．昼間独居・高齢者夫婦世帯向けの活動の推進

地域福祉活動の対象者としてひとり暮らし高齢者については想定しやすく、昼食会や

配食サービス、見守り・声かけ訪問などの取り組みがありますが、昼間独居の方（昼間

は家族が仕事等で外出し、実質的にひとり暮らしになっている方）や高齢者夫婦世帯も

孤立しがちになっています。昼間独居の方や高齢者夫婦世帯も地域福祉活動の対象に加

えた活動を推進していく必要があります。 

キ．当事者組織※づくり、当事者組織との連携・協働

認知症高齢者がいる家族、障害のある人の家族など、当事者やその家族にとってそれ

ぞれが抱える固有の課題があります。当事者の仲間づくり・組織づくりを進め、またす

でに当事者組織がある場合にはその中で、お互いの悩みを共有しながら課題の解決法を

探っていくことが大切です。そして、当事者組織とボランティアグループ、当事者組織

と地区福祉委員会などとが交流を深め、地域において連携・協働を図っていくことが大

切です。 

ク．今日的課題を意識した活動の推進

時代とともに、新たな課題が出てきます。今日的課題を意識した活動の推進が問われ

ます。具体的には、発達障害
※
（学習障害・注意欠陥多動性障害・広汎性発達障害等）、

難病
※

、ホームレス
※

、不登校・ひきこもり等を視野に入れ、専門機関の協力を得て学

習会を開いたり、当事者や当事者組織との交流の場を設けていくことが大切です。 

ケ．日常的な活動の展開

身近な地域福祉活動を日常的に展開していくことも大切な視点です。高齢者宅のゴミ

出し、エアコン等機器の操作、買い物、病院への送迎、よろず相談窓口の開設等、気軽

にできる活動をみんなで考え実践していくことが必要です。 
ボランティア
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ
②活動の担い手をいかに増やすか 

ア．地域福祉活動の担い手の養成

地域福祉活動の担い手が不足していたり、高齢化していて後継者がいないなどの実態

があります。社会福祉協議会の運営するボランティアセンターなどの支援を得ながら、

新たな担い手の養成講座の開催を行っていく必要があります。特に、現在の担い手は女

性中心となっていますが、男女共同参画社会においては男性の担い手を増やしていく必

要があります。今後、団塊の世代の退職者が急増していくといったことも踏まえ、男性

の担い手の養成に重点を置くことが大切です。また、当事者も担い手として活動に参加

するという視点も大切です。 

イ．青少年も参加しやすい活動の展開

次世代を担う小・中学生、高校生、大学生に対して、活動への参加を呼びかけ、協力

関係をつくっていくことが大切です。また学生に企画・運営をまかせるなど、主体的に

活動参加できる環境を整えていくことも大切です。いずれにしても小・中学生、高校生、

大学生など青少年が地域に目を向け、地域の中で役割を発揮できるようにしていくこと

が必要といえます。 

ウ．商店街等との連携・協力

地域住民との結びつきの強い商店街をはじめ、業者との連携・協力を図りながら活動

展開していくことも大切です。安否確認を兼ねての食材の個別配達、商店街の一角に交

流スペースを設ける等、商店街等が有する機能を地域福祉活動に活かす道を探っていく

ことが必要です。 

エ．「地域通貨」を使った活動展開

ボランティア活動や助け合い活動等を行う際、受ける側も行う側も無償ではなく「お

礼」が仲立ちする方が好ましいことがあります。地域通貨というのは、ボランティア活

動等の「お礼」として、サービスを受けた人から活動を行った人に渡され、協力店で商

品やサービスの代価として利用できるといったものです。吹田市内にも地域通貨を創設

して、ボランティア活動を地域に広げていく取り組みが始まっています。この地域通貨

を使った活動を展開していくことも大切な視点です。 

オ．自治会活動の活性化

地域の美化活動や防犯の見回り、夏祭り・運動会・文化祭・もちつき大会など、市民

にとって最も身近なコミュニティである自治会の活動や行事の活性化を図り、地域住民

が交流することがとても大切です。さらに、地域の高齢者や子どもの見守り、災害への

対応などにおいても自治会が大切な役割を果たしており、自治会活動は、地域福祉活動

を展開していく上での土台になる取り組みといえます。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ
③さらなる活動の充実に向けて 

ア．公民館活動・健康づくり活動との連携

地区公民館で行われる生涯学習
※

活動や地区公民館を使って行われる機能訓練等の

健康づくり活動は、地域福祉活動と重なる部分がたくさんあります。それぞれの活動を

バラバラに展開するのではなく、地域レベルで互いに情報を交換しながら連携していく

ことが大切です。 

イ．保健・医療・就労・住宅・教育・福祉等の専門機関との連携

くらしの問題を解決していくには、住民の力だけでは十分な解決ができないことがあ

ります。保健・医療・就労・住宅・教育・福祉等の専門機関や、地域の施設や事業所と

の連携をとりながら解決策を探っていくことが欠かせません。そのために地域レベルで

連携のとれる体制をつくっていくことが必要です。すでに組織されている地域ケア会

議、地域教育協議会　、児童虐待防止ネットワーク会議（要保護児童対策地域協議会）、
※

地域子育て支援関係機関連絡会等と積極的に連携していくことも大切です。 

ウ．地域福祉活動団体間の交流・連携

地区福祉委員会、民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ等の地域福祉活動を担

っている関係者が集い、活動交流を図り、連携・協力のあり方や、地域の課題を探って

いくことが大切です。既存のネットワーク（連絡組織）の活用も含め、必要な場合は新

たな交流・連携のできる場を地域ごとに設けていくといった取り組みが求められていま

す。 

エ．広報活動の充実

地域福祉活動の交流と情報提供を目的とした広報紙誌の充実、各種パンフレットやリ

ーフレットなどの作成、人の集まる所への掲示板の設置、インターネットのホームペー

ジの活用等、さまざまな媒体によって市民に地域福祉活動を周知していくことが大切で

す。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ

 協力団体会員
  商店、商店街
 行政
 諸団体

ＮＰＯ
地域通貨
いっぽ会

一般会員

ボランティア
会員

「いっぽ」

「いっぽ」

「いっぽ」

「いっぽ」

「いっぽ」

ボランティアボランティア

商品・サービス

「いっぽ」

ボランティア

会員
登録

換金

会員登録

地域通貨「いっぽ」 
  助けてもらったときに、「ありがとう」

と一緒に何か渡せたら…「地域通貨」は、

お互いに助け支え合う行為を独自の「通

貨」に置き換え、それをサービスやモノ

と交換することができるシステムです。 

  ＮＰＯ法人友－友では、「地域の助け合

いを大切に！」との発想から、地域通貨  

「いっぽ」をつくりました。 

ボランティアや住民同士の助け合いのお礼としてサービス

を提供した人に渡された「いっぽ」は、協力店や商店街など

で買物やサービスの代価として使うことができます。 

  地域通貨「いっぽ」をやりとりすることで、住民間に共同

意識が芽生え、コミュニティづくりにつながります。また、

地域通貨が地域の商店街等を循環することで、地域経済の活

性化にもつながります。 

  商店街やまちが活性化することで、子どもの見守りにもつ

ながり、だれもが暮らしやすいまちづくりの「一歩」になる

かもしれません。 発行元：ＮＰＯ法人友－友（ゆうゆう）
事務局：地域通貨 いっぽ会
ＴＥＬ：０６－６８７７－１６６４
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ
 (３)地域福祉推進上の課題（行政の役割） 

実態調査、地域検討会（地区の福祉を語るつどい）及び各種団体ヒアリング等から見

えてきた地域福祉推進上の課題について、ここで整理することにします。また、地域福

祉を推進していくために吹田市として今まで取り組んできている現状についても整理

してみます。 

①地域福祉活動推進の条件整備 

前述した住民の主体的な地域福祉活動は、行政が行う条件整備によって推進・発展し

ていきます。地域福祉活動推進の条件整備の現状と課題をここで整理します。 

ア．地域福祉活動を支援する人員配置 

地域福祉活動推進の条件整備として重要な点は、社会福祉協議会の基盤をいかに強化

するかということです。住民をはじめ民間団体の行う地域福祉活動を推進していく上で、

その中心的な役割は、民間団体（社会福祉法人）であり、かつ、公共性の高い社会福祉

協議会が担うのがふさわしいといえます。社会福祉法において、社会福祉協議会は「地

域福祉の推進を図ることを目的とする団体」（第１０９条）であると明確に規定されて

おり、この意味からも、地域福祉活動を推進していくには、社会福祉協議会が重要な役

割を発揮していくことが求められているといえます。 

 しかし、現状では、吹田市社会福祉協議会の事務局職員数（地域担当）の配置状況は、

近隣の他市と比較しても少なく、十分ではありません。この点からも社会福祉協議会の

基盤整備に重点を当てることが問われているといえます。特に、地域福祉活動を支援す

る福祉活動専門員（コミュニティソーシャルワーカー　）の配置数を増やして地区担当

制を充実し、地域に足を運びやすい条件をつくり、地域の活動への支援機能をより強化

していくことが必要です。

イ．活動拠点の整備 

地域福祉活動の推進・発展には、誰もが気軽に集まれる集会施設を身近な地域に整備

していくことが欠かせません。集会施設がない自治会への設置に向けた支援が求められ

ています。小学校区単位での活動を活性化していくには、小学校区ごとに設置している

地区公民館や地区市民ホール等の有効活用が欠かせません。施設のバリアフリー化や設

備の改善等を図り、また老朽化等で必要がある場合には改修を行うなど施設の改善を図

り、市民活動の相談や交流の拠点として整備・推進していくことが必要です。 
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4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題 Ⅱ
②総合的・体系的な生活保障 
 

地域住民が抱えているくらしの問題は、社会福祉制度のみの対応では解決し得ません。

生活問題の根底にある労働問題対策を基本に、保健・医療、教育・スポーツ、住宅、生活

環境施設といった公共一般施策の整備を前提にしながら、それらの制度の不備を補完し

ていく社会福祉施設・サービスの整備と拡充が欠かせません。具体的にどのような施策

が必要とされているかについて、以下、述べていきます。 

 

ア．労働問題対策の充実 

くらしの安定には、くらしの基盤である雇用・就労が安定的に確保されなければなり

ません。雇用・就労の支援、特に障害のある人、母子家庭の母親などの就労支援等の推

進が必要です。また、くらしの安定には、労働者保護の推進、つまり、労働時間の短縮、

育児休業、看護休暇、介護休業の普及と取得推進が必要です。さらに地域福祉活動の活

性化のためにも、それら労働者保護の推進とあわせて、ボランティア休暇の普及や取得

推進の啓発も必要といえます。 

 

イ．公共一般施策の充実 

 

＜保健・医療＞ 

健康づくり事業の推進、疾病予防・介護予防事業の推進、救急・休日・夜間の医療体

制の整備等、保健・医療の施策の推進が必要です。 

 

＜教育・スポーツ＞ 

小・中学校の児童・生徒に対する福祉教育の推進、生涯学習の一環として実施されて

いる小学校区単位の地区公民館事業と地域福祉活動との協力・連携、心身の健康の保

持・増進や生涯スポーツの促進のための体育・スポーツ施設の有効利用を図ることが必

要です。 

 

＜住宅＞ 

高齢者・障害のある人向け住宅の確保、高齢者・障害のある人向け住宅改造助成等に

よって、誰もが安心して暮らせる住まいづくりが必要です。 

 

＜生活環境施設＞ 

バリアフリー化、ユニバーサルデザイン
※

の推進によって、誰もが安全でバリアのな

い交通環境・まちづくりをしていく必要があります。また、防災・防犯面での安全対策

の充実を図っていく必要があります。 
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ウ．社会福祉施設・サービスの充実 

児童福祉・障害者福祉・高齢者福祉等の各分野の入所施設・通所施設・居宅サービス
※

等について、施設の適正配置と地域に密着したサービスの充実が必要です。また、サー

ビス利用に係る経済的負担の軽減などサービス利用の抑制防止のための低所得者対策

の充実、サービス利用に結びついていない要支援者への相談・支援体制の充実、福祉制

度利用者の権利擁護事業の充実等が必要です。 

エ．保健・医療、社会福祉の相談・支援体制 

公的な保健・福祉の相談・支援機能を持つ地域保健福祉センターは、現在、市域の６

ブロックのうちＪＲ以南地域と山田・千里丘地域の２か所に整備されています。地域福

祉推進の拠点として、地域保健福祉センターを、既存施設の活用も図りながら、全ブロ

ックに整備していくことが求められています。その場合、改正介護保険法に基づく地域

包括支援センターの機能も備えていく必要があります。 

あわせて、おおむね中学校区単位で整備されている在宅介護支援センターを身近な相

談窓口として定着させていくことが必要です。そして、地域保健福祉センター（地域包

括支援センター）との連携を図りながら在宅介護支援センターで受けた相談を、必要な

専門機関・サービス提供事業者等へとつないでいくことが求められています。 

また、障害のある人のための地域生活支援センターが障害の種別ごとに設置されてい

ますが、障害のある人の身近な相談・支援センターとして充実し定着させていくことが

必要です。 

地域子育て支援センターである保育所についても、身近な地域の子育て支援のセンタ

ーとして、地域や関係機関との連携を強め、さらにその機能の充実を図っていくことが

必要です。 

③重層的な課題としてとらえる 

地域福祉を推進していく上での課題は、最も「身近な地域」の近隣（自治会）のエリ

ア（圏域）、そして小学校区、中学校区、市の総合計画地域別計画の区分による６ブロ

ック、全市といった、くらしのエリア（圏域）の各レベルで考えていく必要があります。

つまり、地域福祉を推進していく上での課題は、課題の性格によって重層的にとらえて

いくことが大切であるといえます。そして、それぞれのエリア（圏域）ごとのくらしの

課題に対応した取り組みや仕組みづくりを進めていくことが必要であるといえます。 

4.くらしの実態と地域福祉推進の現状と課題Ⅱ





Ⅲ

吹田市地域福祉計画の基本方向
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1.目標と目標達成の基本的枠組み Ⅲ

Ⅲ．吹田市地域福祉計画の基本方向 

１．目標と目標達成の基本的枠組み 

（１）本計画の目標 

「いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり」 

高齢者も子どもも、障害のある人も、認知症高齢者の人も、地域に住む誰もが 

生き生きと輝き、安心して暮らしていけるまちづくりをめざすということから、 

このような目標を設定します。 

具体的な目標としては、次の目標を掲げます。

①健康の保持・増進

②社会的孤立の解消

③安心・安全な地域生活

いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり

１

２

３

健康の保持・増進

社会的孤立の解消

安心・安全な地域生活  

目 標

具 体 的 な 目 標
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1.目標と目標達成の基本的枠組みⅢ
（２）目標達成の基本的枠組み 

図Ⅲ－１ 目標達成の基本的枠組み 

目標達成の基本的枠組みは、図Ⅲ－１に示したとおりです。「いのちとくらしを守り、

一人ひとりが輝くまちづくり」といった目標を三角形の頂点に位置づけ、この頂点をよ

り高くしていくことをめざします。そのためには、三角形の底辺（土台）の「（ア）くら

しの基盤（仕事の安定・確保、存在感等）」、左辺の「（イ）日常的な協力・共同とヨコ

のつながり（地域福祉活動の推進）」、右辺の「（ウ）生活の社会化（総合的・体系的な

生活保障、地域福祉活動推進の条件整備）」、それぞれの充実・発展が必要となります。

（ア）のくらしの基盤とは、くらしを維持していく上で基本となるものです。くらしを営む

単位は世帯単位ですが、その世帯のくらしは、生計中心者及びその家族の仕事（労働）

が安定・確保され人間的な労働条件になっているか否かによって左右されます。つまり、

くらしの基盤の充実というのは、生計中心者及びその家族の仕事（労働）が安定・確保

され人間らしい労働条件になっているということです。また、くらしの基盤というのは、

社会的な役割を担い存在感が見出されている状態にあるということでもあります。

（イ）の日常的な協力・共同とヨコのつながり とは、くらしを支える条件のことであり、家

族・となり近所・地域社会等において、対話・交流からはじまって互いに励まし助け合

う関係のことを意味します。これは、地域住民の自治の基礎でもあります。地域社会の

中における日常的な協力・共同の取り組みの中心は、地域住民による助け合い活動であ

る地域福祉活動といえます。

（ウ）生活の社会化

  （総合的・体系的な生活保障、

目標：いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり

地域福祉活動推進の条件整備）

（ア）くらしの基盤（仕事の安定・確保、存在感等）

        （イ）日常的な協力・共同
              とヨコのつながり

         （地域福祉活動の推進）
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1.目標と目標達成の基本的枠組み Ⅲ
（ウ）の生活の社会化とは、市民のくらしをより豊かにしていくために国・自治体によっ

て整備された社会的共同生活手段・サービスのことです。今日のくらしは、先人の知恵

と工夫によって共同利用できる施設・サービスを公的に整備してきたことによって豊か

になってきているといえます。具体的には、保健・医療、教育・スポーツ、住宅、生活

環境施設、社会福祉制度等です。また地域住民による地域福祉活動の推進・発展が可能

となるような、ヒト・モノ・お金・情報に関する条件整備です。

以上、三つの要素（条件）がそれぞれ充実・発展していくことによって、目標は達成

されていきます。 

また、目標を達成していくには、公・民の役割分担と協働が求められています。「公」

とは、吹田市、大阪府、国の行政をさします。「民」とは、住民、事業者（社会福祉法

人・医療法人、ＮＰＯ法人、企業等）をさします。これら公・民の役割分担と協働が、

地域福祉の推進には欠かせません。目標達成の基本的枠組みを公・民の役割分担と協働

の視点から説明すると、（ア）の「くらしの基盤」の充実には、「公」「民」それぞれの

役割と協働が求められます。（イ）の「日常的な協力・共同とヨコのつながり」（地域福

祉活動の推進）は、主として「民」が果たしていく役割といえます。（ウ）の「生活の

社会化」（総合的・体系的な生活保障のための施策の整備・拡充や地域福祉活動推進の条

件整備）は、主として「公」の役割といえます。 
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2.地域福祉推進の基本方策Ⅲ

民

＊雇用・就労 ＊保健・医療

連携 ＊労働条件 ＊教育・スポーツ

＊住宅

＊生活環境施設

（補完） （補完）

公

公 ・ 民  協  働

社会福祉制度

条件整備

総合的・体系的な生活保障

２．地域福祉推進の基本方策 

（１）地域福祉推進の基本方策 

前述したような目標達成の基本的な枠組みを押さえながら地域福祉推進の基本方策

を整理すると図Ⅲ－２のようになります。 

図Ⅲ－２ 地域福祉推進の基本方策 

①地域福祉活動の推進（民の役割） 

地域福祉は生活問題の地域性に着目しており、地域住民のくらしに密着した取り組み

といえます。日々のくらしに密着した取り組みがどのようになっているかによって、く

らしの中身が左右されます。地域住民のくらしに密着して、くらしを支えていく活動と

して、社会福祉協議会地区福祉委員会（以下、単に「地区福祉委員会」）の活動、民生

委員・児童委員活動、ボランティア・ＮＰＯ活動等（これらを総称して「地域福祉活動」

とします。）の住民自身による助け合い活動があります。行政施策のみで住民のいのち

とくらしを全面的に支えることはできず、地域福祉活動の推進・発展により、地域住民

のくらしを支えていくことが、今日、特に重要となっています。地域福祉活動推進上の

課題については、吹田市社会福祉協議会が策定した「地域福祉活動計画」でも明らかに

されていますし、Ⅱ-４-（2）においても述べたとおりです。 

労働問題対策 公共一般施策

地
域
福
祉
活
動



58

2.地域福祉推進の基本方策 Ⅲ
②地域福祉活動推進の条件整備（公の役割） 

今日、住民の自主的・主体的な地域福祉活動の推進と発展が求められていますが、地

域福祉活動をより推進・発展させていくには、行政によるヒト・モノ・お金・情報とい

った条件整備が欠かせません。住民が所有する力のみでは、地域福祉活動の内容や水準

を豊かにすることは困難です。地域福祉活動を展開していく際、アドバイスをしてもら

える専門職員の存在（ヒト）や、交流の場・活動拠点の整備（モノ）、さらには財政支

援（お金）及び情報提供の充実が重要です。地域福祉活動を推進・発展させていくため

の条件整備や仕組みづくりを行政によって進めていくことが必要です。 

③総合的・体系的な生活保障（公の役割） 

地域福祉の発展には、住民の自主的・主体的な地域福祉活動の推進が必要で、行政に

よるその条件整備が必要となりますが、さらに社会福祉制度をはじめ関連施策をどのよ

うに整備していくかが問われます。 

地域住民が抱えているくらしの問題を軽減・解決していくためには、地域住民のくら

しに密着した地域福祉活動も大切ですが、地域住民のみの取り組みには限界があります。

図Ⅲ－２に示したような総合的・体系的な生活保障のための条件を整備し、推進してい

くことが必要です。くらしの問題を軽減・解決していくには、まず労働問題対策の充実

が基本となり、関連的に公共一般施策の整備・推進が前提となるといえます。これらは

国をはじめ大阪府及び吹田市の行政の責務として推進していかなければならないこと

です。そして、労働問題対策と公共一般施策の不十分なところを、国及び大阪府、吹田

市の責務としての社会福祉制度が補完することになるといえます。 

なお、本計画は、本市の総合計画をはじめ、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画、

障害者計画、次世代育成支援行動計画、青少年育成計画、健康すいた２１、そして、男

女共同参画計画、生涯学習推進計画、交通バリアフリー基本構想などの個別行政計画、

さらには民間団体（社会福祉法人）である吹田市社会福祉協議会が策定した地域福祉活

動計画と密接な関係があり、各計画において提起していることを本計画の中にも地域福

祉の視点で再整理していくことが必要です。そのような意味合いから、本計画には各個

別計画で提起されていることを再度表現しています。各個別計画が、それぞれの分野の

具体的な施策・事業となって各担当部署において推進されることによって、地域福祉は

推進・発展するという関係になります。 
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2.地域福祉推進の基本方策Ⅲ
④公・民協働 

地域福祉の推進・発展は、①で述べた地域福祉活動の展開と、②で述べたそのための

条件整備、③で述べた総合的・体系的な生活保障のための条件整備（制度や施策）によ

って可能となります。地域福祉活動は主として民の役割であり、その条件整備と総合

的・体系的な生活保障は主として公の役割です。そしてこれら二つが協働すること、つ

まり公・民協働によって地域福祉は推進・発展していきます。 

（２）エリア（圏域）設定の必要性－５層構造－  

地域福祉を推進していく上での課題は、くらしに密着したものであり全市レベルのみ

からのとらえ方では不十分です。吹田市ではこれまでも市内を６地域（万博・阪大地域

を含めて７地域）に区分し、地域の特性や課題を踏まえながら、ブロック単位でのまち

づくり、公共施設等の整備や生活保障の仕組みづくりを推進してきました。第３次総合

計画ではこれをさらに発展させ、部門別計画に加え新たに設定した６ブロック単位での

地域別計画を策定しました。この地域に視点を当てた考え方をさらに進め、図Ⅲ－３に

示したように、住民のくらしの視点から近隣（自治会）レベル、小学校区レベル、中学

校区レベル、６ブロックレベル、全市レベルと、各レベルのエリア（圏域）ごとに課題

をとらえ、それぞれのエリア（圏域）ごとに地域福祉の推進方策を考えるといった、重

層的な計画立案が問われているといえます。 

全市

６ブロック

中学校区

小学校区

近　隣
（自治会）

図Ⅲ－３　地域福祉推進のエリア(圏域）
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3.地域福祉計画の体系図 Ⅲ
３．地域福祉計画の体系図 

①社会福祉協議会の基盤強化とコミュニティソーシャルワーカーの計画的配置
１） コミュニティソーシャルワーカーの計画的配置

②ボランティアセンター（社会福祉協議会運営）の機能充実
２） ボランティアコーディネーターの配置
３） 立ち寄りやすいボランティアセンターづくり

③交流の場・活動拠点の整備
４） 広域コミュニティ施設の整備
５） 地区公民館・地区市民ホール等の整備
６） 身近な地域での自治会集会施設の整備への支援
７） 既存施設の福祉的活用の促進

④地域福祉活動を進めるための財政支援
８） 地域福祉活動の財政支援策の充実

９） 男性や団塊の世代が参加できる地域福祉活動のメニューの充実への支援
１０） ボランティア休暇の充実に向けた啓発
１１） 青少年の地域活動やボランティア活動への参加の促進
１２） 当事者の地域福祉活動への参加の支援
１３） 大学との連携による地域福祉活動の促進
１４） 商店街のコミュニティ形成機能を活かした取り組みへの支援
１５） 地域福祉活動のための情報発信
１６） 人権意識・福祉意識の向上

１７） 社会福祉協議会の基盤強化と活動への支援
１８） 民生委員・児童委員活動への支援
１９） 自治会を中心とした地域活動への支援
２０） ボランティア・ＮＰＯ等の地域活動への支援
２１） 当事者組織の活動への支援
２２） 専門機関との連携・ネットワーク強化への支援
２３） 地域福祉活動団体間の交流への支援

①情報提供の充実
２４） 福祉サービスの利用に関する情報提供の充実

②身近な総合相談・支援体制の充実
２５） 保健・福祉の相談・支援体制の充実

③福祉サービスの利用支援と権利擁護
２６） 福祉サービスの利用に結びついていない要支援者への相談・支援体制の充実
２７） 福祉サービス利用者の権利擁護の推進
２８） 福祉サービスの質の確保

④総合的なケアマネジメント体制の整備に向けて
２９） 総合的なケアマネジメント体制の整備に向けて

（１）地域福祉活動推進の条件整備

（２）地域福祉活動への参加の促進

（３）地域で活動する諸団体の活動への支援

（４）サービスを利用しやすい仕組みづくりと総合的支援のネットワーク

いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり

①健康の保持・増進
②社会的孤立の解消
③安心・安全な地域生活

具体的施策の展開

p.63

p.74

p.78

p.82
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3.地域福祉計画の体系図Ⅲ

①健康といのちを守る保健活動・医療体制の充実
３０） 健康づくり事業と身近な地域での保健・介護予防事業の推進
３１） 地域医療体制の整備

②子ども・子育てを支援する基盤の充実
３２） 地域における子育て支援の充実
３３） 子育てを支援し合えるまちづくりの推進
３４） 配慮を必要とする子どもや家庭への支援
３５） 働くこと・育てることの両立への支援

③障害のある人と共に生きる社会の実現
３６） 障害のある人と共に生きる社会に向けた啓発・交流活動の推進

３７） 障害のある人を支える福祉サービス等の充実

④高齢者が生き生きと地域で暮らしていくためのサービスの充実
３８） 高齢者の地域での生活を支援するサービス・施設の整備
３９） 高齢者の社会参加・生きがい事業の推進

⑤新しい課題を抱える人たちへの地域と連携した支援
４０） 新しい課題を抱える人たちへの支援
４１） セーフティネットの構築

⑥安心してサービスを利用できるための経済的支援施策の充実
４２） サービス利用のための低所得者対策の充実

①働く場所と働きやすい環境づくり
４３） くらしの基盤である雇用・就労の支援
４４） 休日・休暇の拡充の促進

②安心・安全な住まいの整備
４５） 高齢者・障害のある人向け住宅の確保
４６） 高齢者・障害のある人向け住宅改造助成

③安全でバリアのない交通環境・まちづくり
４７） 誰もが安全でバリアのない交通環境・まちづくり
４８） 移動手段の充実

④福祉教育の推進、生涯学習・生涯スポーツの振興
４９） 児童・生徒に対する福祉教育の推進
５０） 地区公民館事業と地域福祉活動との協力・連携
５１） 生涯スポーツの振興

⑤地域に密着した商業振興
５２） 地域に密着した商業振興

⑥みんなの居場所づくり
５３） 「まちの縁側」づくりへの支援
５４） 子どもの遊び場所・居場所の充実

⑦安心・安全なまちづくり
５５） 安全対策（防災・防犯）の充実

５６） 住民参加による地域福祉計画の進行管理

５７） 地域福祉を推進する部署の充実
５８） 市の関係部署間の連携・協力
５９） 行政職員の意識向上と地域との連携

６０） 関係機関・団体等との連携

（２）行政の推進体制等                                                    

（３）関係機関・団体等との連携                                                

（５）保健・医療、社会福祉制度の充実                                             

（６）関連施策の充実                                                     

（１）計画の進行管理                                                     

地域福祉計画の推進に向けて

  p.94

p.112

p.126

p.127

 p.128



4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ
「施策の整備エリア及び担い手」の表の見方について

国・府 市 社協 事業者 市民

担い手 ○ ◎ ○ ○ ○

国・府 市 社協 事業者 市民

担い手 ○ ◎ ○ ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

「担い手」は、その施策・取り組みを実

際に進めていく主体を示しています。

「整備エリア」は、重層的にとらえた課題を
主にどのエリア（圏域）で整備するかを示し
たものです。 

国・府 市 社協 事業者 市民

担い手 ○ ◎ ○

担い手が複数になる場合には、主な

担い手を◎で示しています。（ただ

し、複数の担い手が並列の場合を除

きます） 

国・府 市 社協 事業者 市民

○ ◎ ○ ○ ○
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「国・府」「市」はそれぞれの行

政をあらわします。また、「社

協」は社会福祉協議会をあら

わします。 「事業者」は、福祉サービスの提

供をはじめ、社会福祉を目的とす

る事業を行う社会福祉法人、医

療法人、NPO 法人、民間企業、さ

らには学校・大学などをあらわし

ます。 

「市民」は市内で生活する住

民、市内に通勤、通学する人

及びグループをあらわします。 

　それぞれの施策には、市、ブロック、中学校区、小学校区、近隣（自治会）の5層エリア

（圏域）のどのエリア（圏域）で整備するかを示した表と、主に施策を推進する担い手を示

した表を明記しています。表の見方については以下のとおりです。また、129ページに

は、全ての施策の整備エリア及び担い手の一覧表を掲載しています。



   

4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ

４．具体的施策の展開 

（１）地域福祉活動推進の条件整備 

地域福祉の発展には、住民の自主的・主体的な地域福祉活動の推進が必要です。そして、

この地域福祉活動をより一層推進していくには、行政による条件整備（ヒト・モノ・お金・

情報）が重要となります。 

①社会福祉協議会の基盤強化とコミュニティソーシャルワーカーの計画的配置

○社会福祉法において、社会福祉協議会は地域福祉推進の中核的役割を持った団体として明

確に規定されており、住民の視点・民間の立場から地域福祉を推進する、市のパートナー

として位置づけられています。地域福祉活動推進の条件整備においては、社会福祉協議会

の基盤強化を図ることが不可欠です。 

○社会福祉協議会は、市内３３地区に組織された地区福祉委員会を中心に小地域ネットワー

ク活動を進めるなど、地域の福祉活動推進のかなめとなって活動を展開しています。また、

ボランティアセンターの運営、活動や役割の広報、賛助会費など活動財源確保の取り組み、

寄附現金や物品を市内の福祉施設や団体等に橋渡しをする「善意銀行」の取り組みなど、

多岐にわたる活動を進めています。 

○これらの活動の推進に重要な役割を果たしているのが、地域担当職員である福祉活動専門

員（コミュニティソーシャルワーカー）ですが、その配置数は十分とはいえない状況で、

地域からは、地域担当職員を増やし、もっと地区の活動に関わってほしい、との声があが

っています。 社会福祉協議会の体制を整備し、地域福祉活動のコーディネート機能に加え、

支援を必要としている人々に対する身近な地域での相談・支援、さらに関係機関、関係団

体、地域住民の活動等のネットワーク化を進めるなど、コミュニティソーシャルワーク機

能を強化していくことが必要です。 

○吹田市社会福祉協議会では、地域福祉活動をさらに前進させるため平成１６年度

（２００４年度）に住民の視点に立った地域福祉活動計画を策定し、その具体化に取り組

んでいるところですが、計画推進のための条件整備として、地域担当職員の計画的配置へ

の支援や人的支援など組織強化への市の支援・協力を求めています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●社会福祉協議会の地区担当職員（正規職員）を増やしてほしい 

●社会福祉協議会の地区担当職員を増員するための補助金を市が出してほしい 
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ
 

 

1)コミュニティソーシャルワーカーの計画的配置 

社会福祉協議会のコミュニティソーシャルワーク機能の強化を図るため、大阪府と連携し

て、コミュニティソーシャルワーカーを社会福祉協議会に計画的に配置していきます。そし

て、地域福祉活動のコーディネートを進めながら、支援を必要としている高齢者、障害のあ

る人、ひとり親家庭などの実態把握や専門的相談を実施し、必要な公的サービスや地域福祉

活動及び専門機関へのつなぎを行うとともに、関係機関、関係団体、地域住民等のネットワ

ーク化を進めます。また、コミュニティソーシャルワーカーが、地域担当制をとって、地域

住民からの相談にのりやすく、公的な保健・福祉サービスや地域福祉活動、地域包括支援セ

ンターや専門機関等との連携をとりやすくなるよう、支援します。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○  

図Ⅲ－４ 総合支援体制のネットワーク －コミュニティソーシャルワーカーの役割

各種専門機関

サービス提供・施設事業者

地域

吹  田  市保健福祉・児童に関する

行政施策、支援

吹田市地域福祉計画

計
画
的
配
置

計画的推進の支援
策定・見直しに関する情報提供

支援を要する人

相
談

専門的相談・支援の実施
課題の発見・実態把握

地域活動の育成支援
コーディネート

地域のネットワーク化

相談

見守り等の支援

相談

課題の発見
サービス提供・支援

つなぎ
連携

課題の共有・つなぎ
相互連携

つなぎ
連携

地域で必要な新たなサービスの提案
サービス・制度の利用に関する改善

保健所

地域包括支援

センター
地域保健福祉

センター

子ども

家庭センター

保健センター

医療機関

薬局

その他の

社会福祉施設
居宅介護支援事業者

（ケアマネジャー）

居宅サービス

事業者

児童養護

施設等

保育所
地域子育て

支援センター

在宅介護

支援センター

地域生活

支援センター
障害者施設

高齢者施設

地域の住民

（となり近所）

地区福祉委員会

地区福祉委員

地域福祉

活動団体

当事者組織

ＮＰＯ

ボランティア

民生委員・児童委員

（地区委員会）

共有・連携のネットワーク

吹田市社会福祉協議会

コミュニティ
ソーシャルワーカー
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ

地域支えあいネットワーク整備推進モデル事業が始まります！

  コミュニティソーシャルワーカーは、地域で困っている人

と必要な支援を結びつけたり、地域福祉活動を活性化させる、

いわば「地域のつなぎ役」をする人です。主には、地区福祉

委員会活動の支援、地域福祉活動計画や地域福祉計画の支援

と推進、支援を要する人に対する相談などを行います。 

  地域福祉推進の新たな担い手として６ブロックごと

の配置を目指しますが、まず平成１８年度（２００６年

度）４月からは、社会福祉協議会の４人のコミュニティ

ソーシャルワーカーが以下の施設に配置されます。 

気軽にご相談ください！ 

☆総合福祉会館（担当：千里ニュータウン・万博・阪大地域、

                  片山・岸部地域、豊津・江坂・南吹田地域）

☆内本町地域保健福祉センター（担当：ＪＲ以南地域）

☆亥の子谷地域保健福祉センター（担当：山田・千里丘地域） 

☆市役所高齢福祉課（担当：千里山・佐井寺地域）

社会福祉協議会への連絡先  ０６－６３３９－１２０５ 

吹田市ボランティアセンター 

  吹田市ボランティアセンターは、総合福祉会館の２階にありま

す。ボランティア活動への参加の相談や、ボランティア養成講座

の開催、またボランティア室の提供等を行っています。 

  ボランティアセンターでは、学校からの出前講座の依頼も受け

付けています。点訳の会「円（まどか）」が市内の小学校に出向

き、点字体験の出前講座を行っています。子どもたちは、点字一

覧表を見ながら自分の名前を点字で書きます。それをボランティ

アが触読（指で触れて読む）します。自分の名前を指で触って読んでもらえたことに、子ど

もたちは大感激！「こんなボランティアもあるんだ」と体

験・実感しながら知ってもらうことに、出前講座の意義が

あります。 

  ボランティアセンターがあるからこそ、ボランティアが

楽しく気持ち良く活動できています。 

ボランティアセンターへのお問い合わせ 

   ０６－６３３９－１２１０（月～金 午後１時～４時）

コ ラ ム 3

コ ラ ム 4
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ＪＲ以南

片山・岸部

豊津・江坂・南吹田

千里山・佐井寺

千里ニュータウン・万博・阪大

山田・千里丘

亥の子谷地域亥の子谷地域
保健福祉センター保健福祉センター

市役所高齢福祉課市役所高齢福祉課

内本町地域保健福祉内本町地域保健福祉
　　　　　センター　　　　　センター

亥の子谷地域
保健福祉センター

市役所高齢福祉課

内本町地域保健福祉
　　　　　センター

総合福祉会館



4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ
②ボランティアセンター（社会福祉協議会運営）の機能充実

○社会福祉協議会が開設・運営しているボランティアセンターでは、ボランティア活動への

参加の相談やボランティアの派遣希望の相談に応じています（ボランティアを始めたい人

やグループの登録、ボランティアを頼みたい人・施設・団体等への紹介）。ボランティア相

談には、登録グループで組織されたボランティア連絡会のスタッフが無償であたっていま

す。また、ボランティアセンターでは、ボランティア養成講座の開催、ボランティア情報

の提供、広報誌の発行などを行っており、福祉分野を中心にボランティア活動の推進に大

きな役割を果たしています。   

○現在、ボランティアセンターには、６０グループを超える団体登録、５０名を超える個人

登録があり、活動の情報交換や交流を深めています。また、ボランティア連絡会には３０

を超えるグループが加入しています。ボランティアグループと小学校や福祉施設・団体等

との連携は広がってきていますが、さらに、ボランティア活動が地域で認知され、地区福

祉委員会等と連携して取り組める状態にしていくことが必要です。 

○ボランティアを育成し、裾野を広げるため、ボランティアの養成講座の充実や、地域での

出前講座の開催、児童・生徒への福祉教育を進めることなどが求められています。また、

大規模災害に備えた災害ボランティアの受け入れ態勢の整備も重要課題となっています。 

○現在、ボランティアセンターの運営業務を担当する社会福祉協議会の職員が、他の業務と

兼務となっており、これらの課題に対応できる十分な体制になっていない実態があります。

ボランティアセンターの体制整備と機能の充実が求められています。 

○ボランティアセンターは総合福祉会館の２階の一室を事務所としており、市民が立ち寄る

にはわかりにくいといった問題があります。立ち寄りやすい所での設置の可能性について

検討が必要です。 

実態調査から・・・

●「ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること」として、「ボランティア活動

についての情報が少ない」が11.4％ありました。

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・

●ボランティアをしたい人の窓口がほしい

●社会福祉協議会のボランティアセンターを活発に

●社会福祉協議会は地域とボランティアのコーディネートをしてほしい 

●福祉活動希望者と被対象者の要望を把握し、コーディネートをしてほしい 

●地区ボランティアの養成講座を開催してほしい
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ

2)ボランティアコーディネーターの配置

ボランティア活動の発展には、ボランティア活動をしたい人にその希望にあった活動を紹

介したり、活動しやすくなるための情報提供や助言等を行ったりするボランティアコーディ

ネーターの存在が大きな役割を発揮します。ボランティアセンターに、専任のボランティア

コーディネーター（社会福祉協議会所属）を配置し、事業の拡充と機能の強化を図ります。

具体的には、ボランティア活動の登録や派遣の相談体制の充実、ボランティア活動の広報に

よる紹介など情報提供の充実を図るとともに、関係機関・団体や学校、ボランティア連絡会

等と連携して、ボランティアを育成し、裾野を広げるための養成講座（入門講座）や技能講

座（スキルアップ講座）の充実、社会人向けの夜間・土日講座や地域での出前講座の開催、

児童・生徒への福祉教育の推進等を図ります。さらに、大規模災害に備えた災害ボランティ

アの受け入れ態勢の計画的整備を図れるよう、支援していきます。

3)立ち寄りやすいボランティアセンターづくり 

　ボランティア活動への参加の相談やコーディネート、ボランティアの育成やボランティア

活動に関する情報提供など、ボランティア活動の促進のための支援を行うボランティアセ

ンターが、ボランティアの交流と活動の拠点となるためには、交通アクセスの利便性が高く、

当事者、青少年、高齢者、市民誰もが気軽に立ち寄れ、交流や情報の受発信を進めやすいこ

とが求められます。社会福祉協議会と連携して、市民が立ち寄りやすいところへの事務室等

を備えたボランティアセンターの設置の可能性について検討するなど、立ち寄りやすいボラ

ンティアセンターづくりへの支援に努めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎手い担
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ
③交流の場・活動拠点の整備

○地区福祉委員会などが地域で活動する場としては、身近にある地区公民館や地区市民ホー

ル、コミュニティセンターをはじめ、地区集会所（幼稚園廃園跡の地域交流施設）や小学

校の余裕教室を活用した地域交流室　などが利用されています。 

○近隣コミュニティ施設としては、地区公民館が小学校区単位を基本として２９地区に整備

され、地区市民ホールが千里ニュータウン地域の各住区ごとに８か所あります。 

○また、全市・ブロックエリア（圏域）単位の広域コミュニティ施設としては、おおむね

　200人規模の集会等を開催できるよう多目的ホールを備えた、市民会館、コミュニティセ

　ンター（ＪＲ以南地域に内本町コミュニティセンター、山田・千里丘地域に亥の子谷コ

ミュニティセンターの２館）、市民センター（４館）などが整備され、そのほかにも市民

活動に利用されているさまざまなコミュニティ関連施設があります。 

○地区公民館や地区市民ホール、地区集会所、地域交流室などの施設が地域福祉活動の拠点

として利用されている中で、利用の多様化に伴う設備の改善やバリアフリー化、また老朽

化に伴う改修の必要性などの問題が出てきています。 

○新たな施設の建設が困難となっている中で、既存の公共施設や民間施設、空き店舗などを

福祉の観点から見直し、地域住民が気軽に集い交流できる場として、また、さまざまな地

域福祉活動を展開していく場として有効に活用していくことが求められています。 

実態調査から・・・

●「日頃地域で集まったり話し合ったりする主な場所について不便を感じたこと」として、

比率はそれほど高くありませんが、「駐車場がない・狭い・遠い」が11.6%、「集会室が

少ない・狭い」が7.4％でした。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●地区の福祉活動の拠点となる施設がほしい 

●コミュニティセンターを設置してほしい 

●地区公民館・地区市民ホールの入口のスロープ化やバリアフリー化、駐車場の設置 
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   現 状 と 課 題

亥の子谷地域
保健福祉センター

市役所高齢福祉課

内本町地域保健福祉
　　　　　センター

※



4.（1）地域福祉活動推進の条件整備Ⅲ
図Ⅲ－５ コミュニティ施設一覧（平成１８年（２００６年）１月末現在） 

下線が入っているものは、同一施設（あるいは敷地）内に２つ以上の施設がある場合です。
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★１ 吹一地区公民館
★２ 吹二地区公民館
★３ 吹三地区公民館
★４ 吹田東地区公民館
★５ 吹六地区公民館
★６ 南吹田地区公民館
★７ 豊一地区公民館
★８ 豊二地区公民館
★９ 江坂大池地区公民館

◆１ 千里市民センター

★１０ 山手地区公民館

◆２ 岸部市民センター

★１１ 片山地区公民館

◆３ 豊一市民センター

★１２ 佐井寺地区公民館

◆４ 千里丘市民センター

★１３ 東佐井寺地区公民館

◆５ 山田ふれあい文化センター

★１４ 千一地区公民館

◆６ 市民会館

★１５ 千二地区公民館

◆７ 男女共同参画センターデュオ

★１６ 千三地区公民館

◆８ 内本町コミュニティセンター

★１７ 千里新田地区公民館

◆９ 亥の子谷コミュニティセンター

★１８ 岸一地区公民館

◆１０ 総合福祉会館

★１９ 岸二地区公民館

広域コミュニティ施設

地区公民館・地区市民ホール

★２０ 南千里地区公民館
★２１ 北千里地区公民館
★２２ 山一地区公民館
★２３ 山二地区公民館
★２４ 山三地区公民館
★２５ 山五地区公民館
★２６ 西山田地区公民館
★２７ 北山田地区公民館
★２８ 南山田地区公民館
★２９ 東山田地区公民館
★３０ 津雲台市民ホール
★３１ 高野台市民ホール
★３２ 佐竹台市民ホール
★３３ 桃山台市民ホール
★３４ 青山台市民ホール
★３５ 藤白台市民ホール
★３６ 古江台市民ホール
★３７ 竹見台市民ホール



4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ

4)広域コミュニティ施設の整備 

文化・学習活動やボランティア活動など市民の多様な地域活動の場として利用され、市民

の交流と連帯の拠点としての機能を持つ内本町コミュニティセンター及び亥の子谷コミュニ

ティセンターをはじめとした広域コミュニティ施設を、地域福祉活動の拠点としても、さら

に有効に活用していきます。また、整備が予定されている(仮称)山田駅前公共公益施設の中

の市民公益活動拠点施設は、市民、ボランティア・ＮＰＯなどの市民公益活動　を支援する

機能を持つ施設であり、地域福祉活動推進の拠点としての側面も有しています。整備を推進

し、市民公益活動団体と連携しながら、有効な活用のあり方を検討していきます。 

広域コミュニティ施設の今後の整備については、既存施設の配置状況を勘案し、エリア

（圏域）内の既存施設の機能の充実も考慮しつつ適正配置を検討していきます。

これらの施設が、地域福祉活動の相談・交流及び情報発信の拠点としてさらに有効に活用

され、地域福祉活動が一層進んでいくような施設のあり方を検討していきます。 

5)地区公民館・地区市民ホール等の整備

身近なコミュニティ施設として、市民の文化・学習活動や交流の場となり、それぞれの地

区の地域福祉活動の拠点としても活用されている地区公民館・地区市民ホール等について、

老朽化している施設の改修や設備の改善等を地域の実情を考慮しながら行うとともに、施設

のバリアフリー化を進めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○
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 施 策 の 方 向

※



4.（1）地域福祉活動推進の条件整備Ⅲ
6)身近な地域での自治会集会施設の整備への支援 

市民にとって最も身近な地域である町内会・自治会単位で、市民が気軽に集える場の確保

ができるよう、自治会が行う集会施設の整備に対して支援していきます。 

7)既存施設の福祉的活用の促進 

既存施設を地域住民の交流や地域福祉活動の場として活用するなど、既存施設の福祉的有

効活用の促進について、関係者の理解と協力を求めていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
◎○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○○手い担
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備 Ⅲ
④地域福祉活動を進めるための財政支援 

○地域福祉活動や市民公益活動の実施団体・グループ、市民等が、自らその活動（事業）資

金の確保に努めることは不可欠となりますが、非営利の活動（事業）であるため、新しい

活動（事業）の立ち上げ時の資金の調達や、運営を持続させていくための資金の安定的確

保には、大変な困難を伴います。こうしたことから、「自立性」を促しながら活動を促進す

るための財政的な支援が必要となってきます。 

○現在、市で制度化されている地域福祉活動や市民公益活動への主な財政支援策には、次の

ようなものがあります。 

ふれあい交流サロンモデル事業補助金 

平成１７年度（2005 年度）に創設。

高齢者から乳幼児までの市民が、気軽

にふれあい交流できる場（ふれあい

交流サロン）を設け、閉じこもりがち

な高齢者の参加を促し、三世代の交

流・ふれあい事業を実施する団体の事

業に対して補助します。

市民公益活動促進補助金 

平成１７年度（２００５年度）に創設。

市民公益活動団体を積極的に支援し育てる

ことを目的に、市民公益活動を行う団体の

事業への補助です。平成17年度（2005

年 度 ） に お い て は 、 補 助 対 象 事 業 は

（１）スタート支援、（２）協働支援、

（３）自主事業支援の３つです。 

そのほか、「民生委員・児童委員活動補助金」や「保護司 活動補助金」などの福祉団体活動

補助金、また連合自治会等の活動への「自治会活動補助金」、自治会が行う集会所整備事業に

対する「自治会集会所整備事業等補助金」、コミュニティ協議会 への「コミュニティ協議会事

業助成金」などコミュニティ活動への補助金、さらに「障害者福祉団体活動補助金」「高齢ク

ラブ連合会及び単位高齢クラブ活動助成補助金」など当事者組織活動への補助金があります。 

社会福祉活動補助金  

社会福祉協議会が行う地域福祉活動への

支援事業（小地域ネットワーク活動等）

に対する補助です。 

子育て広場助成事業   

平成１７年度（２００５年度）に創設。 

乳幼児とその親が気軽に集い、交流を図るこ

とのできる場（子育て広場）を設け、子育て

に関する相談その他の子育て支援事業を行

う団体の事業に対する助成です。 
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●
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4.（1）地域福祉活動推進の条件整備Ⅲ

実態調査から・・・

●「ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること」として、「交通費や活動費

の確保が困難」が１３．９％あり、ボランティア活動への財政的支援が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●福祉活動の資金を増やしてほしい 

●ボランティアの活動補助金を増やしてほしい 

●地域での交流目的で結成された団体に助成を 

●地区福祉委員会で行っている配食サービスへの助成金を増額してほしい 

8)地域福祉活動の財政支援策の充実

財政支援策を活用していくことによって地域福祉活動を推進していきます。また、今後に

おいても、市民の自主的・主体的な活動が進展していくよう、市民が主体となった提案型の

地域福祉活動への財政的な支援の充実に努めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○○◎○
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4.（2）地域福祉活動への参加の促進  Ⅲ
（２）地域福祉活動への参加の促進 

○地域福祉活動は、地区福祉委員会活動、民生委員・児童委員活動、ボランティア・ＮＰＯ

活動など、さまざまな団体、個人やグループによって進められています。地域の課題や地

域住民の生活上の課題の解決に取り組む地域福祉活動への市民の主体的な参加を促進して

いくことが求められています。 

○地域福祉活動の担い手不足や担い手の高齢化の問題が生じています。また、活動の担い手

が女性中心となっており、男女共同参画の視点から男性の参加が求められています。ボラ

ンティア活動に参加するにはどうしたらいいかわからない人も存在します。団塊の世代が

退職の時期を迎える今後、活動参加へのきっかけづくりの取り組みや参加機会の充実が必

要です。 

○サービスの受け手となる当事者やその家族も参加してみんなで支え合うという視点が大切

です。当事者の地域福祉活動への参加の促進も求められています。 

○地域福祉活動をさらに発展させていくには、地域の取り組みと連携しながら青少年など若

い世代の参加の促進を図っていくことが大切です。また、複数の大学が立地している条件

を活かした大学との連携、商店街のコミュニティ形成機能を活かした商店街との連携を図

っていくことも大切です。情報発信の充実も求められています。 

○すべての地域住民が福祉活動に関心を持ち、自らの手で進め、共に生きる地域社会をつく

り上げていくためには、人権意識や福祉意識を啓発していくことが大切な課題となります。

実態調査から・・・

●「ボランティア活動に参加してよかったと思うこと」として、「仲間や友人・知り合いが増え

た」「地域での交流や連帯の大切さがわかった」などが上位を占めており、ボランティア活

動が地域での交流に大きな役割を果たしていることがうかがえます。 

●一方で、「ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること」として、「若い

人の参加が少ない」「実際に活動している人が少ない」といった指摘が多くありました。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●施設職員の地域福祉活動への参加を呼びかけてほしい 

●公務員の定年退職者はボランティアに参加してほしい  

●学生、高齢者のボランティア体験をもう少し多くしてほしい 

●地域福祉活動のボランティア養成講座をしてほしい 
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4.（2）地域福祉活動への参加の促進Ⅲ

9)男性や団塊の世代が参加できる地域福祉活動のメニューの充実への支援

これからの地域福祉活動においては、特に男性の参加を増やしていくことが必要と

なります。働いている人が参加できるようにしていくことも必要です。また、団塊の

世代が退職する平成１９年（２００７年）以降には、多くの人々が地域の活動に参加

していく可能性が増大します。働いている人や団塊の世代などが、その知識・経験を

活かして積極的に地域福祉活動の担い手となれるよう、社会福祉協議会と連携して地

区福祉委員会等の活動メニューを充実するなど、活動参加へのきっかけづくりの取り組み

や参加機会の充実を図ります。 

また、ボランティア活動への参加の仕方や進め方について学びたいと思っている人々のニ

ーズに対しては、本市や社会福祉協議会ボランティアセンター等が実施する養成講座や技術

講座への参加を促し、活動の担い手づくりとスキルアップを図ります。

10)ボランティア休暇の充実に向けた啓発 

就労している社会人がボランティア活動など地域福祉活動に参加しやすくなるよう

に、関係機関・団体と連携して、ボランティア休暇の普及や取得の推進について、啓

発していきます。

11)青少年の地域活動やボランティア活動への参加の促進 

 青少年の地域活動やボランティア活動への関心を広めながら、青少年が地域で活動

できる場の整備に努め、地域活動やボランティア活動への参加を促進します。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○○○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ○ ○
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4.（2）地域福祉活動への参加の促進  Ⅲ
12)当事者の地域福祉活動への参加の支援

 ひとり暮らし高齢者が高齢者の見守り・声かけ訪問活動に参加したり、認知症高齢

者が子どもの保育に携わったり、障害のある人が地域でサロンを開くなど、当事者が

活動の担い手となることもできます。当事者や当事者組織が地域の活動に担い手とし

て参加する機会を増やし、地域で新たな活動展開ができるよう、社会福祉協議会及び

地区福祉委員会、施設・事業所と連携して、支援を進めていきます。 

13)大学との連携による地域福祉活動の促進 

本市は、複数の大学が立地している環境にあります。市内にある大学との連携・協

力のもと、大学の専門的研究機能や情報発信機能、学生の潜在能力やエネルギーを地

域福祉活動に活かすことができるよう、大学との連携を促進していきます。 

14)商店街のコミュニティ形成機能を活かした取り組みへの支援  

 商品の提供だけではなく､文化､健康､福祉などに関連するサービスや情報を提供し

たり、商店街の一角に交流スペースや市民生活を支える施設等を設置するなど、商店

街のコミュニティ形成機能を活かした取り組みや、商業者と地域住民との連携による

商店街を核としたコミュニティ活性化のまちづくりを支援します。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ○ ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○○
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4.（2）地域福祉活動への参加の促進Ⅲ
15)地域福祉活動のための情報発信 

地域福祉活動の推進には、活動の内容を広く市民に知らせ、活動への参加を促す情

報発信が欠かせません。地域福祉活動団体やグループが市民へ配布する情報誌・パン

フレット等を市の施設等へ設置することについて協力・支援するとともに、新たな設

置場所の確保に努めます。また、新たな媒体を活用しての情報発信等の可能性を検討

していきます。 

16)人権意識・福祉意識の向上 

 地域においてすべての人々が豊かに暮らしていくためには、お互いの人権を尊重し

合うことが大切です。学校教育や生涯学習の取り組みを通じて人権意識・福祉意識の

向上を図るとともに、地域福祉活動における人と人との「つながり」づくりを通じて、

お互いのことを理解し合い、すべての人々を社会の構成員として包み支え合うといっ

たソーシャル・インクルージョンの理念を推進し、真にノーマライゼーションに基づ

いた共に生きる地域社会がつくられるよう、市民の人権意識・福祉意識の向上を図り

ます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ○ ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○○手い担

77



4.（3）地域で活動する諸団体の活動への支援 Ⅲ
（３）地域で活動する諸団体の活動への支援 

○地域福祉活動には、まず、おおむね小学校区単位の３３の地区福祉委員会による小地域ネ

ットワーク活動があり、高齢者への「いきいきサロン」「ふれあい昼食会」「配食サービス」、

子育て中の親子への「子育てサロン」、そのほか「世代間交流事業」「障害者（児）交流事

業」などの活動が展開されています。また、「見守り・声かけ訪問」などの個別援助活動

は、地域全体で取り組む課題として、地区福祉委員会、民生委員・児童委員や自治会が協

力しながら各地区さまざまな形で取り組まれています。 

○地域の身近な相談者として、民生委員・児童委員の活動があります。自治会は、最も身近

なくらしのエリア（圏域）で、地域コミュニティ形成のための土台となる活動を進めてい

ます。高齢クラブ
※

は、高齢者の親睦、レクリエーションでの仲間づくり、学習会や社会

奉仕活動や友愛訪問活動などを展開しています。 

○新しい地域福祉活動団体として、ボランティア・ＮＰＯの活動が注目されており、グルー

プ・団体数の増加とともにその活動分野も広がってきています。 

○また、認知症高齢者の家族の会や障害のある人の当事者組織、難病者の連絡会などのさま

ざまな当事者組織もつくられ、それぞれの活動を進めています。 

○さまざまな地域福祉課題に対応していくために、地域福祉活動団体同士が相互に連携する

ことによって、総合的なネットワークづくりを強めていく必要があります。 

実態調査から・・・

●「ボランティア活動の中で日頃感じていることや困っていること」として、「地域で活動して

いる人・グループとの連携・交流が少ない」「専門職などとのつながりが少ない」などの意

見もあり、団体間や専門職員との交流が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●社会福祉協議会の仕事、地区福祉委員会のＰＲを 

●社会福祉協議会だよりを自治会を通じて地区会員に配布してほしい 

●自治会を通して、皆が一緒に参加できる行事をしてほしい 

●ボランティア活動への行政支援、わかりやすいボランティア情報をつくってＰＲを 

●行政側から担当者を決めて地域交流を進んでやってほしい 

●地域のホームページ作成の支援 

●地域の活動団体や自治会、民生委員・児童委員、地域の人、医療・福祉事業者との連携

の支援、地域福祉ネットワークの支援をしてほしい 
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4.（3）地域で活動する諸団体の活動への支援Ⅲ

17)社会福祉協議会の基盤強化と活動への支援 

社会福祉協議会が住民の視点から策定した「地域福祉活動計画」が円滑に推進されるよう、

積極的な支援を行っていきます。 

社会福祉協議会が住民や民間諸団体の行う地域福祉活動推進のかなめとなって地域福祉推

進の中核的役割を発揮できるよう、体制整備等、その基盤強化に向けて支援します。あわせ

て、地域での活動推進の核となっている地区福祉委員会の小地域ネットワーク活動の推進

を支援していきます。また、社会福祉協議会及び地区福祉委員会の役割や活動内容を広く

市民に知らせ、地域福祉活動への市民の参加を促していきます。 

18)民生委員・児童委員活動への支援 

地域でさまざまな困難を抱えた人、また孤立しがちな人が増えている中、住民の立場に立

った地域の身近な相談者として、民生委員・児童委員の役割はますます重要となってきてい

ます。また地区福祉委員会の活動を支える重要な構成メンバーともなって活動されています。

民生委員・児童委員が地域福祉の推進・発展にその役割を発揮していけるよう、福祉諸制度

に関する情報提供や研修活動の充実を図るとともに、民生委員・児童委員の役割や活動内容

を広く市民に知らせていきます。 

19)自治会を中心とした地域活動への支援 

地域住民にとって最も身近な地域活動である自治会活動や、高齢クラブ、こども会などの

地域住民組織を中心とした活動の活性化への支援を行っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○
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4.（3）地域で活動する諸団体の活動への支援 Ⅲ
20)ボランティア・ＮＰＯ等の地域活動への支援 

ボランティア・ＮＰＯ等が地区福祉委員会等の地域団体と連携し、地域の活動の担い手と

してもその役割を発揮できるよう、ボランティア・ＮＰＯ等の活動内容を広く市民に紹介す

るなど、必要な支援を行っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担

21)当事者組織の活動への支援 

社会福祉協議会と連携して、当事者組織の活動を支援していきます。また、当事者組織が、

組織内の情報交換や交流活動を行うだけでなく、地区福祉委員会などの活動と連携して、地

域住民と交流したり、相談活動などを展開したりできるよう、必要な支援を行っていきます。

22）専門機関との連携・ネットワーク強化への支援

すでに組織されているさまざまなネットワークの取り組みを通じて、地域福祉活動団体と

保健・医療・就労・住宅・教育・福祉等の専門機関や施設・事業所との連携を図ります。また、

社会福祉協議会と連携して、施設・事業所が地域福祉活動に対して専門知識を提供したり、

経験を交流したりできるよう、支援していきます。 

23)地域福祉活動団体間の交流への支援

地区福祉委員会、民生委員・児童委員、自治会、ボランティア・ＮＰＯ等の地域福祉活動

を行っている関係者が互いに交流し連携を強化して、地域福祉活動がさらに発展していくよ

う、必要な支援を行っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ◎ ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担
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4.（3）地域で活動する諸団体の活動への支援Ⅲ

ボランティア・ＮＰＯをご紹介します！ 
  吹田精神保健福祉ボランティアグループ「アムール」 

は、心の病をお持ちの方の社会参加を願って活動してい

ます。傾聴ボランティアのほか、精神保健福祉ボランテ

ィア養成講座も行っています。「こころの風邪ひきさんに

寄り添って過ごすことが大切です」ボランティア活動を

通して、精神保健福祉の啓発を進めています。 

吹田市民ＮＰＯが運営するグループホーム「あい」

では、グループホームで暮らす認知症高齢者と地域

高齢者のふれあい活動として、「地域ふれあいサ

ロン・ほのぼの」を行っています。昼食を伴うサ

ロンとカフェ･サロンが隔週で開設されます。「浜屋

敷」のすてきな和室には、あたたかいごはんのか

おりと楽しい笑顔があふれています。 

 地域にはボランティアグループなどが1６２団体（平成1８年（2006年）3月現

在）あります。まずはちょっと、その活動をのぞいて、あなたにあった活動を見つ

けてみませんか。 

当事者組織をいくつかご紹介します！

☆吹田コスモスの会（認知症家族の会）☆ 
1990 年に、同じ悩みを持つ人々を中心に結成され、隔月で交流会を開催しています。同じ    

体験をしている者同士、本当に困っていること、心の中でもやっとしていることを出し合って   
います。「私だけじゃないんだ」と思えること、それをまず大切に、安心して老いることのできる
地域づくりにも参加しています。 

電話相談を行っています 06-6339-1210（毎月第１火曜日午前 10 時～12 時） 

お問い合わせは 06-6339-1254

☆手をつなぐ親の会☆ 
1961 年に、「どんな重い障害を持っていても、教育を受けることを保障しなければならない」

「就学猶予、免除を許さない」との思いを持つ親たちが、知恵と力を出し合い手をつなぎあって
いこうと結成されました。生まれ育った愛する吹田で生きがいを持って、生涯を送りたいとの   
願いで活動を続けています。      

お問い合わせは 06-6878-2090（第二さつき障害者作業所内） 

☆吹田難病者連絡会☆ 
1995 年に、難病患者や慢性疾患患者、その家族が互いに助け合い励まし合って、闘病意欲を

高め、親睦を深め、前向きに生活できる社会をつくるために結成されました。機関紙「波」を年
４回以上発行し、交流会の開催や学習会、また難病の啓発活動、地域との交流を行っています。  

難病患者生活相談を、第２土曜日（総合福祉会館）、第４月曜日（市役所市民相談課）

に午後 1 時から 4 時まで行っています 

吹田難病者連絡会へのお問い合わせは 06-6383-7603（山田）

アムール
共に生きる
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4.（4）サービスを利用しやすい仕組みづくりと総合的支援のネットワーク Ⅲ
（４）サービスを利用しやすい仕組みづくりと総合的支援のネットワーク 

住民のいのちとくらしを守っていくには、保健・福祉サービスを利用しやすい仕組みが用

意されていなければなりません。介護保険制度
※

や障害者自立支援法
※

におけるサービス提供

に見られるように、サービス利用者である市民が自分に適したサービスを選択する制度への

転換が進んでおり、利用者の選択の原則・自己決定の原則が強調されている今日、真に選択

権が保障されるような仕組みづくりが問われています。 

また、制度の狭間にあってサービス利用が難しい人、家族との関係に問題があってサービ

ス利用に結びついていない人、サービス利用に拒否的であったり消極的であったりしてサー

ビス利用に結びついていない人たちが、適切にサービスを利用できるように支援していくこ

とも必要です。 

①情報提供の充実 

○くらしや福祉に関するさまざまな制度やサービスなどについては、市の広報紙やホームペ

ージ、各種パンフレットやリーフレットなどによる広報活動、説明会の開催や出前講座
※

などによって、市民への周知に努めています。しかしながら、福祉サービスの内容や利用

の手続きなどについて、サービスの必要な人に必要な情報が十分に伝わっていない、また、

制度やサービスの内容が、特に高齢者や外国人にわかりにくい、といった声を聞きます。 

○介護保険制度や障害者自立支援法におけるサービス提供に見られるように、サービスの利

用者が自ら選択し契約によってサービスを受ける制度となってきているため、サービスの

利用について十分な情報提供がなされなければなりません。 

○地域へ出向いての講座の開催や市民による学習会等への支援、地域と連携した身近な相談

体制づくりなど、積極的に地域に出向いて、福祉サービスを必要としている人に必要な情

報がわかりやすい内容で提供される仕組みをつくっていくことが求められています。その

ため、事業者や地域福祉活動を進める団体・ボランティア等の協力も得ながら、福祉サー

ビスや地域福祉活動に関する情報の収集に努めることも必要です。 
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実態調査から・・・

●介護保険や社会福祉サービス（行政サービス）を「利用していない理由」として、「利用方

法がわからないから」「どのような社会福祉サービスがあるか知らないから」があり、福祉

サービスの利用に関する情報の提供が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●保健・福祉に関する勉強会などの情報提供の充実を 

●福祉のいろんな制度をわかりやすく知らせてほしい 

●介護保険制度の説明をしてほしい 

●児童に関する研修会（関わり方など）をしてほしい 

●福祉ガイドを作成してほしい 

●高齢者福祉関連提供パンフレットの作成・配布 

●福祉施設などの情報が各家庭にまで行き渡るよう、活動を記した機関紙等の発行を 

●福祉よろず相談窓口のＰＲ 

●行政の出前講座、地域の福祉団体と共催で、地域住民向け講座を開催してほしい 

24)福祉サービスの利用に関する情報提供の充実

市の広報紙やホームページ、各種パンフレットやリーフレット等のさまざまな情報媒体を

活用し、保健・福祉サービスの利用に関する情報提供の充実に努めるとともに、わかりやす

い情報提供となるよう、方法を工夫します。必要な情報に円滑に接することができるよう、

インターネット等の情報通信機器の活用についても研究します。また、聴覚や視覚に障害の

ある人へのコミュニケーション支援の充実にも努めます。 

また、講座（出前講座　を含む）や講演会等を開催して、健康づくりや福祉制度、ボラン

ティアに関する情報提供を行うとともに、市民団体・グループが自主的に開催する学習会等

への情報提供や職員派遣を行うなどの協力と支援に努めます。 

さらに、地域のさまざまな団体や事業者の協力を得ながら、きめ細かな地域情報の収集・

整理に努め、その提供を行うとともに、関係機関や地域の関係団体、ボランティア・ＮＰＯ、

事業者などと連携して、地域のネットワークを活かした身近な地域での情報交流・情報発信

の方法を検討します。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担
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②身近な総合相談・支援体制の充実 

ア．相談の増加と内容の多様化・深刻化

高齢者や障害のある人の介護や生活に関する相談、子育ての不安やひとり親家庭の生活の

相談、生活困窮の相談等が増えています。また、児童虐待、高齢者虐待、配偶者への暴力や

ひきこもりといった新たな社会問題についての相談も見られ、相談内容も多様化・深刻化し

ています。 

イ．相談支援窓口の現状 

《地域の相談・支援の拠点施設：地域保健福祉センター》 

○本市では、高齢者や障害のある人の在宅での生活を支える地域の拠点施設として、地域

保健福祉センターをコミュニティセンターの中に整備しています。現在、ＪＲ以南地域

を担当する内本町地域保健福祉センターと山田・千里丘地域と五月が丘地区を担当する

亥の子谷地域保健福祉センターの 2 か所が整備されています。 

○地域保健福祉センターは、援助の必要な対象者の発見・把握、身近な相談の実施、サー

ビスの提供、健康づくり・介護予防の取り組みの支援、地域福祉活動や介護者家族など

の支援、関係機関との連絡・調整などの機能を持ち、高齢者や障害のある人及びその家

族への相談・支援を推進する地域の拠点となっています。そして、その中の相談窓口機

能としては、介護保険や市の保健福祉サービス（高齢者福祉、障害者福祉、保健事業）

に関する相談、サービスの申請受付、福祉サービスの紹介等情報の提供、必要な手続き

や関係機関等との連絡・調整などを行っています。 

《高齢者等の介護の身近な相談窓口：在宅介護支援センター》

身近な相談窓口として、おおむね中学校区単位に在宅介護支援センターを設置しており

（１２か所）、介護保険や市の福祉サービスなど介護に関する相談、サービスに関する情報提

供、必要な手続きや関係機関等との連絡・調整などを行っています。 

《その他の相談窓口》 

○障害のある人のための地域生活支援センターでは、障害のある人の相談の受付や専門機

関・福祉サービスの紹介、情報提供などを行っています。（６か所） 

○地域子育て支援センターとして位置付けられている保育所では、蓄積された保育のノウ

ハウや経験を活かし、子育て相談にも取り組んでいます。（２５か所）  

○そのほか、市の保健・福祉関係各課、保健センター、総合福祉会館、また、府の機関で

ある保健所、子ども家庭センター
※

等の関係行政機関の相談窓口、さらに、社会福祉協

議会の心配ごと相談等の各種相談など、さまざまな相談窓口があります。 

○住民による地域の身近な相談窓口としては、民生委員・児童委員の相談活動や地区福祉 

 委員会の小地域ネットワーク活動を通じての取り組みがあります。 
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ウ．地域包括支援センターの整備 

改正介護保険法の施行に伴い、新たな介護予防事業の創設とともに、「地域包括支援センタ

ー」を設置しました。地域包括支援センターは、①「高齢者やその家族への総合的な相談・

支援や権利擁護事業」②要介護状態が軽度の高齢者に対する「介護予防のためのマネジメン

ト」③「介護支援専門員（ケアマネジャー）
※

への支援や地域福祉のネットワーク形成など

の包括的・継続的なマネジメント」などを行う、高齢者の生活を総合的に支援するための地

域の中核的機関です。当面、市の６つのブロックを基本に設定した「サービス整備圏域
※

」

を単位として、段階的に設置を進めています。 

エ．身近な所での相談体制の充実 

市民からは、近くで気軽に相談にのってくれる所がほしい、との声を聞きます。相談に足

を運べない人への対応や相談から適切なサービスにつないでいく仕組みも含めた、身近な所

で気軽に相談できる体制の一層の充実が求められています。またそのためにも、今日の相談

内容の多様化・深刻化にも対応できるような専門的な相談員の確保や、相談員の専門性を高

める研修の充実が求められています。 

実態調査から・・・ 

●「安心して暮らせるまちづくりをすすめる上で何とかしなければならないと思っていること」

で「行政に取り組んでほしいこと」として、「行政の施策をわかりやすく住民に知らせる」 

（36.7％）、「くらし・健康や福祉に関する相談窓口を充実する」（25.7％）の比率が高く、

わかりやすい情報提供や身近な相談窓口が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●福祉のなんでも相談室が必要 

●総合的な相談窓口の設置と支援・指導制度を確立してほしい 

●福祉相談窓口の専門職員が少ない、福祉の相談ができる人を増やしてほしい 

●福祉について、行政の指導・アドバイスがほしい 

●巡回の相談窓口がほしい 

●困ったことを市へ気軽に相談できる関係づくり 

●高齢者の相談室の設置 

●医療・福祉の相談場所がない 
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25)保健・福祉の相談・支援体制の充実 

ア．地域保健福祉センター(地域包括支援センターの機能も備えた)の段階的整備  

保健・福祉制度利用の入口となる相談・支援機能及び包括的・継続的マネジメントは公正

性と中立性が要求され、公共性が高く、それらを担保できる行政機関が担っていくことが基

本となり、市の責任で進めていく必要があります。 

　保健・福祉の地域拠点として、地域包括支援センターの体制を整えた内本町地域保健福祉

センター及び亥の子谷地域保健福祉センターの２つのセンターの相談・支援機能及び包括的・

継続的マネジメント機能を強化していきます。地域保健福祉センターが未整備の他の４地域

については、当面の対応として、平成１８年度（２００６年度）4月から総合福祉会館及び

市役所（高齢福祉課）に地域包括支援センターを設置し、総合福祉会館については千里ニュ

ータウン・万博・阪大地域、片山・岸部地域、豊津・江坂・南吹田地域の３圏域を担当、

市役所（高齢福祉課）については千里山・佐井寺地域を担当しています。 

今後の地域保健福祉センター（地域包括支援センターの機能も備えた）の整備については、

高齢化等の進行状況を考慮しながら、公共施設の整備計画の中での整備や既存施設の活用な

どを検討していきます。 

イ．在宅介護支援センター等の身近な相談窓口の充実 

地域の身近な相談窓口として、在宅介護支援センターや障害のある人のための地域生活支

援センター、また地域子育て支援センター（保育所）の充実を図ります。 

ウ．相談・支援のネットワークの整備 

当面６つの「サービス整備圏域」を単位として整備された地域包括支援センターを核とし

て、在宅介護支援センターや地域生活支援センター、大阪府の子ども家庭センターや保健所、

医療機関などの各種相談機関、また居宅介護支援事業所のケアマネジャー、社会福祉施設の

相談員や大阪府社会福祉協議会が社会福祉施設に配置した社会貢献支援員
※

、社会福祉協議

会コミュニティソーシャルワーカー、社会福祉協議会ボランティアセンター、さらに地区福

祉委員会、民生委員・児童委員、ボランティア・ＮＰＯ等の行う身近な相談・支援活動との

連携を密にし、地域の相談・支援のネットワークの強化を図ります。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○ ○ ○

全市的

86

 施 策 の 方 向

中学校区・
ブロック

障害のある人
への支援

高齢者への
支援

身近な地域
（自治会・小学校区）

身近な地域
（自治会・小学校区）

子どもへの
支援



4.（4）サービスを利用しやすい仕組みづくりと総合的支援のネットワークⅢ
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図Ⅲ－６ 相談・支援体制のネットワーク
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③福祉サービスの利用支援と権利擁護 

○近年スタートした介護保険制度や障害者自立支援法におけるサービス提供は、事業者と本

人との契約制度であり、認知症や知的障害・精神障害などのために福祉サービスの利用手

続きがわからない、あるいはサービスの利用を拒否するなど、利用手続きに支障のある人

にとってはなじみにくい制度となっています。市民が安心して適切なサービスを選択し利

用できることが大切です。 

○福祉サービスの多くが利用者と事業者との直接契約方式に移行することに伴って、平成 

１２年（２０００年）の民法改正により成年後見制度が設けられ、また、これを補完する

制度として、利用者本人の権利を擁護するための地域福祉権利擁護事業　が社会福祉協議

会の福祉サービス利用援助事業として設けられていますが、これらの制度の利用は必ずし

も進んでいる状況とはいえません。 

○市民が安心してサービスを利用できるよう、介護保険に関する相談窓口や介護相談員
※

、

また福祉サービスに関する大阪府社会福祉協議会の「運営適正化委員会
※

」などの苦情解

決制度の周知・普及を図ることも必要です。さらに、サービス提供事業者とも連携して、

事業者の自己評価や、公正・中立的な立場でサービス利用者からの苦情解決を図る第三者

評価などによってサービスの質の確保と向上を図ることが必要です。

○平成１２年（２０００年）７月から市の行う福祉・保健サービスに係る市民の苦情を公正・

中立的な立場で迅速に処理するための福祉オンブズパーソン　（福祉保健サービス苦情調

整委員）制度を整備しています。 

実態調査から・・・

●介護保険や社会福祉サービスを「利用していない理由」として、「行政の世話になりたくな

い」、「利用方法がわからない」などの回答が多くあり、サービスの利用に結びついていな

い要支援者への支援が必要です。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●高齢者に介護保険の内容や利用手続きについて、もっとわかりやすくする 

●介護保険制度・支援費制度などの福祉サービスの手続きの簡素化 
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26)福祉サービスの利用に結びついていない要支援者への相談・支援体制の充実

認知症などがあって利用手続きに支障のある人や、さまざまな理由でサービスの利用に結

びついていない人に必要なサービスが適切に提供されるよう、サービス利用について支援を

必要としている人に対する相談・支援体制の充実を図っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担

27)福祉サービス利用者の権利擁護の推進 

認知症や知的障害・精神障害などがあって福祉サービス等を利用する上で判断能力が十分

でない人などに対して、福祉サービスの利用の援助や助言を行う、成年後見制度や社会福祉

協議会による地域福祉権利擁護事業の周知に努めるとともに、これらの制度の利用促進を図

り、サービス利用者の権利擁護を推進していきます。また、身寄りがないなどの理由で成年

後見制度の後見等の審判の申立てができない人については、市長が本人に代わって審判の申

立てを行うなどの利用支援を行います。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○

28)福祉サービスの質の確保 

市の福祉オンブズパーソン（福祉保健サービス苦情調整委員）制度の周知・普及に努めま

す。また、介護保険に関する相談窓口や介護相談員、大阪府社会福祉協議会の「運営適正化

委員会」などの苦情相談の窓口について周知・普及に努めます。 

「第三者委員
※

」の設置などをサービス提供事業者に働きかけます。事業者が提供するサ

ービスを民間の第三者機関が公正・中立的な立場で評価し、その結果を市民に公開する「第

三者評価制度」については、国、府での検討状況を見ながら、その周知・普及に努めます。

これらを通じて、サービス提供事業者と利用者の対等な関係づくりを進めるとともに、サー

ビスの質の確保を図ります。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○○
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福祉オンブズパーソンって知ってますか？
 「こんなん不公平やん」「ぜったい納得でけへん！」など市が行った福祉保健サービスに対

する苦情は、福祉オンブズパーソン（弁護士などの苦情調整委員）が公正・中立的な立場で

調査し、必要であれば、サービスの内容や制度の改善などを求めます。 

苦情申立ての受付 ０６－６３８４－１８０３（福祉保健部地域福祉室福祉総務課）

地域福祉権利擁護事業（吹田市社会福祉協議会）

社協だより第 63 号（平成 17 年 12 月 15 日）より抜粋 

吹  田  市

苦情処理の流れ

苦  情  申  立  人

福祉オンブズパーソン（福祉保健サービス苦情調整委員）

①苦情の申立て
②面談

⑤勧告・提言などに対する報告
③調査・審査、調査の結果の通知
④是正の勧告・制度改善の提言など

③調査結果の通知 ⑥報告の内容を通知

福祉サービスを使いたいがどうすればよいかわからない。

計画的にお金を使いたいけどいつも迷ってしまう。

通帳など大事な書類の管理に不安がある。

　このサービスを利用する場合には社会福祉協議会と「契約」
を結ぶことになりますので、ご本人にある程度の判断能力が必
要となります。

利用できる方 吹田市在住の認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など
①福祉サービスの利用援助（利用の手続き、利用料の支払いなど）
②日常的な金銭管理（預貯金の出し入れ、家賃の支払いなど）
③書類等の預かり（通帳や実印、権利証などの預かり）

相談は無料。福祉サービスの利用手続き、金銭管理などのサービスを利用する際は
所得階層に応じた年会費・利用料がかかります。

サービス内容

利　用　料

地域福祉権利擁護事業担当
（16339－1205）
　　　　　　　　まで

　毎日の暮らしの中にはいろいろな不安や疑問、判断に迷ってしまうことがたくさんあります。
吹田市社協では、日常生活の判断に不安のある高齢者・障害者の方が、住みなれた地域で安心し
て生活できるように、地域福祉権利擁護事業というサービスを行っています。

地域福祉権利擁護事業地域福祉権利擁護事業
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地域福祉権利擁護事業

④総合的なケアマネジメント体制の整備に向けて 

○住み慣れた地域で、安心して暮らし続けていくためには、支援を必要としている人が適切

なサービスを選択し利用できることが必要です。そのためには、相談体制の整備・充実と

あわせて、保健・医療･福祉の関係機関やサービス提供事業者、地域福祉活動諸団体が相互

に連携してネットワーク化を図り、身近な相談窓口から適切なサービスの活用へとつない

でいくための総合的なケアマネジメント体制の整備が必要です。 

○ケアマネジメントは、介護保険制度においては制度化されており、相談受付、アセスメン

ト（生活課題及び社会資源
※

の把握）、ケアプラン
※

の作成、ケアプランに基づくサービス

利用のためのサービス提供事業者との連絡・調整、ケアプランの実施、サービス提供の管

理・運営などの一連の流れの中で、さまざまな専門職、関係機関・事業者等が関わって行

われています。支援を必要としている人の個々の生活課題に対応して適切なサービスの活

用へとつないでいくだけでなく、福祉サービスの提供に必要な地域の社会資源の充実を図

ることも必要となっています。 

○平成１８年（２００６年）４月から地域包括支援センターを２つの地域保健福祉センター

及び総合福祉会館、市役所（高齢福祉課）の 4 か所に設置し、６つのブロック（サービス

整備圏域）単位に高齢者の生活を地域で支えるための地域支援事業を展開しています。 

○保健・福祉サービスや地域ケアの総合調整を通して関係機関相互の連携を図り、支援を必

要としている人を中心としたネットワークをつくること、同時にさまざまな関係機関・関

係団体等のネットワークの形成を図ることを目的として、「地域ケア会議」を設置してい

ます。地域ケア会議では、６つのブロックごとでのブロック別ケア会議（２か月に１回程

度開催）、総合調整機能を持つ地域ケア会議調整会議（随時開催）、全体での地域ケア会議

報告会（年１回開催）を開催しています。 

○障害のある人の福祉・保健・医療・教育・就労などの多様なニーズに対応して、必要なサ

ービスに適切に結びつけるとともに、地域のさまざまな社会資源を活用して、地域生活を

総合的に支援していくためのケアマネジメント体制の整備・充実が求められています。 

○子どもの分野では、被虐待児童やひきこもり児童などの支援を必要としている子どもや家

庭の援助に向けて、保健、医療、福祉、教育、警察等の関係機関や関係団体で組織された

児童虐待防止ネットワーク会議（要保護児童対策地域協議会）が結成されています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●地域ケア会議を強化してほしい 
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29)総合的なケアマネジメント体制の整備に向けて 

市民から寄せられる生活上の課題の解決に向けて、地域レベルでの保健・医療・福祉の関

係機関やサービス提供事業者、地域福祉活動団体等の連携を密にしてネットワークづくりを

進め、相談の受付からサービスの利用調整、適切なサービス提供や地域での支援につなぐ、

総合的・継続的なケアマネジメント体制の整備をめざします。 

ア．地域保健福祉センター等の機能充実と地域ケア体制の整備 

地域ケアに関わる包括的・継続的ケアマネジメントの拠点として、２つの地域保健福祉セ

ンターにおいて、高齢者や障害のある人及びその家族に対して、介護予防、在宅介護、地域

生活支援などに関する総合相談を行うとともに、サービスの総合調整、地域のケアマネジャ

ーや事業所等への指導・助言を行い、さらに、社会福祉協議会コミュニティソーシャルワー

カーとも連携しながら関係機関・団体・事業者等のネットワークづくりを進めるなど、地域

ケア体制の整備を図ります。あわせて、介護予防の総合的なケアマネジメントの拠点として、

地域（圏域）の特性に応じた介護予防の仕組みづくりを進めます。 

地域保健福祉センターの未整備の他の４つの地域（圏域）については、整備までの間、総

合福祉会館及び市役所（高齢福祉課）に設置した地域包括支援センターにおいて、それぞれ

の担当地域（圏域）の高齢者の地域ケアに関わる拠点としての役割を担います。 

イ．「地域ケア会議」の充実 

６つのサービス整備圏域を単位として設置された「地域ケア会議」の充実に努め、高齢者

や障害のある人の保健・福祉サービスの総合調整を行うとともに、居宅介護支援事業者等の

指導・支援等を進め福祉サービスの質の向上を図ります。 

ウ．障害のある人に対するケアマネジメント体制の整備 

障害のある人の生活のニーズをくみ取り、サービス利用の調整をして適切なサービスに結

びつけるために、障害者生活支援センター等へのケアマネジャーの配置を促進するなど、障

害のある人に対するケアマネジメント体制の整備に努めます。 
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エ．子どもの分野の取り組み 

子どもの分野においても、被虐待児童やひきこもり児童などの支援を必要としている子ど

もとその家庭の援助に向けて、関係機関・団体で児童虐待防止ネットワーク会議（要保護児

童対策地域協議会）が組織されており、総合的なケアマネジメント体制づくりの一環として

その活動の充実を図ります。 

図Ⅲ－７ 地域ケア会議 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担

報告会 

報告・提言 

調整会議 

提案事項等

ブロック会議 ブロック会議 ブロック会議 ブロック会議 ブロック会議 ブロック会議

JR 以南 片山・岸部 豊津・江坂・
南吹田

千里山・
佐井寺 

山田・千里丘 千里
ニュータウン・
万博・阪大 

事例提供等

関係機関等 社会福祉協議会、民生・児童委員協議会、在宅介護支援センター 

居宅介護支援事業者、サービス提供事業者、ボランティア等 

ブロック別ケア会議の役割 

  事例検討、情報の提供・交換等を通じて 

 ① 保健・医療・福祉サービスの総合調整 

 ② 居宅介護支援事業者等の指導・支援 

 ③ 解決困難な事項についての調整会議への提案 等を行う
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検討結果報告等 

協議結果報告等 

事例検討結果報告書等 

市、医師会、歯科医師会、薬剤師会、大阪府保健所 
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（５）保健・医療、社会福祉制度の充実 

くらしの問題を解決していくには、保健・医療、社会福祉制度を、行政の責務において充

実していくことが必要となります。 

①健康といのちを守る保健活動・医療体制の充実 

○急速な高齢化の進行とともに、食生活や運動習慣などを原因とする生活習慣病が増加して

います。それに伴い要介護者も増えています。高齢期を健やかで心豊かに過ごせるよう、

子どもから高齢者まで市民すべての健康の保持・増進に向けた健康づくりを推進し、疾病

予防・介護予防の充実を図っていくことが必要です。 

○吹田市健康づくり推進事業団や市民と連携して、健康づくりの取り組みを進めるとともに、

健康相談や健康教室、出前講座、地域と連携した機能訓練、訪問指導等により疾病予防・

介護予防の事業を積極的に展開しています。 

○今日の状況やこれまでの取り組みを踏まえ、病気の発生予防である「一次予防」を重視し

た計画「健康すいた２１」を平成１７年度（２００５年度）に策定しました。 

○近年の小児科医確保の困難な中、平成１６年（２００４年）４月に、箕面市に小児救急の

広域的施設「豊能広域こども急病センター」が整備されました。 

○市民の身近な医療の相談相手として、かかりつけ医の定着が求められています。また、地

域医療連携体制の整備、医療機関と保健、福祉との連携などが大切です。 

実態調査から・・・

●生計中心者の健康状態について、「どこも悪くない」が13.7％にとどまっており、８割強の

人が健康状態が良くないといった状況です。 

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」のうち、「制度や施設、サービ

スに関わること」では、「救急・休日・夜間の医療体制が不十分」が19.5％、「いつでも診

てくれる医療機関が少ない」が16.8％でした。かかりつけ医の定着や休日・夜間の救急医療

体制の整備が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●健康について気軽に相談できる施設がほしい 

●小児の夜間、緊急診療をする医療機関を増やしてほしい 

●病院の入院期間が短く、アフターケアを整えてほしい 

●医療機関マップをつくってほしい 

●医療・保健・福祉の関係者の会議を開催してほしい 
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30)健康づくり事業と身近な地域での保健・介護予防事業の推進

「健康すいた２１」で示された指標をもとに、健康づくり事業を推進していきます。また、

健康診査や健康教育など壮年期からの保健サービスの充実を図り、生活習慣病等の疾病予防

や閉じこもり予防など、介護予防事業を進めます。 

健康づくり・介護予防事業を地域福祉活動の一つの取り組みとして位置づけ、６つの地域

包括支援センターに配置された保健師等の専門職員により、健康や介護予防に関する健康教

育（出前講座含む）、生活習慣病予防や介護予防等のための健康相談、地区福祉委員会等と連

携しながらの身近な地域での機能訓練事業
※

、訪問指導などを推進していきます。あわせて、

介護に携わる家族の心身の健康保持・増進を支援していく観点から、介護家族を対象とした

健康教育・健康相談・訪問指導も行っていきます。 

31)地域医療体制の整備

いのちを守り、地域でのくらしを支えるには医療体制の整備が欠かせません。小児科医確

保の困難な中、府や隣接各市、関係医療機関との相互協力で開設された「豊能広域こども急病

センター」での対応を行うとともに、引き続き本市の実情を踏まえた救急医療体制の整備に

努めます。また、病院や診療所の相互の連携を強め地域医療連携体制の整備を図ります。

さらに、関係機関と連携して、かかりつけ医の定着を図るとともに、地域の医療・保健・

福祉のネットワークづくりを推進していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○ ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ○
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②子ども・子育てを支援する基盤の充実 

○家庭や地域の育児力が弱まり、子育ての負担感や不安感が増している中、孤立した子育て

をなくし、地域の仲間と共に楽しく子育てできる環境づくりが必要です。地域子育て支援

センターとして位置づけられている公立１８か所と私立７か所の保育所を中心に、子育て

相談・育児教室、子育てサークルの育成支援や子育て情報の提供など、総合的な子育て支

援を展開しています。平成１７年度（２００５年度）からは、地域における子育て支援の

ネットワークとして、「地域子育て支援関係機関連絡会」の活動も始まっています。子育て・

子育ちに関する身近な地域での相談支援体制の整備や情報提供の充実を図ることが求めら

れています。 

○子育てを支え合う市民の相互援助活動であるファミリー・サポート・センター事業の拡充

や、緊急時などの一時保育の充実が求められています。 

○緊急課題となっている児童虐待への対応は、児童虐待防止ネットワーク会議（要保護児童

対策地域協議会）を中心として取り組んできていますが、相談体制の充実や未然防止の取

り組みの強化が求められています。また、障害のある子どもへの支援やひとり親家庭への

支援などが必要となっています。 

○保育所や留守家庭児童育成室　は、仕事と子育ての両立を支える施設として重要な役割を

果たしています。保育所の整備等による待機児対策により、待機児童は解消方向にあります。

働き方の多様化の中で、保育所での休日保育、病後児保育等の拡充や、留守家庭児童育成

室の保育時間の延長等の充実が求められています。 

実態調査から・・・

●０歳から１歳の子どもがいる世帯では、「地域で日頃、何とかしなければならないと思って

いること」として、「子育ての不安をかかえている世帯のこと」と答えた人の比率は、

46.2％と高くなっています。中学生以下の子どもが「いる」世帯では、「児童に対する虐待」

と答えた人は20.4％となっています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●子育てボランティアを増やす。困った時、身近に声を聞いてもらえる人を増やす 

●母子世帯や子育て不安を抱える世帯、若い世帯への子育て支援をしてほしい 

●子育てボランティアの養成、子育てに関する研修会・子育て教室を開催してほしい 

●児童センターの設置をしてほしい 

●障害児の学童保育を小学校６年生までにしてほしい 

●子育てのネットワーク（保育所、幼稚園、学童、児童館、子育てサロンなど）を 

   現 状 と 課 題
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図Ⅲ－８ 児童福祉施設等一覧（平成１８年（２００６年）１月末現在） 

下線が入っているものは、同一施設（あるいは敷地）内に２つ以上の施設がある場合です。 
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◆１ 千里丘児童会館
◆２ 高城児童会館
◆３ 朝日が丘児童センター
◆４ 五月が丘児童センター
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実 Ⅲ

32)地域における子育て支援の充実 

子育て・子育ちに関する身近な地域での相談支援体制の整備や情報の提供の充実を図ると

ともに、地域の子育て支援の拠点としてその役割を一層発揮できるよう、地域子育て支援セ

ンターの事業の充実を図ります。 

また、子育てサークルの活動場所や子育てに関する情報の提供など子育てサークルの育

成・支援を進めるとともに、子育て中の親子が気軽に集い、子育て支援を受けられる「子育

て広場」をＮＰＯなど市民との協働で整備するなど、地域における子育て支援の活動を一層

充実していきます。さらに、ファミリー・サポート・センター事業の拡充や緊急時等に子ど

もを安心して預けることのできる保育所での一時保育の充実を図ります。 

児童会館・児童センターの事業の充実を図るとともに、整備されていない北千里や千里山

地域の整備に努めます。 

33)子育てを支援し合えるまちづくりの推進 

身近な地域で関係機関や地域団体が連携し、子育てに関する問題や取り組みについての学

習や交流を積み重ね、情報を共有しながら協働して「子育てを支援し合えるまちづくり」を

進めます。そのため、地域子育て支援センターである保育所を中心として、幼稚園、保健セ

ンター、児童会館・児童センターなどの関係機関、さらに民生委員・児童委員や地区福祉委

員など地域の担い手も含めて構成された「地域子育て支援関係機関連絡会」の活動を充実し

ていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○◎手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ
34)配慮を必要とする子どもや家庭への支援 

子育てが特に困難な状況にある家庭への支援体制の整備を図ります。また、児童虐待の未

然防止や被虐待児童・ひきこもり児童に対する支援に向けて、子ども家庭センターと連携を

密にし、相談・支援体制の充実を図ります。あわせて、児童虐待防止ネットワーク会議（要

保護児童対策地域協議会）の活動の充実を図り、福祉、教育、保健、医療、警察等の関係機

関が、民生委員・児童委員やボランティア・ＮＰＯ等の関係団体と連携した地域の見守り体

制を整備します。 

障害のある子どもへの支援については、本市の療育
※

システムに基づいて、乳幼児健診等

の実施により、早期発見と適切な事後指導に努め、子どもの障害に応じた療育と保護者への

相談支援について、子どものライフステージに沿って療育施設や保育所、幼稚園、学校など

で継続して行うとともに、関係機関との連携を図り、療育システムの充実に努めます。また、

市立杉の子学園（知的障害児通園施設）の建替えに伴い、これまでの通園療育に加え、地域

に暮らす児童、保護者、家族に対して総合的な支援を行う地域療育支援機能を併せ持つ（仮

称）療育センターとして整備します。 

35)働くこと・育てることの両立への支援 

仕事と子育ての両立を支える保育所の入所待機児童は解消方向にありますが、今後の保育

需要の推移や待機児童の発生状況を見ながら、必要に応じて保育所の整備に努め、対策を行

います。休日保育や、子どもの病気やけがの回復期に保育や看護を行う病後児保育について

も、さらに整備をめざします。また、子どもが病気やけがのときにも保育や看護を行う病児

保育の整備に向けて検討します。 

子どもたちが豊かな放課後を過ごせ、保護者が安心して過ごせるよう、留守家庭児童育成

室の保育時間の延長に向けて検討します。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○◎○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎○手い担
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実 Ⅲ
③障害のある人と共に生きる社会の実現 

○障害のある人も、ない人も、すべて一人の人間として、お互いに尊重し合うことが大切で

す。障害の種別や程度にかかわらず、住み慣れた地域で、一人の地域住民として安心して

生活が送れるようにしていくことが求められています。地域社会から必要な支援を得なが

ら、一人ひとりのニーズに合ったくらしを生き生きと送り、社会活動に参加しながら自己

実現を図っていけるよう、環境を整えていくことが大切です。 

○また、障害の状態や年齢によって、支援の必要性や支援の内容は大きく異なるため、個々

の障害に対応したニーズを的確に把握し、保健・医療、福祉等の適切な諸サービスが受け

られるよう、きめ細かな支援を行っていく必要があります。 

○精神疾患への誤解や偏見（こころのバリア）は、依然として解消されていない現実があり

ます。精神障害についての正しい理解と認識が深まるよう、市民の意識啓発を推進し、共

に地域で暮らしていけるよう、支援していく必要があります。 

○一方、障害のある人の福祉サービスや活動についての市民の関心はまだ十分とはいえない

状況です。障害や障害のある人に対する、市民の正しい理解と認識を深めるための啓発活

動を進めるとともに、地域における交流活動を支援し、障害のある人が地域活動に気軽に

参加し、共に活動できるための環境づくりが必要です。 

実態調査から・・・

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」で、「福祉の課題」としては

「ひとり暮らしの高齢者のこと」が43.1％なのに対して、「障害児・者がいる世帯のこと」

は10.9％でした。障害児・者がいる世帯への関心がまだまだ低い実態がうかがわれます。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●ひとり暮らしの障害者への緊急時の対応 

●重度障害者施設・施策を強化してほしい 

●精神科に入院・通院だけでなく、訪問看護・往診等在宅ケアを望む 

●障害者が気軽に集える場所がほしい 

●社会福祉協議会－福祉委員で障害児・者とその家族を中心としたサロンの開催 

●身体に障害のある子を持つ親に支援を 

●障害者を地域で手助けしたいとき対象者がわからない。把握方法を検討してほしい 

●障害者が地域で活動することを支援するヘルパーを増やしてほしい 

●障害者と地域住民とのコミュニケーションの仲立ちをしてほしい 

●障害者への理解を深める講習会や啓発活動を積極的に実施してほしい 
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ

36)障害のある人と共に生きる社会に向けた啓発・交流活動の推進 

障害や障害のある人に対する理解と認識を深め、障害のある人も、ない人もお互いに尊重

し合い、共に生き、交流をし、支え合うことができる地域社会をめざします。 

障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、障害や障害のある人への正しい

理解と認識を促進するための啓発を進めます。あわせて、地域のさまざまな団体や小・中学

校等との協力、連携のもとに、障害のある人と地域住民や児童・生徒との交流の機会を増や

していくための交流活動等を支援していきます。 

また、障害のある人の雇用や就労に関する民間事業者や市民の関心をより一層深めるため、

関係機関と連携し、啓発活動を推進します。 

さらに、障害のある人が、自分自身の地域でのくらしに対して積極的に意見を言うことが

でき、地域の一員として主体的に社会活動に参加・参画していけるための環境づくりを進め

ます。 

37)障害のある人を支える福祉サービス等の充実 

障害のある人が地域で安心して、自立して暮らせるよう、ホームヘルプサービス
※

やガイ

ドヘルプサービス
※

、ショートステイ
※

、デイサービス
※

、グループホーム
※

などの在宅生活・

地域生活を支えるサービス基盤の整備について、それぞれの整備状況を勘案しながら、必要

なサービスの整備・充実に努めます。また、企業に雇用されることが困難な障害のある人の

訓練や活動の場となり、生きがいや社会参加の場ともなっている授産施設
※

や共同作業所

などの通所型施設についても、必要な整備と運営助成に努めます。 

また、市民の自主的・自発的なボランティアの参加及び養成を図るとともに、交流活動等

を通じて障害のある人と地域との関わりを進めることにより、共に助け合う環境を整備し、

身近な地域での継続的な支援の基盤づくりに努めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎○手い担
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南吹田２

南吹田１ 川岸町

寿町１

寿町２

中の島町

西御旅町

東御旅町

内本町３

南高浜町

内本町１

元町

朝日町

内本町２

高浜町

昭和町

高城町

末広町

目俵町

芝田町
岸部南１

岸部南２

平松町

幸町

岸部南３

川園町

日の出町

吹東町

南正雀４

南正雀１

南正雀３
南正雀５南正雀５

南正雀２

江坂町２

豊津町

江の木町
芳野町

江坂町１ 垂水町３
垂水町２

広芝町

南吹田３

南金田２ 南金田１

泉町５

江坂町４

江坂町３
垂水町１

金田町

泉町２

泉町３

泉町４

泉町１

穂波町

円山町

五月が丘南

五月が丘東五月が丘西

五月が丘北

江坂町５

千里山西３

千里山西２

春日２

春日３

春日１

千里山
西１

千里山西４

春日４

千里山西５

千里山西６

千里山
虹が丘

千里山
月が丘

千里山星が丘千里山星が丘

佐井寺４

千里山高塚

竹谷町

佐井寺１

佐井寺３

佐井寺２

千里山
松が丘

千里山東１千里山東１

千里山東２

佐井寺
南が丘
佐井寺
南が丘

上山手町

千里山東３

千里山東４

西の庄町

片山町１

天道町

岸部中１

岸部中２

岸部中３

岸部中４

岸部中５

岸部北５

岸部北４

岸部北１
岸部北２

原町４

岸部北３

原町３

原町１

片山町４藤が丘町藤が丘町

原町２

山手町２

山手町３

山手町４

片山町２
山手町１

出口町

片山町３

朝日が丘町

藤白台５

藤白台４

藤白台２
藤白台３

藤白台１

青山台３

青山台４

古江台３ 古江台４

青山台２

青山台１

古江台２

古江台１

古江台５

古江台６

津雲台７

桃山台５

桃山台１

桃山台２

桃山台３

桃山台４

竹見台４

竹見台２

竹見台１

竹見台３

佐竹台１

佐竹台６

佐竹台３

佐竹台２

佐竹台４

佐竹台５

高野台５
高野台４

高野台３

高野台２

高野台１

津雲台１

津雲台２

津雲台５

津雲台６

津雲台４

津雲台３

山田丘

千里万博公園

清水

新芦屋下新芦屋下

新芦屋上

千里丘下

千里丘中

千里丘北

千里丘上
樫切山

千里丘西

尺谷

長野東山田
市場

長野西

山田南

山田西１

山田東１

山田東４

山田東２

山田東３
山田西３

山田西４

山田西２

山田北

上山田上山田

青葉丘北

青葉丘南

南吹田４

南吹田５

千里山竹園１

千里山
竹園２

北千里北千里

山田山田

山田山田

千里中央

千里中央

万博記念公園

阪大病院前

公園東口

宇野辺

千里丘

岸辺

正雀

相川

下新庄

吹田

吹田

南千里南千里

千里山

関大前

豊津

江坂

緑地公園

桃山台桃山台

上新庄

●

●

●

　●
市役所

南清和
園町
南清和
園町

 清和
園町

千里山霧が丘千里山霧が丘

N

南正雀５

千里山星が丘

千里山東１

佐井寺南が丘

藤が丘町

新芦屋下

山田市場

上山田

北千里

山田

山田

南千里

桃山台

●

●

●

南清和
園町

千里山霧が丘

4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実 Ⅲ
図Ⅲ－９ 障害のある人の施設一覧（平成１８年（２００６年）１月末現在） 

下線が入っているものは、同一施設（あるいは敷地）内に２つ以上の施設がある場合です。 
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■１ 千里みおつくしの杜

■２ あいほうぷ吹田

■３ 内本町地域保健福祉センター
■４ 亥の子谷地域保健福祉センター
■５ 総合福祉会館

★１ すいた共働作業所
★２ ぷくぷくショップ

●１ 工房「ヒューマン」 ★３ リサイクルハウスぷくぷく
●２ 第二工房「ヒューマン」 ★４ リターン工房
●３ 第三工房「ヒューマン」 ★５ すいた障害者就労支援センター
●４ ワークショップ　アリスの家 ★６ 共働事業所b-free
●５ 第１コミュニティキャンパス ★７ 宅配給食センターことぶき
●６ 第２コミュニティキャンパス ★８ コスモスリサイクル吹田作業所
●７ 第３コミュニティキャンパス ★９ フレンズ
●８ 第４コミュニティキャンパス ★１０ アトリエ　ゆうハウス
●９ 第５コミュニティキャンパス ★１１ アトリエ　ゆうハウスtete
●１０ 第６コミュニティキャンパス ★１２ ありす・はうす
●１１ のぞみ共同作業所 ★１３ 夢はうす
●１２ のぞみ工作所 ★１４ 吹田つながりの場　はるにれ
●１３ ブルーリボン ★１５ 花音工房

▲１ すいた自立支援センター「ねばーらんど」 ◆１ さつき障害者作業所 ●１４ サフラン ★１６ 遊ゆう　かぼちゃのお家
▲２ 障害児・者地域生活支援センター「めい」 ◆２ グーチョキパン屋さん ●１５ マイフレンド ★１７ 第二かぼちゃの家
▲３ 障害児・者地域生活支援センター「あおぞら」 ◆３ 第２さつき障害者作業所 ●１６ 吹田授産場 ★１８ 集いの場ふりーばーど
▲４ 吹田市立杉の子学園 ◆４ ワークセンターくすの木 ●１７ あかね共同作業所 ★１９ きらめき
▲５ 精神障害者生活支援センター「シード」 ◆５ ぷくぷくワールド ●１８ コスモス吹田作業所 ★２０ 第２吹田授産場
▲６ 精神障害者生活支援センター「すいた以和貴」 ◆６ スマイルぷくぷく ●１９ 吹田自立の場はあて ★２１ 第３吹田授産場

その他の福祉保健施設

障害者授産施設障害者地域生活支援センター

共同作業所

小規模授産施設

入所更生施設

通所更生施設



南正雀５

千里山星が丘

千里山東１

佐井寺
南が丘

藤が丘町

新芦屋下

上山田

北千里

山田
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南千里

桃山台

●

●
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南清和
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南吹田１ 川岸町

寿町１

寿町２
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垂水町３
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南金田２
南金田１

泉町５

江坂町４

江坂町３
垂水町１

金田町

泉町２

泉町３

泉町４

泉町１

穂波町

円山町

五月が丘南
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江坂町５
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千里山東１千里山東１

千里山東２
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上山手町

千里山東３
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山田東４

山田東２

山田東３
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山田西４

山田西２
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上山田上山田

青葉丘北
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南吹田４
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ
図Ⅲ－１０ 高齢者福祉施設一覧（平成１８年（２００６年）１月末現在）
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★１ 吹田市立岸部デイサービスセンター
★２ メルヴェイユ吹田
★３ 松風園デイ・サービスセンター
★４ デイサービスハピネスさんあい
★５ デイサービスセンターあいかわ
★６ 相川デイサービスセンターあいあい
★７ あすなろⅠデイサービス
★８ デイサービスフレンドハウス吹田
★９ 吹田市立内本町デイサービスセンター
★１０ ライフライトデイサービスセンター
★１１ 吹田南デイサービスたすけあいセンター
★１２ 垂水デイサービスセンター
★１３ エバーグリーン

★１４
ケアポート大阪西吹田センターデイ
サービスひばり

★１５ 吹田市立総合福祉会館
★１６ ナイト・ケア吹田デイサービスセンター

★１７ 高寿園デイサービスセンター
★１８ デイサービスセンターあさひがおか
★１９ 松下電工エイジフリー・青葉丘デイセンター
★２０ 南山田デイサービスセンター
★２１ デイハウスりぼん
★２２ デイサービスたんぽぽの広場
★２３ デイサービス・フレンドハウス山田

★２４
吹田市立亥の子谷デイサービスセ
ンター

★２５ いのこの里デイサービスセンター
★２６ 友－友デイサービスセンター
★２７ デイサービスセンターめいの家
★２８ 南ヶ丘デイサービスセンター「愛」
★２９ デイ上山手サン・ハウス
★３０ 生活ネットワークデイサービス「虹」
★３１ 千里山東デイサービスセンター
★３２ 寿楽荘千里山西デイサービスセンター
★３３ プレーゴ緑地公園デイサービスセンター

★３４
医療法人高寿会桃山台デイサービ
スセンター

★３５
医療法人高寿会桃山台第２デイ
サービスセンター

★３６
医療法人高寿会桃山台第３デイ
サービスセンター

★３７ 青藍荘デイサービスセンター
★３８ 高野台デイサービスアップル

★３９
中央介護センターサン竹見台デイ
サービスセンター

★４０ アローラデイサービス
★４１ 藤白台デイサービスセンター

★４２
ケアビレッジ千里・古江台デイサー
ビスセンターこんにちは

★４３ シャロン千里デイサービスセンター
★４４ いきいきサポート

通所介護

▲１ 大阪市立弘済院老人ホーム

▲２ 青藍荘
▲３ シャロン千里
▲４ プレーゴ緑地公園

▲５
介護付有料老人ホーム
たのしい家吹田

▲６ くらら吹田
▲７ アミーユ万博公園
▲８ ロングライフ千里山
▲９ カルム桃山台
▲１０ パーマリィ・イン緑地公園
▲１１ ケアビレッジ千里・古江台

有料老人ホーム

養護老人ホーム

ケアハウス

▼１ ヴィラコティ岸部
▼２ グループホーム「あい」
▼３ グループホームきさく苑吹田
▼４ エコ吹田
▼５ グループホームたんぽぽ

▼６
医療法人高寿会桃山台グループ
ホーム

▼７
ケアポート大阪西吹田センター
グループホームやすらぎ

▼８ 吹田市立岸部中グループホーム

認知症高齢者グループホーム

●１ エバーグリーン在宅介護支援センター
●２ 松風園在宅介護支援センター
●３ 在宅介護支援センター青藍荘
●４ 江坂在宅介護支援センター

●５
ウェルハウス協和在宅介護支援セン
ター

●６ シャロン千里在宅介護支援センター
●７ 高寿園在宅介護支援センター
●８ つくも在宅介護支援センター

●９
在宅介護支援センターハピネスさん
あい

●１０ 南が丘在宅介護支援センター「愛」
●１１ 桃山台高津在宅介護支援センター
●１２ 在宅介護支援センターケア21千里丘

在宅介護支援センター

■１ 友－友デイサービスセンター

■２
吹田南デイサービスたすけあい
センター

■３ 街かどデイハウスいずみ
■４ 吹田トンポマウル
■５ みどりの家

■６
街かどデイハウス「たけのこ
の里」

■７ 街かどデイハウス・コメット
■８ いきいきサポート

■９
街かどデイハウス「ひまわり
大阪」

■１０ 街かどデイハウス「照一隅」
■１１ ほっとスペース「ぽこぁぽこ」
■１２ ハナ・集いの家サラン
■１３ 街かどデイハウスきしべ

■１４
街かどデイハウス千里仲よし
クラブ

■１５ 陽だまりルーム
■１６ 西山田ふらっとサロン

○１ 内本町地域保健福祉センター
○２ 亥の子谷地域保健福祉センター
○３ 総合福祉会館

ふれあい交流サロン

街かどデイハウス

その他の福祉保健施設

◆１ 高寿園
◆２ 寿楽荘
◆３ エバーグリーン
◆４ 松風園
◆５ 青藍荘
◆６ ハピネスさんあい
◆７ いのこの里

◆８
大阪市立弘済院第１特別養護老人
ホーム

◆９
大阪市立弘済院第２特別養護老人
ホーム

◆１０ ちくりんの里

◆１１ 吹田市介護老人保健施設
◆１２ ウェルハウス協和
◆１３ つくも

特別養護老人ホーム

介護老人保健施設



4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実 Ⅲ
④高齢者が生き生きと地域で暮らしていくためのサービスの充実 

○本市の６５歳以上人口の割合である高齢化率は急速に高まっており、１６．３６％（平成

１７年（２００５年）９月現在）に達しています。高齢者のいる世帯やひとり暮らし世帯

の数も増加してきています。今後、認知症高齢者の数も増えてくると見られています。 

○高齢期を迎えても住み慣れた地域で健康で生き生きと暮らしていくためには、地域生活を

支える居宅サービス・通所施設・入所施設等の各種施策が必要です。要介護状態となるこ

とを予防するための介護予防サービスの充実が求められています。また、地域で安心して

暮らしていくためには、地域密着型のさまざまなサービスの提供が必要です。緊急時に利

用できるショートステイサービス、認知症対応型のサービスや夜間対応型のサービスなど

の確保も欠かせません。 

○保健・福祉サービスを提供する施設が身近にない地域もあり、地域の実情を踏まえた整備

が求められています。 

○高齢者の相互交流と社会参加を進め、生きがいを高めるため、高齢クラブ連合会と連携し

て各種の「いきがい教室」、寝たきり高齢者やひとり暮らし高齢者を対象とした訪問事業（高

齢者友愛訪問
※

）などを行っています。また、高齢クラブの行う講習会、研修会、福祉バ

スでのレクリエーション活動、社会奉仕活動などへの活動助成を行っています。高齢者の

交流施設として、高齢者いこいの間
※

を市内３５か所、高齢者いこいの家
※

を１か所設置し

ています。 

実態調査から・・・ 

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」のうち、「制度や施設、サービ

スに関わること」では、「特別養護老人ホームが少ない」が14.4％、「高齢者ショ

ー ト ス テ イ の 施 設 が 少 な い 」 が 9 . 3 ％ 、 「 高 齢 者 グ ル ー プ ホ ー ム が 少 な い 」 が

6.6％、「高齢者デイサービスセンターが少ない」が6.0％でした。施設・サービスの整備

と充実が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●地域保健福祉センターの保健師が訪問等を行ってほしい 

●高齢者施設、介護保険施設を増やしてほしい 

●高齢者医療付き老人ホームの拡大 

●高齢者のひきこもりに対応できる専門家の体制を 

●緊急時のショートステイやヘルパーの利用ができるシステムをつくる 

●ショートステイの確保を真剣に取り組んでほしい 
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ
＜施策の方向＞

38)高齢者の地域での生活を支援するサービス・施設の整備

介護予防事業の充実を図るとともに、介護を必要とする状態になっても、必要な時に適切

なサービスが受けられ、住み慣れた地域や家庭で引き続き安心して暮らしていけるよう、地

域密着型サービス
※

の整備を図ります。６ブロックのサービス整備圏域ごとの既存施設や居

宅サービスの整備状況等を勘案しながら、施設や居宅サービス等の基盤整備に努めます。 

また、介護保険事業と整合を図りながら、高齢者の在宅生活を支援する福祉サービスの充

実を図ります。介護保険で非該当（自立）と認定された高齢者等の介護予防、生活支援を図

るため、街かどデイハウス
※

を運営するＮＰＯに対する助成を継続して行います。 

39）高齢者の社会参加・生きがい事業の推進 

高齢者が自分らしく生きがいのある充実した人生を送ることができるよう、府立老人総合

センター、総合福祉会館、シルバーワークプラザ 等での高齢者の「いきがい教室」の充実を

図るとともに、地区公民館等での生涯学習の取り組みと連携して、学習機会の充実を図りま

す。また、高齢者が自らの経験と知識を地域福祉活動や地域のまちづくりに活かすことがで

きるよう、高齢者の社会参加を促進していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○◎○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実 Ⅲ
⑤新しい課題を抱える人たちへの地域と連携した支援 

○ひとり暮らし高齢者の孤独死の防止は、地域の重要課題となっています。高齢者への虐待

や配偶者への暴力の防止、発達障害（学習障害・注意欠陥多動性障害・広汎性発達障害等）

のある人への支援などが新たな社会的課題となっています。 

○また、自立の意思がありながらホームレスとなることを余儀なくされた人が多数存在し、

地域社会との摩擦が生じる場合がある中で、人権に配慮し、かつ、地域社会の理解と協力

を得つつ、必要な支援施策を講じる必要があります。平成１５年（２００３年）7 月に結

成された大阪府下の広域組織「ホームレス自立支援推進協議会
※

」に本市も加盟し、その

豊能・三島ブロック分科会の広域的な自立支援事業として、総合相談事業を実施していま

す。 

○こういった課題に対して、国においても、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（平成１３年（２００１年）１０月施行）、ホームレスの自立の支援等に関する特

別措置法（平成１４年（２００２年）８月施行）、発達障害者支援法（平成１７年     

（２００５年）４月施行）、高齢者虐待防止法（平成１８年（２００６年）４月施行）など、

法律による制度の整備が進められています。 

○現在の公的な制度では解決できない不安や孤立、ひきこもりなどの心の問題を抱えている

人々の発見と、それらの人々に対する相談・支援も必要となってきています。 

○これらの問題は、問題が見えにくく把握を困難にしています。また、課題を抱える当事者

と地域社会との摩擦が生じたりすることもあります。そのため、社会全体で包み支え合う

ソーシャル・インクルージョンの視点に立って支援の取り組みを進めることが大切です。 

実態調査から・・・

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」で、「福祉の課題」としては

「ひとり暮らしの高齢者のこと」が43.1％で最も高い率でした。 

●また、同じ問の中で、「高齢者に対する虐待」や「女性に対する暴力」に回答した人の数は

少数でしたが、地域の課題としてあがってきています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障害）・ＬＤ（学習障害）等、学校側に理解を深めてほしい 

●こころの病についての知識を広く知ってほしい 

●不登校児童など青少年を対象とする憩いの場所を設置してほしい 

●高齢者のひきこもりに対応できる専門家の体制を 

●ホームレスが公園で夜間寝泊りしている。公園のホームレスへの対応を 
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ

40)新しい課題を抱える人たちへの支援

高齢者への虐待には介護負担がその背景となっている場合が多いといわれます。地域包括

支援センターなどにおいて、介護に悩む家族が気軽に相談できる体制の整備を図るとともに、

虐待の未然防止や早期発見につながる地域と連携した見守り機能の強化や虐待を受けた高齢

者のケアに努めます。また、配偶者への暴力の未然防止や被害者の保護・支援のため、教育

や意識啓発、相談体制の充実を図るとともに、被害者の生活自立への支援を進めます。 

発達障害（学習障害・注意欠陥多動性障害・広汎性発達障害等）のある人に対しては、当

事者グループや関係機関等と連携して支援を図っていきます。 

広域的な連携による自立支援事業として総合相談事業を進め、ホームレスの実態把握とあ

わせたアウトリーチ
※

の相談の実施と福祉施策の適用などの支援を行っていきます。さらに、

国や大阪府、関係機関をはじめ、ホームレスとなっている人の支援に関わるボランティア・

ＮＰＯと連携、協力し自立の支援を図っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎○手い担
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108

41)セーフティネット※の構築 

ひとり暮らし高齢者の世帯、高齢者夫婦のみの世帯、ひとり親世帯、障害のある人の世帯、

生活保護世帯などの生活困窮世帯、外国人など孤立しがちな世帯を孤立させない取り組みが

求められており、これらの世帯の状況把握に努めるとともに、市民、関係機関等と連携して、

問題の早期発見と、個々の状況に応じた具体的な支援の方法を検討していきます。 

ひとり暮らし高齢者の世帯、高齢者夫婦のみの世帯に対しては、地域包括支援センターに

よる高齢者の実態把握事業や、配食サービスによる安否確認、地域の「見守り・声かけ訪問」

活動や閉じこもりにならないための昼食会・サロン等の活動と連携した取り組みを行います。

これらを通じて高齢者の孤独死の未然防止にも努めます。 

不登校やひきこもりとなっている人々の問題に対しては、関係機関、社会福祉協議会、民

生委員・児童委員等との連携の中で、地域住民の理解と協力を進めながら、実態把握や予防

及び支援の方法について検討していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎ ○ ○ ○



4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ

高齢者見守り・支援マニュアル 

吹田 市民 生・ 児童 委員 協議 会で は、 平成 １７ 年      

（２００５年）６月に「高齢者見守り・支援マニュアル」

をつくりました。事例検討研修会等で、「独居高齢者の  

孤独死」が特徴的な事例として報告され、「高齢者見守り

マニュアルの作成を」との声が多くあがったことがきっ

かけです。 

  「日頃から高齢者を見守るためのマニュアル」では、

日常的に生活状況を把握する方法や、訪問しても面接に

応じていただけない場合の対応などを、民生委員全員に

行ったアンケートの中から「工夫していること」を拾い

出し、項目別に整理しました。 

  また、「異変を感じたときの行動マニュアル」では、   

異変を感じた時の連絡方法や緊急立ち入りなどについて整理しました。平常時からこの

マニュアルを読んで対応を考えるとともに、異変を感じたときに対応できるようなフロー  

チャートを作成し、電話の前などに貼っておけるようにしました。 

  「マニュアルは全民生委員の強い味方である」との声もあり、マニュアルを片手に孤独死

ゼロに向けて見守り・支援活動を強化しています。孤独死が起こらないように、民生委員や

地域住民と、行政とが連携して見守っていく必要があります。 
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ
⑥安心してサービスを利用できるための経済的支援施策の充実

○経済的な理由により必要な医療や福祉サービスの利用が困難となったり、幼稚園への就園

や高等学校等での修学など教育の機会を得ることが阻害されたりしないよう、助成金等の

支給、保険料や負担金等の減免措置など、経済的な支援策を行っています。 

○子どもを育てる家庭が安心して医療を受けられるよう、乳幼児医療費の助成制度やひとり

親家庭医療費助成制度など、医療費の公費負担制度を実施しています。乳幼児医療費の助

成制度においては、平成１６年（２００４年）１１月から対象を就学前児童まで引き上げ

るなどの改善を行いました。 

○低所得者が介護保険サービスを安心して受けられるよう、居宅サービスや福祉用具購入・

住宅改修などに対する利用料の一部助成、本市の行う通所サービスに係る利用者食費の一

部助成などを行っています。また、低所得者への介護保険料軽減措置を行っています。 

○経済的な理由により就園や就学が困難な人を対象に、公立幼稚園就園における保護者の保

育料負担の減免措置や、高等学校等での修学に係る奨学金の支給を行っています。また、

私立幼稚園児の保護者に対して、国の就園奨励費補助金に加えて市独自に保護者補助金（全

員対象）を支給しています。 

実態調査から・・・

●「くらしや医療の困りごと」として、生活費に関することや病気及び医療費負担に関するこ

との比率が上位を占めています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●少子化対策として出産費用の補助を 

●児童手当の増額を 

●医療費助成をしてほしい 

●障害者の医療費の補助がなくなったので、元に戻してほしい 

●介護保険料・利用料の見直し 

●所得の少ない高齢者に支援を 

●生活保護世帯が自立できるよう支援してほしい 

●生活保護をもう少し簡単に受けられるようにしてほしい 

●生活に困っている人をどのように助けるかの手段を提供してほしい 
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4.（5）保健・医療、社会福祉制度の充実Ⅲ

42)サービス利用のための低所得者対策の充実

安心して医療を受けられ、必要な福祉サービスを利用することができ、就園や就学など教

育を受ける機会を得ることができるよう、市民税非課税世帯などの経済的に困難な人や家庭

に対する、医療費の助成や福祉サービス利用料などの負担軽減助成金の支給、保険料や負担

金等の減免措置など、経済的支援に努めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ◎
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
（６）関連施策の充実 

くらしの問題は、保健・医療、社会福祉制度のみでは解決できません。労働問題対策、住

宅、生活環境施設といった関連施策の充実を図り、総合的・体系的に生活保障をしていく必

要があります。 

①働く場所と働きやすい環境づくり 

○障害のある人、母子家庭の母親、中高年齢者、若年者等で、働く意欲を持ちながら、阻害

要因のため雇用・就労に際して困難な課題、問題を抱えており、雇用・就労に結びつかな

い人々の雇用・就労を支援することが求められています。 

○平成１５年（２００３年）３月、雇用・就労に結びつかない就職困難者等を対象に「吹田

市地域就労支援計画」を策定しました。 

実態調査から・・・

●「くらしや医療の困りごと」としては、「収入が不足」が20.4％、「自由な時間や休日が少

ない」が9.4％、「労働時間が長い」が8.9％、「失業や事業の不振」が4.4％、「就職が困難」

が4.2％ありました。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●若い人の働く場所をつくってほしい

●障害者の働く場所がない 

●障害者の雇用を促進してほしい 
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

43)くらしの基盤である雇用・就労の支援 

くらしの基盤を安定させるには、仕事の確保が欠かせません。ハローワーク（公共職業安

定所）など関係機関と連携を図り、雇用・就労の支援を行います。特に、障害のある人、母

子家庭の母親、中高年齢者、若年者などの就労を支援するため、求人・求職情報など、雇用・

就労に関する情報の提供や相談の充実を図ります。また、講座や研修の開催など雇用につな

がる能力開発に努めるとともに、企業・事業所に対して、職場体験や職業訓練の場・機会の

提供を求めていきます。 

さらに、障害のある人が、身近な地域において就労し、生きがいを高められるよう、授産

施設や共同作業所等の福祉的就労
※

の場の充実を図ります。高齢者においては、働く場であ

り、生きがいづくりの場でもある就業を支援するため、シルバー人材センター
※

の事業の充

実に努めます。 

44)休日・休暇の拡充の促進

保育、教育、介護など、家庭をめぐるさまざまな問題の背後には、生活時間が十分に確保

できないといった長時間労働をはじめとした労働問題があります。ボランティア活動や地域

福祉活動を行っていく上でも、生活時間の確保が欠かせません。労働時間の短縮、年次有給

休暇の取得、育児休業や看護休暇・介護休業の普及と取得推進を事業所や関係機関に対して

働きかけていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○手い担
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
②安心・安全な住まいの整備 

○平成８年（１９９６年）に改正された公営住宅法では、住宅困窮者のための住宅の供給だ

けでなく、福祉の視点からの公営住宅の役割の大切さが強調されています。 

○これまで、市営住宅の建替に際しては、バリアフリー住宅の供給、車いす常用世帯向け住

宅の確保に努めています。また、あき家募集に際しては、福祉枠（高齢者、障害のある人、

母子家庭）の確保に努めています。 

○高齢者や障害のある人で、身体機能の低下などにより日常生活に支障をきたし、住宅の改

造が必要な方がいる世帯を対象に、住宅の改造工事費用の一部を助成しています。介護保

険の適用となる方のほか、介護保険で非該当と認定された方でも、障害の程度により介護

予防の観点から住宅改造が必要な方に対しても助成を行っています。 

○平成１７年度（２００５年度）に「吹田市住宅マスタープラン」を策定しました。「マスタ

ープラン」では、住まいに対する多様なニーズに対応して、高齢者や障害のある人が自立

して暮らせて、子育て世帯が暮らしやすく、ライフスタイルやライフステージに応じて誰

もが暮らしやすい住まいとまちづくり、公的賃貸住宅を活用した住宅困窮者の居住の安定

確保、災害に強く犯罪のない安心・安全な住まいとまちづくりなどを進めることをめざし

ています。 

実態調査から・・・

●「くらしや医療の困りごと」として、「住まいのこと」と答えた人の理由としては、「住宅の

老朽化」と「手すりをつけるなどの住宅改修」が多くを占めています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●低家賃の住宅がない 

●高齢者に対して、府営、市営等、家賃の低い公営住宅を提供してほしい 

●高齢者や障害者が住みやすいバリアフリー住宅をつくってほしい 

●高齢者の住宅はどこまで改修できるか(公団住宅・公社住宅・府営住宅)  

●あき家対策を早急にしてほしい(府営住宅・公社住宅) 

●府と市がタイアップして公営住宅の改修案を出してほしい(府営住宅) 
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

45)高齢者・障害のある人向け住宅の確保

市営住宅におけるバリアフリー化の推進、車いす常用者世帯向け住宅（府・市営住宅）の

整備、シルバーハウジング・プロジェクト
※

の推進、福祉型借上公共賃貸住宅制度
※

や大阪府

の高齢者向け優良賃貸住宅制度
※

の活用などによって、高齢者・障害のある人に適した住宅

の確保を図っていきます。 

46)高齢者・障害のある人向け住宅改造助成

高齢者や障害のある人で、身体機能の低下などにより日常生活に支障をきたし、住宅の改

造が必要な方がいる世帯を対象とした、住宅のバリアフリー化等の改造工事費用への一部助

成（介護保険で非該当と認定された方でも、障害の程度により助成）を引き続き行っていき

ます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○ ○

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
③安全でバリアのない交通環境・まちづくり 
 

 

 

○安全で快適な交通環境の整備のため、平成１２年（２０００年）１１月に「交通バリアフ

リー法
※

」が施行され、平成１５年（２００３年）４月には「吹田市交通バリアフリー基

本構想」を策定し「誰もがやさしくなれる吹田のまちづくり－バリアのない交通・まち・

ひと・しくみ－」をめざしています。 

○改正ハートビル法
※

（高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進

に関する法律）（平成１５年（２００３年）４月１日施行）により、公共施設等のバリアフ

リー化も進められています。また、身体障害者補助犬法（平成１４年（２００２年）１０

月１日施行）が制定されるなど、誰もが住みよいまちづくり、ユニバーサルデザインの推

進に向けて制度も整備されてきています。 

○大阪府福祉のまちづくり条例
※

に基づき、大阪府の施策とあいまって、都市施設を障害の

ある人、高齢者が安全かつ容易に利用することができるよう整備するために必要な基準を

定めた「吹田市福祉のまちづくりのための都市施設整備要綱」を制定しています。 

 

実態調査から・・・ 

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」として、「路上駐車が多い」

「自転車が走りにくい」「誰でも安心して往き来できる歩道が少ない」「段差などがありバ

リアフリーになっていない」など交通環境への回答が上位を占めています。 

●高齢者が多い無業者層で「毎月のくらしの中で支出を切りつめているものがありますか」の

問に「交通費・タクシー代」と答えた人が18.8％と高く、高齢者の移動手段の充実が求め

られています。 

 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●駅周辺、道路・歩道のバリアフリーを推進してほしい 

●バリアフリー化を駅周辺だけでなく、その他の地域でも拡充してほしい 

●路上駐車・放置自転車が多い 

●坂道に休憩できるベンチなどを置いてほしい 

●歩道・自転車道が不足している、歩道・自転車道の整備をしてほしい 

●障害者が利用できる交通機関が少ない 

●福祉巡回バスの PR がもっと必要 

●福祉巡回バスの経路が地域から遠いので、細い道の中まで走らせてほしい 

●吹田市バス、コミュニティバスの運行をしてほしい 
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

47)誰もが安全でバリアのない交通環境・まちづくり

バリアフリーを含むユニバーサルデザインを推進し、障害のある人、高齢者、子どもをは

じめあらゆる人が、不自由なく安心して移動でき、社会に参加できる環境の整備に努めます。 

道路や公園をはじめとする公共空間において、歩道の確保や段差の解消、防護柵を設置、

夜間の歩道照明の照度を確保するなど安全性の向上を図るとともに、ベンチの設置、ポケッ

トパーク
※

（小規模なオープンスペース）の設置などにより、安全で快適な移動環境づくり

に努めます。また、地域にある多様な「花と緑、水」を活かした、安心して歩ける遊歩道づ

くりを市民参加で進めていきます。 

公共交通機関のターミナル及びその周辺の公共施設を結ぶエリアにおいては、「吹田市交通

バリアフリー基本構想」に基づき、歩道等のバリアフリー化を進めます。公共施設や病院な

ど多くの人が利用する施設についても、「大阪府福祉のまちづくり条例」及び「吹田市福祉の

まちづくりのための都市施設整備要綱」などに基づき、バリアフリー化を推進します。 

また、関係機関・地域住民と連携して、歩行者の安全な通行の妨げとなっている違法駐車

の一掃に向けた指導や啓発に取り組みます。自転車利用者のマナーの向上を図り、レンタサ

イクル（自転車駐車場に設置）の活用を推進するとともに、駅周辺の商業施設などと協議し

路上放置の解消に努めます。駅周辺整備事業の中で必要な場合、自転車駐車場の整備を検討

します。 

48)移動手段の充実 

高齢者、障害のある人等が出かけやすく、積極的に社会参加ができるよう、市内の公共施

設や主な駅を結ぶ経路の福祉巡回バスの運行を継続して行います。福祉巡回バスの運行方法

の改善に努め、利用促進を図ります。また、公共交通機関の不便な地域においてコミュニテ

ィバス
※

の運行を検討します。

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○◎○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎○手い担

117

 施 策 の 方 向



4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
④福祉教育の推進、生涯学習・生涯スポーツの振興 

○地域福祉活動を発展させていくには、学校教育での福祉教育の取り組みを充実していくこ

と、また、おおむね小学校区ごとに整備された地区公民館を有効に活用して、生涯学習事

業との連携を図っていくことも大切です。 

○整備された体育施設を有効に活用し、市民誰もが、「いつでも、どこでも、いつまでも」ス

ポーツに親しむことができる、生涯スポーツの普及が求められています。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●地区公民館などを利用して福祉についてのＰＲ活動をしてほしい 

●高齢者、障害者のための軽スポーツをつくってほしい
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

49)児童・生徒に対する福祉教育の推進  

関係機関・団体・施設や社会福祉協議会（ボランティアセンター）等の協力を得ながら、

また連携しながら、小・中学校のすべての児童・生徒に対する福祉教育の推進に努めます。

幼児、障害のある人、高齢者などとの交流や、車いす体験、手話・点字学習体験などの福祉

体験学習の機会をつくり、これらを通じて、幼児や障害のある人や高齢者などがおかれてい

る実態や、どのような関わりが求められているかについての正しい理解と認識を深めるとと

もに、お互いのことを理解し、多様な個性を認め合い、共に支え合って生きていくための人

権意識・福祉意識を育て、豊かな人間性をつちかうことに努めます。 

50)地区公民館事業と地域福祉活動との協力・連携 

地区公民館で地域と共同して取り組む健康づくり教室や福祉に関する学習会などは、地域

福祉活動の一環ともいえます。地区公民館の生涯学習事業と地域福祉活動との連携を強め、

地域住民参加型の健康づくり教室や福祉ボランティア活動に関する学習活動の促進を図りま

す。 

51)生涯スポーツの振興 

心身のリフレッシュ、健康の保持・増進と生活習慣病の予防や改善のために、また高齢者

にとっては介護予防にもつながるよう、生涯スポーツに取り組める環境を整備していきます。

そして、健康づくり事業との連携を図りながら、地域福祉活動の一環としてのスポーツ・レ

クリエーション活動を促進していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
⑤地域に密着した商業振興 

○地域の商業は市民の日常生活を支える機能を有していることが求められます。高齢化が急

速に進む今日、高齢者や障害のある人も子育て中の人も身近な地域で買い物ができ、市民

の日常生活を支え、また地域の活性化にもつながる、地域密着型の商業振興を図ることが

特に必要です。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●買い物するところが少ない、遠い 

●高齢者の日常生活品を扱う店が少なく、買い物が不便 

●近隣センターを充実させてほしい 

●車いすで行ける、段差のないショッピングセンターがほしい 

●地元の商工業の振興 

●スーパーがほしい 

52)地域に密着した商業振興

市民の日常生活を支え、高齢者も障害のある人も子育て中の人も安心して買い物ができる

よう、地域に密着した商業振興を図ります。また、高齢者や子ども、障害のある人などさま

ざまな生活者が快適に利用できる商業地づくりの取り組みを支援します。商業地の整備にあ

たっては、歩道や休憩コーナーなどのオープンスペースの整備やバリアフリー化も含めた、

高齢者や子ども、障害のある人などにも配慮した環境整備を行うなどの支援を進めます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
担い手 ○○○
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ
⑥みんなの居場所づくり 

○地域の人と人とのつながりが希薄化し、世代を超えたふれあいが少なくなる中で、気軽

に集まって交流できる場所や、憩い・集い・語らい合える場がほしいという声がいろい

ろな世代から出されており、市民の取り組みも始まっています。 

○子どもたちをとりまく環境を整え、遊び場所・活動の場（拠点）を確保し、さまざまな

人との交流の機会を充実することにより、子どもたちの生活・自主的な活動を支援して、

子どもの居場所の充実を図ることが求められています。 

○また、学校や地区公民館、児童会館・児童センターなどを使った地域の事業に子どもた

ちが積極的に参加できる環境を整えることが大切です。 

実態調査から・・・ 

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」として、「若い人と高齢者の

世代間交流が乏しい」が24.6％と高く、世代を超えて交流する場が求められています。 

●また、同じ問の中で、「子どもの遊び場やスポーツをする場所が少ない」が22.3％あり、

その割合は中学生以下の子どもが 「いる」 世帯では、44.4％と非常に高くなります。

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●気軽に集まれる場所がほしい、世代間交流のできる場の提供をしてほしい 

●高齢者、障害者、青少年など区別なく気軽に利用できる（集まれる）場所をつくってほしい 

●「福祉の家」（高齢者から子どもまで集まれる場所、子育て中の親の集まれる場所）を建設

してほしい 

●地域の人たちの集まりを楽しい場にする、ティーコーナーや地域食堂をつくる 

●コミュニケーションが図れる街かどステーションをつくる 

●子どもが遊べる安全な公園・緑地を増やしてほしい 

●不登校児童など青少年を対象とする憩いの場所を設置してほしい（ライブ会場等の利用や

不登校児には昼間の塾） 

●青少年のコミュニティづくりの施設をつくってほしい
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ

53)「まちの縁側」づくりへの支援 

市民が気軽に集まって交流できるたまり場といったイメージの「まちの縁側」が地域のい

ろいろなところで生まれるよう、ＮＰＯ等の取り組みへの支援に努めます。 

また、交流と語らいの場として、公園・散歩道等へのベンチの設置や、憩い・語らいのコ

ーナーの設置などを検討していきます。 

ＮＰＯの取り組みへの支援として本市で現在進行中の「子育て広場」「ふれあい交流サロン

（地区集会所での高齢者閉じこもり対策）」も「まちの縁側」づくりの一環といえます。また、

全国各地で始まっているコミュニティレストラン（食事はもちろんのこと、交流スペースと

もなる地域食堂やティーコーナーなど）も「まちの縁側」づくりといえます。集合住宅の一

角（共用部分）や空き家・空き店舗などを活用しての「まちの縁側」づくりも考えられます。 

54)子どもの遊び場所・居場所の充実 

子どもたちが安全で安心して遊べる場所・活動できる場所（拠点）の確保と充実に努める

とともに、家庭、地域の諸団体、保育所、幼稚園、児童会館・児童センター、留守家庭児童

育成室、学校、地区公民館、ボランティア・ＮＰＯ等が連携して、遊びや生活体験活動、ス

ポーツや文化・芸術活動など子どもたちの多彩な活動の機会の確保・充実を図っていきます。 

小学校の校庭等を使った「こどもプラザ事業」（水曜日の放課後と長期休業日の「太陽の広

場」、土曜日の「地域の学校」）を推進していきます。また、整備が予定されている

（仮称）山田駅前公共公益施設の中の青少年拠点施設（青少年・子どもたちの交流支援・活

動支援機能、相談機能、子育て支援機能などを併せ持った施設として計画されている。）の

整備を推進していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
◎○○○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
アリエ備整

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎手い担
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

ふれあい喫茶「さくらんぼ」 

  「吹田にも『まちの縁側』みたいなのがあるよ」との噂を聞い

て、東地区福祉委員会のふれあい喫茶「さくらんぼ」にやってき

ました。毎月第３日曜日に川園第一会館で開催されています。 

１１時の開始とともに、地域のひとり

暮らし高齢者の方や、お孫さんを連れた

ご夫婦、小学生４人組、若い親子づれな

どが、美味しいごはんとスタッフのみな

さんの笑顔に会いに続々とやってきました。 

今月のメニューはホットドックとドリンクつきで２００円、カレーセットは２５０円です。

メニューは毎月変わります。 

６人がけのテーブルに、ひとり暮らし高齢者の方が集まると、おしゃべりしながら楽しい

昼食の時間が始まりました。「ひとり暮らしだとレトルトのカレーしか食べられないから、こ

んな手づくりのカレーは久しぶりで、美味しいわ。また来月もカレーにしてね」との声に、

「来月もカレーだね」と、スタッフが笑顔でこたえます。 

「今日のカレーはどう？」と、子どもたちにもスタッフが   

声をかけてまわります。「めっちゃおいしいで！」と子ども

たち。ごはんを食べ終わった後も、トランプをしたり、  

楽しい時間を過ごしています。 

  会館まで出てこられない人には、「おでかけさん」が出前をします。

自宅のテーブルにランチョンマットをひいてセッティング、ごはんだけ

ではなく「ふれあい喫茶」の雰囲気そのものが自宅に運ばれてきます。

子どもたちも、高齢者の方も、地域みんながつどえる   

場、ごはんを食べて、おしゃべりをして、そんな場所が

地域のあちこちにあれば…。 

これがすいた版「まちの縁側」なのかもしれません。 

あなたのまちにもつくってみませんか。 
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4.（6）関連施策の充実 Ⅲ
⑦安心・安全なまちづくり 

○阪神・淡路大震災、近年の地震や台風による大きな災害の発生などにより、防災や安心・

安全に暮らせるまちづくりへの市民の関心が高まっています。 

○施設の不燃化・耐震性の促進や市街地内の防災空間の確保など、防災性を高めるまちづく

りが求められています。 

○災害時には、地域住民の協力体制が不可欠です。市民の防災意識・防災力の向上に向けた

啓発活動や「自主防災組織　」づくりを進めることが重要です。 

○市では、防災ハンドブックを市民全戸に配布するなど啓発に努めるとともに、地域住民と

連携して、「自主防災組織」づくりへの支援に取り組んでいます。 

〇子どもたちや高齢者が巻き込まれる事件が多発する中、地域での安全なくらしを求める声

が強くなっています。こうした中、市では、保育所・小学校等への防犯警備員の配置、防

犯パトロール車（青パト）の運行などを実施しています。また、小学校ＰＴＡの協力を得

て子どもたちと一緒に防犯マップを作成し、防犯意識の向上を図るなどの取り組みも進め

ています。地域では、「こども１１０番の家
※

」や地域諸団体による地域パトロール活動な

どが取り組まれています。 

実態調査から・・・

●「地域で日頃、何とかしなければならないと思っていること」として、「夜道が暗い・街灯が

ない」や「犯罪・防災などに対する安全なまちづくりが不十分」という回答が、ともに高い比

率でした。 

地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の意見から・・・ 

●自主防災活動の推進と支援 

●地域の特性を把握した上での防災マニュアルの作成と住民への周知が必要 

●高齢者の防災について地域全体で考えることが必要 

●災害要援護者の居住マップの作成が必要 

●防災資材置き場のＰＲをしてほしい 

●特別の事態に対応できる体制、緊急時の連絡網を充実する 

●地域防災を考え、近隣との交流を深めて防災につなげることが必要 

●避難経路マップ作り「歩いて確かめましょう」 

●子どもの安全のため保育園、幼稚園、小学校にキッズセーバーを設置してほしい 

●防犯パトロールを増やしてほしい 
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4.（6）関連施策の充実Ⅲ

55)安全対策（防災・防犯）の充実

防災については、施設の不燃化・耐震性の促進、市街地の防災空間の確保のための整備等

により市街地の防災性の向上を図るとともに、防災情報の提供システムの確立に努め、緊急

物資の備蓄や防災用資器材の整備を進めるなど、防災体制の確立を図ります。また、地域防

災力の向上のため、地域において防災ハンドブックや洪水ハザードマップ
※

を活用した防災

講座を開催するなど、市民への啓発活動に努め、自主防災組織の結成を促進します。また、

災害発生時において、高齢者や障害のある人等の要支援者への対応(避難誘導や避難生活にお

ける支援等)が的確に行われるよう、地域との連携・協力体制の確立に努めます。 

防犯については、街頭犯罪
※

の防止のため、犯罪防止を考慮した道路・公園等の整備を行

い、夜間の通行の安全を確保するため、防犯灯の設置、歩道照明の照度の確保を行うなど、

防犯環境の整備に努めます。また、保育所・幼稚園・小学校等への防犯警備員の配置、防犯

パトロール車の運行、地域諸団体によるパトロール活動や通学路における子どもの見守り活

動の促進等、防犯体制の充実を図ります。あわせて、警察、防犯協議会等と連携して、犯罪・

防犯情報の提供、防犯教室の開催等によって市民の防犯意識の向上を図ります。 

自主防災組織 

市内で連合自治会単位で自主防災組織をつくっている地

区は６地区（青山台地区、川園地区、五月が丘地区、高野台

地区、竹見台地区、古江台地区（平成 18 年（2006 年）

5 月現在）あります。 

  五月が丘地区では、阪神・淡路大震災から１年経った平成 8 年 （1996 年）に、市内で

最も早く自主防災組織「防災委員会」を結成しました。 

  毎年 11 月に行われる「総合訓練」には、約 250 名の住民が参加し、

屋内消火栓訓練などを行います。 

  また、実際にまちを歩き、落下物の危険があるところを調査して   

地図におとし、防災マップを作成しています。災害時の人命救助の   

ため、20 世帯程度の小グループごとに、近所の人にあらかじめ知って

おいてほしい情報の交換を始めています。これを「防災ご近所助け合

い登録活動」（略して「近
・

助
・

登録」）といっています。 

 気楽に楽しくやれること、それが、地域の防災力を高める出発点です。

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○◎手い担
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5.地域福祉計画の推進に向けて Ⅲ
５．地域福祉計画の推進に向けて 

市民誰もが生き生きと安心して暮らしていけるまちづくりをめざすことを地域福祉の中心

目的に据え、本計画の基本目標を「いのちとくらしを守り、一人ひとりが輝くまちづくり」

と設定しました。そして、計画全体を通してめざす具体的な目標を①「健康の保持・増進」

②「社会的孤立の解消」③「安心・安全な地域生活」としました。これらの目標を実現して

いくためには、市民（地域住民、民生委員・児童委員、地区福祉委員、ボランティア・ＮＰ

Ｏなど）、社会福祉協議会、事業者、行政・関係機関等がそれぞれの役割を発揮するとともに、

協働によって生み出される力を生かし、英知を集めて取り組んでいく必要があります。とり

わけ、行政には、総合的・体系的な生活保障のための制度の整備やサービスの提供を行う責

任にとどまらず、市民のさまざまな地域福祉活動が進む条件を整備し、地域福祉推進の中心

的担い手である社会福祉協議会と連携して、協働の広がりをしっかりと支える役割が求めら

れます。 

市民の暮らす地域は、それぞれに特徴があり、くらしの場に根ざした地域福祉の活動やさ

まざまなボランティアの取り組みなど、市民自らの手による地域づくりの取り組みも広がっ

てきています。計画の基本目標の実現のために、市民参画、協働の仕組みをさらに整え、ま

た、今まで以上に市民と共にまちづくりに取り組む行政組織や職場づくりを進め、総合的・

体系的な生活保障と地域に視点を置いたきめ細かな施策の展開を図っていかなければなりま

せん。 

ここでは、本計画で示された地域福祉推進の基本方策及び施策を具体化し、計画的に進め

るための方策を示します。 

（１）計画の進行管理 

56)住民参加による地域福祉計画の進行管理

福祉審議会
※

において本計画の進行状況の報告を行うとともに、必要に応じて、社会福祉

協議会と連携して、地域住民、関係機関や団体、事業者と共に進行状況を検討する場を開催

する等により、本計画の推進状況を点検し、住民等の意見が反映できる進行管理に努めると

ともに、必要な内容の見直しを行っていきます。６ブロック単位での進行管理を特に重視し

ていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○○手い担
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5.地域福祉計画の推進に向けてⅢ
（２）行政の推進体制等 

57)地域福祉を推進する部署の充実

本計画を推進していくため、福祉保健部地域福祉室福祉総務課が中心となって、市の関係

部署間の相互連携と調整を図るとともに、社会福祉協議会と連携して計画推進の進行管理を

行い、また、そのための体制の充実を図ります。 

58)市の関係部署間の連携・協力

本計画は広範な分野にまたがる既存の計画や施策とも密接に関係しており、本計画の実行

は、全庁の関係部署の連携・協力がなくては進みません。さまざまな施策を地域で総合的に

展開するために、庁内の連携や調整を強化する仕組みの確立をめざす全庁的な取り組みの中

で、それぞれの部署が所管事業について地域福祉を推進する視点で取り組み、関係部署と連

携・協力しながら事業展開を図っていきます。そして、必要に応じて計画の進行状況を把握・

検討する場を持つ等により、本計画の推進状況を点検していきます。 

59)行政職員の意識向上と地域との連携 

地域福祉の推進、協働によるまちづくりを市民と共に進めていくため、積極的に行政情報

や地域情報の収集・提供に努め、情報の共有化を図ります。また、職員の意識向上を図り、

仕事を通じて地域と連携し、協働によるまちづくりを担うことができる人材の育成と活用を

図っていきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○◎手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○手い担
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5.地域福祉計画の推進に向けて Ⅲ
（３）関係機関・団体等との連携 

60)関係機関・団体等との連携 

本計画を推進し、計画に基づく施策を展開していくためには、当事者組織をはじめ、自治

会等の地域住民組織、民生委員・児童委員、社会福祉協議会及び地区福祉委員会、ボランテ

ィア・ＮＰＯ、社会福祉施設・事業者、保健・医療機関、関係行政機関などとの連携が重要

です。これらの関係機関・団体等との連携を強めながら、本計画を推進していきます。 

市 ブロック 中学校区 小学校区 近隣（自治会）
整備エリア

国・府 市 社協 事業者 市民
○○○○手い担
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Ⅲ
施策の整備エリア及び担い手一覧 

市 ブロック 中学校区 小学校区
近隣

（自治会）
国・府 市 社協 事業者 市民

１） コミュニティソーシャルワーカーの計画的配置 ○◎○
２） ボランティアコーディネーターの配置 ○◎○
３） 立ち寄りやすいボランティアセンターづくり ○◎
４） 広域コミュニティ施設の整備 ○
５） 地区公民館・地区市民ホール等の整備 ○
６） 身近な地域での自治会集会施設の整備への支援 ○ ◎
７） 既存施設の福祉的活用の促進 ○ ○
８） 地域福祉活動の財政支援策の充実 ○○◎○
９） 男性や団塊の世代が参加できる地域福祉活動のメニューの充実への支援 ○ ○

１０） ボランティア休暇の充実に向けた啓発 ○○○
１１） 青少年の地域活動やボランティア活動への参加の促進 ○○○
１２） 当事者の地域福祉活動への参加の支援 ○ ○ ○ ○
１３） 大学との連携による地域福祉活動の促進 ○○○
１４） 商店街のコミュニティ形成機能を活かした取り組みへの支援 ○○
１５） 地域福祉活動のための情報発信 ○○○○
１６） 人権意識・福祉意識の向上 ○○○○
１７） 社会福祉協議会の基盤強化と活動への支援 ○
１８） 民生委員・児童委員活動への支援 ○
１９） 自治会を中心とした地域活動への支援 ○
２０） ボランティア・ＮＰＯ等の地域活動への支援 ○
２１） 当事者組織の活動への支援 ○◎
２２） 専門機関との連携・ネットワーク強化への支援 ○○◎
２３） 地域福祉活動団体間の交流への支援 ○○○◎
２４） 福祉サービスの利用に関する情報提供の充実 ○○○◎
２５） 保健・福祉の相談・支援体制の充実 ○ ◎ ○ ○ ○
２６） 福祉サービスの利用に結びついていない要支援者への相談・支援体制の充実 ◎ ○ ○ ○
２７） 福祉サービス利用者の権利擁護の推進 ○◎○
２８） 福祉サービスの質の確保 ○○
２９） 総合的なケアマネジメント体制の整備に向けて ○○○◎
３０） 健康づくり事業と身近な地域での保健・介護予防事業の推進 ○ ◎ ○ ○ ○
３１） 地域医療体制の整備 ○○
３２） 地域における子育て支援の充実 ○○◎
３３） 子育てを支援し合えるまちづくりの推進 ○○○◎
３４） 配慮を必要とする子どもや家庭への支援 ○○◎○
３５） 働くこと・育てることの両立への支援 ○◎○
３６） 障害のある人と共に生きる社会に向けた啓発・交流活動の推進 ○○○◎
３７） 障害のある人を支える福祉サービス等の充実 ○◎○
３８） 高齢者の地域での生活を支援するサービス・施設の整備 ○◎○
３９） 高齢者の社会参加・生きがい事業の推進 ◎ ○ ○ ○
４０） 新しい課題を抱える人たちへの支援 ○◎○
４１） セーフティネットの構築 ○○○◎○
４２） サービス利用のための低所得者対策の充実 ◎○
４３） くらしの基盤である雇用・就労の支援 ○○○
４４） 休日・休暇の拡充の促進 ○○○
４５） 高齢者・障害のある人向け住宅の確保 ○○
４６） 高齢者・障害のある人向け住宅改造助成 ○
４７） 誰もが安全でバリアのない交通環境・まちづくり ○○◎○
４８） 移動手段の充実 ○◎○
４９） 児童・生徒に対する福祉教育の推進 ○○○
５０） 地区公民館事業と地域福祉活動との協力・連携 ○ ○ ○
５１） 生涯スポーツの振興 ○
５２） 地域に密着した商業振興 ○○○
５３） 「まちの縁側」づくりへの支援 ○ ○ ○ ◎
５４） 子どもの遊び場所・居場所の充実 ◎ ○
５５） 安全対策（防災・防犯）の充実 ○○○◎
５６） 住民参加による地域福祉計画の進行管理 ○○○○
５７） 地域福祉を推進する部署の充実 ○◎
５８） 市の関係部署間の連携・協力 ○
５９） 行政職員の意識向上と地域との連携 ○
６０） 関係機関・団体等との連携 ○○○○

手い担アリエ備整
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吹田市地域福祉計画策定委員会委員名簿 

（敬称略）

役職等分区

◎ 井岡  勉
同志社大学 社会学部
社会福祉学科教授

四宮  眞男 吹田市医師会 副会長

○◇ 藤井  伸生 華頂短期大学 社会福祉学科教授

◆ 上山  克彦 市民委員

瓜原  まき子 市民委員

◆ 武内  明美 市民委員

◆ 村住  和子 市民委員

石黒　正巳（16.6～17.5） 吹田市自治会連合協議会 理事

石田  富佐吉(17.6～） 吹田市自治会連合協議会　相談役

岩井  深之
吹田市介護保険事業者連絡会
（特別養護老人ホーム施設長）

◆ 北嶋  玉枝 吹田市ボランティア連絡会 会長

◆ 倉本  浩礼 在宅介護支援センター 相談員

林　智子（16.6～17.3）

小松  育子（17.4～）

白川　薫久（16.6～17.6）

立川  浩次（17.6～）

松橋  継男 吹田市民生・児童委員協議会 会計

山下　由紀（16.6～17.3）

南田  誠三（17.4～）

◎委員長　　○委員長職務代理者　　◇作業部会長　　◆作業部会員

氏名

吹田市社会福祉協議会 副会長

４号委員
（関係行政機関の職員）

大阪府吹田子ども家庭センター
地域育成課長

１号委員
（学識経験者）

２号委員
（市民）

３号委員
（市内の社会福祉を
 目的とする団体及び
 事業者並びに市内の
 公共的団体の代表者） 　　吹田市障害者等居宅介護等事務所

　　連絡会 会長
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吹田市地域福祉計画策定庁内検討委員会・同作業部会を構成する部室課 

課室

　政策推進室

　安心安全室

　人権平和室

　男女共同参画室

　市民協働ふれあい室

　産業労働室

　市民生活室 　国保年金課

　生活福祉課

　障害福祉課

　内本町地域保健福祉センター

　亥の子谷地域保健福祉センター

　総合福祉会館

　福祉総務課

　高齢生きがい課

　高齢福祉課

　介護保険課

　健康づくり推進室 　保健センター

　こども政策室

　保育課

　子育て支援課

　建築住宅室 　住宅政策課

　道路安全室 　交通政策課

　学校教育室 　指導課

　教育センター

　生涯学習推進室 　生涯学習課

　青少年室
社会教育部

福祉保健部

児童部

都市整備部

教育委員会

学校教育部

建設緑化部

企画部

人権部

部

市民文化部

　地域福祉室

　高齢福祉推進室

　子育て支援室
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吹田市地域福祉計画策定委員会設置要領

（設置） 

第１条　社会福祉法（昭和26年法律第45条）第107条の規定に基づき吹田市地域福 

祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、吹田市地域福祉計画策定委員会

（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、次に掲げるものとする。 

 (1) 計画の策定に関すること。 

 (2) その他、総合的な地域福祉の推進に必要と認められる事項に関すること。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 委員会の委員（以下「委員」という。）は、次の各号に掲げる者のうちから、市

長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 ３人以内 

(2) 市民 ４人以内 

(3) 市内の社会福祉を目的とする団体及び事業者 

並びに市内の公共的団体の代表者 

７人以内 

(4) 関係行政機関の職員 １人以内 

（任期） 

第４条 委員の任期は地域福祉計画策定の完了までとし、補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

（委員長） 

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長のあらかじめ指名

する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決 

するところによる。 

（作業部会） 

第７条 委員会に、計画の策定作業の円滑な推進を図るため、必要な場合に作業部会

を置くことができる。 

２ 作業部会に属すべき委員は、委員会の意見を聴いて委員長が指名する。 

３ 作業部会に部会長を置き、作業部会に属する委員のうちから、委員会の意見を聴

いて委員長が指名する。 
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４ 作業部会は、部会長が招集し、議長は部会長がこれにあたる。 

５ 部会長は、作業部会で検討を行った事項について、委員会に報告を行うものと 

する。 

（意見の聴取等） 

第８条 委員会及び作業部会は、必要に応じ委員以外の者に、会議への出席を求めて 

その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、福祉保健部地域福祉室福祉総務課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員

会の意見を聴いて委員長が定める。 

附 則 

 この要領は、平成 16 年 4 月 1日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 17 年 4 月 1日から施行する。 
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吹田市地域福祉計画策定委員会開催状況 

出席委員数

（傍聴者数）

・地域福祉計画策定の概要（案）

・策定体制とスケジュール(案）

・（仮称）「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」につ
いて

・要援護高齢者の生活と介護をめぐる課題について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の実施状況
報告

・地域検討会（地区の福祉を語るつどい）について

・地域の福祉活動とボランティア活動の連携について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」結果の中間
報告（案）について

・地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の開催状況について

・支援費制度からみる現状と課題について

・地域福祉計画策定の取り組み経過について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の報告に
ついて

・地域検討会（地区の福祉を語るつどい）の報告について

・吹田市地域福祉計画骨子案について

・地域福祉計画策定スケジュールの変更について

・地域福祉計画策定の取り組みについて

・吹田市地域福祉計画素案について

・地域福祉計画策定スケジュールの変更について

・吹田市地域福祉計画案について

・吹田市地域福祉計画案について

・地域福祉市民フォーラムについて

平成１６年度
（２００４年度）

第
２
回

第
８
回

４／２７
１０
（５）

平成１７年度
（２００５年度）

平成１８年度
（２００６年度）

第
４
回

２／３
１１
（３）

１０／８
１２
（４）

第
３
回

主な議事内容開催日

１３
（１０）

第
１
回

６／２４

１４
（６）

７／２２

第
７
回

２／２
１４
（２）

第
５
回

８／３
１３
（４）

１２
（２）

１２／８
第
６
回
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吹田市地域福祉計画策定委員会作業部会開催状況 

出席委員数 主な議事内容

・（仮称）「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」について

・第２回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」について

・地域検討会について

・第３回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の報告について

・地域検討会の取り組みについて

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の報告について

・地域検討会(地区の福祉を語るつどい）の中間報告について

・第４回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の結果から

・地域検討会(地区の福祉を語るつどい）の中間報告について

・地域福祉計画骨子案の検討について

・地域福祉活動計画について

・地域福祉計画骨子（素案）について

・地域検討会の中間報告（案）について

・平成１７年度のスケジュールについて

・吹田市次世代育成支援行動計画について

・地域福祉計画骨子（素案）について

・平成１７年度のスケジュールについて

・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査」の報告について

・地域検討会(福祉を語るつどい）の中間報告について

・地域福祉計画骨子（素案）について

・第５回吹田市地域福祉計画策定委員会について

ていつに討検の案子骨画計祉福域地・４９／６回９第

・吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態調査報告書について

・地域福祉計画骨子案について

・地域福祉計画骨子案について

・第５回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・地域福祉計画骨子案について

・庁内ヒアリングの日程について

・地域福祉計画素案について

・第６回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・地域福祉計画案の検討について

・第７回吹田市地域福祉計画策定委員会について

・地域福祉計画案の検討について

・地域福祉市民フォーラムについて

・第８回吹田市地域福祉計画策定委員会について

第１４回 １／２６ ５

開催日

８／１９

第４回

６第２回

第３回

１／１１

第１５回 ４／１８ ６

平成１７年度
（２００５年度）

平成１８年度
（２００６年度）

４／２８ ４

６回２１第

平成１６年度
（２００４年度）

６３／３回５第

第１回 ７／１２ ６

１１／１２ ６

４

６７／４回６第

６５／１３第８回

第７回

５７／５第１０回

第１３回 ９／３０ ４

６７／２６第１１回

８／２６
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吹田市地域福祉計画策定庁内検討委員会・同作業部会開催状況 

出席
委員数

主な議事内容

４９

・吹田市地域福祉計画策定庁内検討委員会
設置要領について

・地域福祉計画の策定について

・（仮称）「吹田市民のくらしと地域福祉に関
する実態調査」について

・地域福祉計画に係る業務調査について

６２会員委討検内庁回２第
・「吹田市民のくらしと地域福祉に関する実態
調査」について

第３回庁内検討委員会作業部会 ２４ ・地域検討会について

ていつに況状定策」画計祉福域地市田吹「・９１会員委討検内庁回３第

第４回庁内検討委員会作業部会 １７ ・地域福祉計画骨子案について

ていつに案子骨画計祉福域地・４２会員委討検内庁回４第

第５回庁内検討委員会作業部会 ２４

・吹田市地域福祉計画素案について

・地域福祉計画策定スケジュールの変更につ
いて

・吹田市地域福祉計画素案について

・地域福祉計画策定スケジュールの変更につ
いて

７／７

８／２６

第５回庁内検討委員会

平成１７年度
（２００５年度）

１／１７ 第６回庁内検討委員会作業部会

１／１０

開催日

第１回庁内検討委員会・同作業部会合同会議５／１２

１４

平成１６年度
（２００４年度）

２３第２回庁内検討委員会作業部会７／２０

１９

１１／９

138



巻末資料

地 　 区 開　催  日 時    　間 場　　　　 　　　　所 参加者数

72館民公区地三千時３０分１後午）日（日12月11三千

32館会祉福区地六吹時７後午）木（日52月11六吹

14ルーホ民市台竹佐時２後午）土（日72月11台竹佐

93所会集区地田山西時７後午）金(日3　月21田山西

豊一 12月14日（火） 午後７時３０分 垂水会館(さわらびホール) 54

千一 12月22日（水） 午後７時 千一小学校(多目的教室） 66

64館民公区地五山分０３時６後午）月（日71月1五山

64ルーホ民市台山青時７後午）月（日71月1台山青

片山　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後７時 片山小学校（多目的教室） 31

72館民公区地田山南時７後午）水（日91月1田山南

85館会治自田新下時７後午）木（日02 月1南吹

72館民公区地一岸時７後午）木（日02月1部岸

22館民公区地一山時７後午）金（日12 月1一山

山手　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 午後７時３０分 山手小学校（地域交流室） 27

35館民公区地東田吹分０３時７後午）金（日82 月1東

豊津西　　　　　　　　　　　　　　　　　　 午後１時３０分 豊二小学校（多目的教室） 54

千新　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後１時３０分 千里新田小学校（高学年図書室） 20

山三　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 午後７時３０分 亥の子谷コミュニティセンター 67

44ルーホ民市台見竹時７後午）土（日92月1台見竹

05館民公区地寺井佐東時１後午）日（日03月1丘が月五

吹三　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 午後７時３０分 吹田勤労者会館（大研修室） 61

吹一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後１時３０分 内本町ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ（多目的室） 77

95）室会集（ータアシイメ時７後午）土（日5 月2二吹

54館民公区地寺井佐時７後午）土（日5 月2寺井佐

44ルーホ民市台江古分０３時７後午）土（日5 月2台江古

92館民公区地二山分０３時１後午）日（日6 月2二山

83館民公区地田山東時７後午）日（日6 月2田山東

94ルーホ民市台山桃時７後午）日（日6 月2台山桃

54ルーホ民市台白藤時７後午）月（日41月2台白藤

72館民公区地田山北分０３時１後午）土（日91月2田山北

43ルーホ民市台野高分０３時７後午）土（日91月2台野高

13ルーホ民市台雲津時２後午）土（日62月2台雲津

85館民公区地二千時７後午）日（日72月2二千

1419合計

吹田市地域福祉計画策定地域検討会（地区の福祉を語るつどい）開催状況 
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1月29日（土）

1月29日（土）

2月 4日（金）

2月 5日（土）
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用 語 集 
（本文中、※がついている用語について説明しています）

[Ｎ] 
ＮＰＯ  

民間非営利団体（Nonprofit Organization）のこと。この計画の中では、平成 10 年（1998 年）
に制定された特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）による特定非営利活動法人だけではなく、広く営利
を目的としない公益事業や市民活動を行う民間の組織を指す。 

[あ]
アウトリーチ

問題状況を抱えながらも、そのことを自覚していない人や福祉サービスの利用に拒否的な人に対し
て、相談窓口への来所を待つのではなく、社会福祉実施機関や援助者が対象者の元へ出向き、積極的
に手を差し伸べて、福祉サービスの利用に結びつけることを指す。 

いきいきサロン
地区福祉委員会が行う小地域ネットワーク活動のひとつで、地区公民館や地区市民ホール、集会所

などで、おおむね６５歳以上の高齢者を対象に茶話会やレクリエーションなどを行っている。仲間づ
くりや情報交換の場であり、また社会参加の場を提供することで「閉じこもり」予防にもなっている。 

運営適正化委員会
福祉サービス利用者の利益保護と権利擁護の仕組みとして、社会福祉法第８３条に基づき、大阪府

社会福祉協議会に置かれている機関で、「地域福祉権利擁護事業運営監視小委員会」と福祉サービスに
関する利用者等からの苦情を解決するための「福祉サービス苦情解決小委員会」とにより構成される。 

[か]
介護支援専門員（ケアマネジャー）

介護を要する高齢者などからの相談に応じ、その心身の状況等に応じて適切な居宅サービス又は施
設サービスが受けられるよう、関係機関や居宅サービス事業者、介護保険施設などとの連絡・調整、
介護サービス計画（ケアプラン）の作成などを行う専門職。 

介護相談員 
　市が市民の中から選任し、派遣している相談員で、介護サービスを提供している事業所（特別養護老
人ホーム、老人保健施設、グループホーム等）を訪ね、サービスの利用者等の話を聞き、相談に応じ
ることにより、利用者の疑問や不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所の介護サービスの質
的な向上を図ることを目的とする。 

介護保険制度 
介護を社会全体で支え合う仕組みとして、平成 １２年（２０００年）４ 月より実施されている社会

保険制度。加齢に伴って体の機能の衰え、日常生活に支障が生じた被保険者に、必要な保険給付（介
護サービスの提供）を行う。平成１８年（２００６年）４月からは、介護予防をより推進するために、
軽度者には新予防給付サービスを提供するとともに、要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者
には、市が設置する地域包括支援センターが地域支援事業を実施することとなった。 

街頭犯罪
街頭における犯罪で、路上強盗、ひったくり、部品盗、車上ねらい、自動販売機荒し、自動車盗、

オートバイ盗、自転車盗の８罪種がこれにあたる。 

ガイドヘルプサービス
ホームヘルプサービス事業の一環として、一人で外出するのが困難な障害のある人（重度の視覚障

害のある人、重度の全身性障害のある人、知的障害のある人など）に、移動の介護等外出時の付き添
いを専門に行うヘルパーによるサービス。 

キッズセーバー
「防犯警備協力員」のことで、幼稚園及び小学校における幼児や児童の安全対策の充実を図るため、

正門等や校区内における子どもたちの安全に関わる協力活動を行う。校園長が保護者、地域住民等に
依頼する。
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機能訓練事業
住民の心身機能の維持、回復を図るために行う事業。 

協働
共通の目的のために協力して働くこと。本計画では、誰もが生き生きと安心して暮らしていけるま

ちづくりのため、行政、市民、社会福祉協議会、事業者などが、互いの立場を理解しながら、協力、
連携して、それぞれの役割を発揮していくことを意味する。

共同作業所
雇用されることの困難な、障害のある人の地域で働く場として、本人やその保護者、関係者などが

運営し、生きがいづくりや機能訓練、生活指導等を通じて自立を支援する施設。授産施設と異なり、
法定施設ではない。福祉作業所・小規模授産所などの名称でも呼ばれている。 

居宅介護支援事業所
介護保険の給付対象となる居宅サービスをはじめとする各種のサービスを、居宅の要介護者などが

適切に利用できるように介護サービスの計画（ケアプラン）を作成し、計画に基づいてサービスが
適正に提供されるよう、サービス提供事業者と連絡・調整を図る事業所のこと。 

居宅サービス
居宅で生活する高齢者や障害のある人などに提供される介護等の福祉サービスのこと。また、介護

保険の給付対象となる、居宅の要介護者などに提供されるサービスのこと。訪問介護、訪問看護、訪
問リハビリテーション、通所介護（デイサービス）、通所リハビリテーション（デイケア）、短期入所
生活介護、福祉用具貸与などのサービス。 

グループホーム
地域社会の中にある住宅（アパート、マンション、一戸建て等）において、障害のある人や高齢者

等が数人で、一定の経済的負担を負って、家庭的な雰囲気の中で共同生活をする場のこと。同居ある
いは近隣に居住している専任の介護職員により食事の提供、相談その他の日常的生活援助が行われる。

ケアプラン（介護サービス計画）
要介護者の心身の状況や生活環境などを考慮し、個々のニーズに合わせた適切な介護サービスが提

供されるよう、サービスの種類や内容、頻度などを具体的に定める計画のこと。居宅介護サービス計
画と施設介護サービス計画の総称。 

ケアマネジャー（介護支援専門員）
「介護支援専門員」の項を参照のこと。

交通バリアフリー法
平成１２年（２０００年）１１月に施行された法律で、正式には「高齢者、身体障害者等の公共交

通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」といい、高齢者、身体障害のある方、その他妊
産婦の方などの公共交通機関を利用した、移動の利便性及び安全性の向上を促進するため、公共交通
機関や駅などのバリアフリー化を推進するもの。 

コーディネート 
 円滑に物事を推進するために連携を図り、調整すること。特に、地域援助活動においては、地域内
の機関、施設、団体間の連携を図り、調整することが重要となる。コーディネーターは、その調整を
行い、つなぎ役をする人や機関のこと。 

高齢クラブ
「仲間がほしい、何か社会のために役立ちたい」などの願いを持つ、おおむね６０歳以上の方が自

分たちの手で結成し、運営しているクラブ。活動内容は、レクリエーション、スポーツ、親睦会、社
会見学・旅行のほか、勉強会や地域・社会奉仕活動など。運営は、会費や国、府、市の補助金などで
行っている。  

高齢者いこいの家 
高齢者の健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための施設で、高齢者の相互交流や社会

参加の促進、高齢者の自立支援等を目的として設置している。市内に１か所（岸部中１丁目）ある。 
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高齢者いこいの間
地域の高齢者が、いつでも気軽に集まれて、談話や囲碁、将棋などもできる身近な交流の場として、

主に地区公民館や地区市民ホールなどに併設されている。各小学校区単位に、市内に３５か所ある。 

高齢者向け優良賃貸住宅制度
「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、高齢者が居住できる良好な居住環境を備えた

優良な賃貸住宅を供給する制度。 

高齢者友愛訪問
寝たきりやひとり暮らし高齢者を定期的に訪問するもので、本市においては高齢クラブ連合会に委

託して行っている。同じ地域の高齢クラブ会員が自作の手土産品を持参して訪問激励している。 

子育てサロン
地域で就学前の子どもを子育て中の親子が互いに交流し、子育てを楽しみながら仲間をつくり、子

育ての悩みを話し合ったりできる支え合いの活動をいう。子育て中の親子を地域で支援する活動で、
開催する地区福祉委員会は会場やおもちゃなどを提供し、また、子育ての相談にも応じる。

孤独死
だれにも看取られずに亡くなること。特に、ひとり暮らし高齢者が自室内で亡くなり、死後しばら

く経ってから初めて遺体が発見されるような場合をいう。「孤独死」という言葉は阪神・淡路大震災後
に使われ出した言葉で、新たな課題となっている。 

子ども家庭センター（児童相談所）
０歳からおおむね２５歳までの児童・青少年に関するさまざまな相談（虐待・非行・不登校・障害

等）、配偶者からの暴力（DV：ドメスティックバイオレンス）被害者の相談などに応じている。市内
に「大阪府吹田子ども家庭センター」がある。

こども１１０番の家
不審者（犯人）から逃れるために駆け込んできた子どもたちの安全を確保する場所。小学校区単位

で協力家庭（商店・事務所等も含む）を募っていて、協力家庭は玄関先等、よく見えるところに「こ
ども１１０番の家」の旗やプレート等を掲示している。本市では、個人・法人・団体を含めて
約６,７００件（平成１８年（２００６年）１月現在）の協力家庭がある。 

コミュニティ
 一般的には、地域性と共同意識によって成立する地域社会のことを指す。中でも「地域コミュニテ
ィ」という場合は、特に地域の結びつきが強く、ある一定の地域に属する人々が自主性と自らの責任
において、住みよい地域づくりを行う集団のことを指す。 

コミュニティ協議会
現在、吹田市ＪＲ以南コミュニティ協議会と、吹田市亥の子谷コミュニティ協議会がある。市民自

らが主体的にさまざまな地域活動を通じてまちづくりに参加し、豊かな地域社会の形成に寄与するこ
とを目的に組織された団体で、コミュニティセンター内のコミュニティプラザの運営管理を受託して
いる。 

コミュニティソーシャルワーカー
コラム③（６５ぺージ）参照。

コミュニティバス
高齢者・障害のある人などの移動手段確保、交通不便地域の解消、地域住民の利便性の向上を目指

して、道幅の狭い道路の運行など、地域のニーズに応じてサービスを工夫した新しいバス運行システ
ム。 
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[さ]
サービス整備圏域

改正介護保険制度の中で、「日常生活圏域」を中心として「地域密着型サービス」や、介護予防を含
めた包括的・継続的なサービスの提供が行われることとなった。本市では、第３期吹田市高齢者保健
福祉計画・介護保険事業計画において、「日常生活圏域」を施策を進める単位ととらえ、「サービス整
備圏域」として位置づけ、その設定は、「吹田市第３次総合計画」の「地域別計画」を踏まえることと
し、「ＪＲ以南」「片山・岸部」「豊津・江坂・南吹田」「千里山・佐井寺」「山田・千里丘」「千里ニュ
ータウン・万博・阪大」の 6 つの「サービス整備圏域」を設定している。 

在宅介護支援センター
在宅の要介護者やその家族のために、介護に関する相談や問い合わせに応じ、介護保険制度や市の

保健福祉サービスについての申請、受付、問い合わせなど、介護に関する相談をすることができ、必
要な手続きや連絡・調整を行う。市内には１２か所ある。 

自主防災組織
  コラム⑪（１２５ページ）参照。 

児童福祉施設
児童及びその保護者を対象に、療育、保護、訓練、育成などについて適切な環境を提供し、児童の

福祉を図る施設をいう。児童福祉法の規定では、母子生活支援施設、保育所、児童養護施設、知的障
害児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、児童自立支援施設などがある。 

児童養護施設
児童福祉法における児童福祉施設のひとつで、乳児を除いて、保護者のない児童、虐待されている

児童その他環境上養護を要する児童を入所させて、これを養護し、あわせてその自立を支援すること
を目的とする施設。市内には２か所の児童養護施設がある。 

市民公益活動
平成 14 年（2002 年）に制定された「吹田市市民公益活動の促進に関する条例」において、「市民

が自発的に行う営利を目的としない社会貢献活動」と定義されている。 

社会貢献支援員
大阪府社会福祉協議会老人施設部会が、老人福祉施設（特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽

費老人ホーム）において、総合生活相談員を配置し、地域の関係諸機関と連携しつつ、福祉制度の狭
間で生活に困難をきたしている人の相談に応じ、生活の見守りや情報提供、必要と思われる場合には
経済的支援を行い、問題解決を図るために実施している事業を社会貢献支援事業という。この事業に
おいて、施設で総合生活相談員が配置できない場合に大阪府社会福祉協議会から派遣している相談員
（コミュニティソーシャルワーカー）を「社会貢献支援員」という。 

社会資源
色々な社会の問題を解決するために使われる各種制度や施設、機関、知識、技術、資金など、人的・

物的な資源の総称。 

授産施設
一般就労が困難な障害のある人が入所又は通所し、必要な訓練を行うとともに、福祉的就労として、

自立に必要な支援などを受ける施設。授産施設には、身体障害者授産施設、知的障害者授産施設及び
精神障害者授産施設がある。 

生涯学習
一人ひとりが、それぞれに適した手段・方法で、主体的に生涯のあらゆる時期を通じて行うさまざ

まな学習をいい、それを通じて豊かで生きがいのある充実した生活の創造をめざすもの。学校教育な
どで行われる学習だけではなく、コミュニティ活動のような意識されない自主的な活動や、日常の経
験などから偶然学ぶ学習まで広範囲に及ぶ。 

障害者自立支援法
障害のある人の地域での生活と就労を進め、自立を支援する観点から、これまで障害種別ごとに異

なる法律に基づいて自立支援の観点から提供されてきた福祉サービス、公費負担医療等について、共
通の制度の下で一元的に提供する制度。平成１８年（２００６年）４月１日施行。 
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小地域ネットワーク活動
吹田市内にある３３の地区福祉委員会それぞれの地区内で、高齢者や障害のある人など支援を必要

としている人に対して、同じ地区内の住民が行うさまざまな援助活動のこと。「ふれあい昼食会」や「い
きいきサロン」「子育てサロン」のような集団で集団を援助する活動（集団援助活動）や、「見守り・
声かけ訪問」のような一人に数人で援助を行う活動（個別援助活動）がある。 

ショートステイ
短期入所のことで、家族が介護している障害のある人や高齢者が、身体障害者の施設や老人福祉施

設で短期間入所し、必要な介護を受けるサービス。家族がショートステイを希望する理由については、
冠婚葬祭や用事だけではなく、体を休めたりレクリエーション行事への参加など、多岐にわたり、希
望する理由は問われない。 

シルバー人材センター・シルバーワークプラザ
市内に住む６０歳以上の人が、就職は希望しないが、経験や技術を活かし、生きがいの充実や社会

参加を希望する場合に、会員登録を行い、臨時的・短期的・その他軽易な仕事を提供される機関。セ
ンターが会員の希望と能力に応じて仕事をわりあて、就業実績に応じて配分金（報酬）を支払う。同
センターの事務所は、千里山松ヶ丘のシルバーワークプラザ内に置かれている。 

シルバーハウジング・プロジェクト 
６５歳以上の高齢者が地域の中で自立して安全かつ快適な生活を営むことができるように配慮され

た公的賃貸住宅の供給と、生活援助員（ライフサポートアドバイザー）による日常生活支援サービス
の提供を合わせて行う、高齢者世帯向けの公的賃貸住宅の供給事業。 

セーフティネット 
 直訳は安全網。ライフセーフティネットワークのことで、何らかの生活課題を抱えた人が、さらに
困難な状況に陥らないように、安全網（セーフティネット）として生活を支える制度やしくみのこと。 

ソーシャル・インクルージョン
すべての人々を社会の構成員として包み支え合う「社会的包含」のことで、貧困者や失業者、ホー

ムレス等、社会福祉制度からもれ、社会的に排除されたり孤立している人々を排除せず、社会の一員
として迎え入れることによって、健康で文化的な生活の実現につなげるという考え方。イギリスやフ
ランスなどのヨーロッパ諸国で近年の社会福祉の再編にあたって、その基調とされている理念。日本
においては、平成 12 年（２０００年）12 月に、社会保障審議会が発表した「社会的援護を要する人々
に対する社会福祉のあり方に関する検討会報告書」で示されている。 

[た] 
第三者委員 
 福祉サービスを提供する事業所に寄せられた利用者及びその家族等からの苦情に対応するため、事
業者が設置した人で、苦情内容の確認、解決案の調整、助言等を行う人。 

地域教育協議会 
家庭・地域・学校が互いに子どもたちの育成の手助けになるように協議して取り組む教育コミュニ

ティづくりの中心となる中学校区単位の組織で、地域のいろいろな活動や取り組みのネットワーク化
を進め、子どもに「生きる力」を育むための支援を行っている。地域で青少年の育成にかかわってい
るさまざまな団体で構成されている。 

地域交流室
  市民の生涯学習や交流の場として使うため、小学校の余裕教室を整備したもの。現在、山手小学校
と桃山台小学校内にある。 

地域通貨
  コラム②（４８ページ）参照。

地域福祉活動計画
吹田市社会福祉協議会が策定した、住民の視点に立った地域福祉の行動計画。３３地区福祉委員会

も自らの活動計画となる「地区福祉委員会５ヵ年計画」を策定した。「誰もが安心して暮らせる住みよ
いまちづくり」を目指しており、市の策定する地域福祉計画と連携して進める。計画期間は平成１７
年（２００５年）度から平成２１年（２００９年）度までの５年間。
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地域福祉権利擁護事業
  コラム⑧（９０ページ）参照。

地域密着型サービス 
平成１８年４月の介護保険制度改正により新設された、住みなれた地域での生活を支えるためのサー

ビス。介護給付として夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知
症対応型共同生活介護（グループホーム）等、また予防給付として介護予防認知症対応型通所介護、
介護予防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）がある。 

地区福祉委員会
社会福祉協議会の地域組織として、おおむね小学校区ごとにつくられた地域福祉推進のための住民

組織で、３３の地区福祉委員会がある。自治会・婦人会・高齢クラブなどの各種団体から参加・協力
する人と、民生委員・児童委員、ボランティアなどが福祉委員となって、ひとり暮らし高齢者への「ふ
れあい昼食会」や「見守り・声かけ訪問」、「いきいきサロン」、「子育てサロン」などの「小地域ネッ
トワーク活動」を中心に、多彩な地域福祉の活動を行っている。 

昼間独居
三世代同居などでひとり暮らしではない高齢者が、昼間、同居する家族等が仕事等で留守にし、実

質的にひとり暮らしと同じ状態になることを指す。 

デイサービス
通所介護のことで、障害のある人や高齢者が施設に通い、入浴、食事の提供や機能訓練などのサー

ビスを受ける。行き帰りの送迎サービスを伴う場合もある。 

出前講座
  市民の学習活動を支援するため、市の各所管課が担当の業務や取り組んでいる施策について、学習
講座という形でメニュー化し、職員が地域に出向いて話をする。市民は知りたい、聞きたい、学びた
いものを講座メニューの中から選ぶ。 

当事者組織
  コラム⑥（８１ページ）参照。 

特別養護老人ホーム  
老人福祉法に規定する老人福祉施設のひとつ。６５歳以上の者であって身体上又は精神上において

著しい障害があるため常時の介護を必要とし、かつ在宅において生活することが困難な人が入所対象
となる。市内には１０か所の特別養護老人ホームがある。 

[な] 
難病

難病とは、①原因不明、治療方法未確定、後遺症を残すおそれの少なくない疾病、②経過が慢性に
わたり単に経済的な問題のみならず介護等に著しく人手を要するため、家族の負担が重く、また精神
的にも負担の大きい疾病。１２１疾病プラス関節リウマチが指定されている。難病のうち、指定され
た特定の疾患を特定疾患という。４５疾病。 

ノーマライゼーション
障害のある人も高齢者も特別扱いされるのではなく、すべての人がお互いを尊重しながら通常の生

活ができること。 

[は] 
ハートビル法 

改正ハートビル法が平成１５年（２００３年）４月１日に施行された。正式名称は「高齢者、身体
障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」という。銀行やコンビニエンス
ストアなど誰もが日常的に利用する建築物や、学校、マンションなど多くの人が利用する建築物を、
皆が利用しやすくすることを促進するもの。 

ハザードマップ 
地震や洪水などの自然災害に備えた、災害が起こった場合の「被害予測図」のことで、地域の状況

に合わせ、被害の程度の予測とともに、避難場所や避難経路などを掲載している。本市においては「洪
水ハザードマップ」を作成し、防災ハンドブックと同様に全戸に配布している。 
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発達障害 
発達障害者支援法（平成１７年（２００５年）４月施行）によると、自閉症、アスペルガー症候群

その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障害であって、
その症状が通常低年齢において発現するもの」とされている。 

パブリックコメント 
重要な条例を制定・改廃する場合や、重要な計画を策定する場合などにその案を市民に公表し、そ

の案に対して市民から意見の提出を受け、その意見に対する市の考え方を公表するとともに、提出さ
れた市民の意見を考慮して最終的な意思決定を行う制度。 

バリアフリー 
道路や建築物の入り口の段差などの解消や、読みやすい大きな文字・点字での表示など、高齢者、

障害のある人などの社会参加や自立を困難にしている物理的、社会的、制度的なバリアなど、すべて
の人にとって日常生活の中で存在するあらゆる障害を除去すること。また、こういった人たちへの偏
見・差別を取り除くことを「心のバリアフリー」という。 

ひきこもり
ひとつの疾患や障害を表すのではなく、長期にわたって社会に参加できず、生活の場がせばまった

状態をさす言葉。精神疾患が原因の場合とそうではない場合の大きく２つに分けられる。「社会的ひき
こもり」は「２０代後半までに現われ、６カ月以上自宅にひきこもって社会参加しない状態が持続し
ており、精神障害が第一の原因とは考えられないもの」と定義される。 

福祉オンブズパーソン
  コラム⑦（９０ページ）参照。

福祉型借上公共賃貸住宅制度
民間の土地所有者等が建設する一定の水準と設備をもつ福祉型の賃貸住宅を市が２０年間借り上げ、

住宅に困窮する高齢者や障害のある人に市営住宅として供給する制度。 

福祉審議会
「市民」「学識経験者」「市内の福祉団体及び公共的団体の代表者」「市議会議員」「関係行政機関の

職員」で構成され、高齢者や障害者、児童の福祉に関する事項、その他社会福祉に関する事項につい
て、市長の諮問に応じ、調査審議し、答申することを任務として設置された附属機関。 

福祉的就労
障害のある人が、授産施設や共同作業所などの福祉的な支援のある環境で就労することにより、働

くことへの意欲や自信を育てるとともに、一般就労（企業等での就労）に進み、さらに自立した生活
ができるよう、継続的な支援を行うこと。 

福祉のまちづくり条例
高齢者や障害のある人等が安心して快適に生活し、自らの意思で自由に行動し、平等に参加できる

福祉のまちづくりをめざすための条例で、誰もが自由に安心して出かけられる「やさしいまち」をみ
んなでつくるため、大阪府では、「大阪府福祉のまちづくり条例」を定めている。 

ふれあい昼食会
地区福祉委員会が行う、地域のひとり暮らし高齢者を対象とした昼食会。日頃は一人で食事をする

ひとり暮らしの高齢者も、同世代の方や地区福祉委員と一緒に楽しく食事をする場になっている。 

ホームヘルプサービス
訪問介護のことで、ホームヘルパー（訪問介護員）が障害のある人や高齢者の家を訪問し、入浴、

排泄、食事、移動、外出介助などの身体介助や、調理、掃除、洗濯、買物などの生活援助を行うサー
ビス。 

ホームレス
平成１４年（２００２年）８月に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が施行され、

この法律においてホームレスとは「都市公園、河川、道路、駅舎その他の施設を故なく起居の場所と
し、日常生活を営んでいる者」を指す。自立の意思がありながらやむをえずホームレスとなっている
者も多く、健康で文化的な生活を送ることができないでいる。
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ホームレス自立支援推進協議会
ホームレス問題を大阪府内全域の問題として捉え、大阪府、市町村が連携・協力して対策を推進し

ていくために、平成１５年（２００３年）７月に設立されたもの。その後、平成１６年（２００４年）
４月には「大阪府ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」が策定された。 

ポケットパーク
ビルなどが建ち並ぶ街の一角などに設けられる小さな公園のこと。より広くは、都心部に限らず市

街地内につくられた人々が自由に利用できる小規模なオープンスペースのことを指す。 

保護司 
保護司法に基づき、法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員。犯罪や非行をした人の立ち直

りを地域で支える更生保護活動や「社会を明るくする運動」など犯罪予防活動を行うボランティア。

ボランティアセンター
  コラム④（６５ページ）参照。

[ま] 
街かどデイハウス

おおむね６５歳以上で、介護保険で非該当とされた方や要支援１または要支援２と認定された方で、
継続的な介護保険サービスを利用していない方（要介護の認定を受けられた方は対象にならない）に
対して、民間の非営利団体が市の補助を受けて運営している、小規模で家庭的な雰囲気の施設で、少
人数のグループでレクリエーションや体操、昼食などのサービスを行い、介護が必要にならないよう
に予防する。 

民生委員・児童委員
民生委員法・児童福祉法に基づき厚生労働大臣から委嘱を受けた非常勤の地方公務員。社会奉仕の

精神をもって、地域福祉の向上のため、常に住民の立場にたって相談・支援を行うボランティア。市
内を４６１の区域に分け、それぞれに区域担当の民生委員・児童委員がおり、市内を２０地区に分け、
それぞれの地区に児童問題を専門とする主任児童委員が一人ずつ置かれている。市内全ての民生委
員・児童委員で「吹田市民生・児童委員協議会」を組織している。 

[や] 
ユニバーサルデザイン

バリアフリーから一歩進んで、高齢者や障害のある人等の利用に限定せず、年齢、性別、人種、障
害の有無や身体能力にかかわらず、できるだけ多くの人が美しいと感じ、かつ使いやすいように、製
品や建築物、生活環境をデザインする考え方。 

[ら] 
療育
  障害のある児童、あるいはその疑いのある児童に対して、それぞれの障害に応じた医療や訓練の提
供と、発達を支援する保育や教育を総合的に行うこと。

留守家庭児童育成室
保護者が働いていたり、病気などのため、放課後など、家庭に帰っても留守家庭になる児童の健全

育成を図るために開設されている。本市ではすべての小学校内に開設し、対象は小学１年生から３年
生まで、月曜日から金曜日までの放課後から午後５時までと、春・夏・冬休みの期間中の午前９時か
ら午後５時までとなっている。 

[わ] 
ワークショップ

地域に関わる多様な立場の人々が計画プロセスに参加するまちづくりや計画づくりの方法。通常の
会議とは違って、グループに分かれて、意見交換をしたりグループで簡単な作業をしながら、参加者
全員が立場を越えて自由に意見を言える、参加体験型の活動。 
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